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新型コロナウイルス感染症区分の移行による 

教育・保育施設別の保護者の不安・心配の比較分析 
 

伊藤巨志 1*  

 
教育・保育施設に通う子どもを持つ保護者の不安や心配の変化について、新型コロナウ

イルス感染症区分の移行前後で比較検討を行った。感染症区分が 2 類から 5 類への移行前

は、「感染」や「流行」に対して保護者の不安や心配が大きかった。移行後はすべての質問

項目でその平均値で有意に小さくなった。これは、行動制限や行動様式の変化が不安や心

配の解消に寄与したと推測された。教育・保育施設ごとの多重比較の結果、区分移行前の

「保護者間感染リスク」因子では、幼稚園が保育所よりも有意に大きい平均値を示した。

区分移行後の「流行・感染リスク」因子では保育所が、幼稚園と比べて有意に大きい平均

値を示した。また、「園の運営影響」因子は保育所および認定こども園が、幼稚園と比べて

有意に大きい平均値を示した。 
 
キーワード： 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、保護者、不安、教育・保育施設 

 

はじめに 

新型コロナウイルス感染症（以下：COVID-19）
は 2020 年 2 月下旬から急速に広がり、3 月 2 日

から全国一斉臨時休校１）・休業や行動制限が実

施された。日本政府は 2020 年 4 月 7 日に 7 都

府県（東京、神奈川、埼玉、千葉、大阪、兵庫、

福岡）を対象に「緊急事態宣言」２）を発出し、

4 月 16 日には全国に拡大した。2020 年 5 月 25
日に全面解除されたものの、「保育所・認定こど

も園・幼稚園」（以下：教育・保育施設）では、

その後も感染リスクが不確定な状況が長期間続

いた。 
2020 年 3 月 28 日に政府は COVID-19 の集団

感染防止策３）として三つの密（密閉、密集、密

接）を避けるよう呼びかけ、社会全体が神経を

尖らせる中、不安や心配が尽きない日々が続い

た。特に、教育・保育施設へ子どもを通わせる

保護者は、子どもへの感染リスクや教育・保育

施設の感染対策４）、さらには自身の感染リスク

に対して強い不安を抱きながら生活していたと

考えられる。 
教育・保育施設は三つの密を避ける対策に追

われ、多大な労力と時間を費やした。野澤ら５）

の調査によれば、衛生管理等の業務の増加、行

事を含めた日常的な実践に関する悩み、ICT 環
境整備の必要性などが指摘されている。また、

横井・鈴木６）は、保育現場で最も多かった困り

ごとが「感染症対策」であったことを報告して

いる。 
渡部７）の研究では、保育者に「ストレス」「不

安」「疲れ」「緊張」などの強い負担感が示され

た。また、岡本・岡田８）によると、保護者の相

談内容には、「子どもが感染する事への恐怖や不

安の相談」が多く寄せられており、保育者や保

護者は数多くの制限の中、感染不安を抱えなが

ら日々の生活を送っていた。 
2023 年 4 月 27 日、厚生労働省は、COVID-19

の 2 類感染症から 5 類感染症への移行を発表し
９）、これに伴い①発生動向の把握、②医療提供
体制、③COVID-19 の患者等への対応、④基本

的な感染対策、⑤新型コロナワクチンに関する 

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

* 責任著者 連絡先：itokiyo@unii.ac.jp 

利益相反：なし  
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5 項目の方針が示された。この移行により、行
動制限やガイドラインの緩和、検査や医療体制

の縮小、職場や学校での対策緩和、海外渡航規

制の緩和など、社会経済活動の制約が大幅に緩

和された。 
本調査では、教育・保育施設に子どもを通わ

せる保護者が COVID-19に関して抱える不安や
心配を、独自に設定した 18項目を用いて評価す
る。具体的には、2023 年 4 月 27 日発表から実
施（5 月 8 日）までの期間における、厳格な感
染対策の緩和による安心感と感染リスクが高ま

るかもしれないという新たな不安という双方の

心理的影響を分析する。また、区分移行後約 3
か月が経過した時点での保護者の意識や行動の

変化を定量的に比較・検証し、不安や心配がど

の程度解消されたかを明らかにする。 
また、前報 10)の因子分析結果を基に下位尺度

得点を算出し、教育・保育施設ごとの平均値を

多重比較することで、感染症区分移行前後の保

護者の不安・心配の変化および施設ごとの課題 

 

 
を明らかにすることを目的とする。 

方法 

（1） 調査対象 
新潟県内の教育・保育施設に対してアンケー

ト実施の協力依頼を行い、承諾を得た 127園に
通園している 0〜5歳児（年長）クラスの保護者
9,014人を対象に実施した。回答数 2,415人（回
答率 26.8％）を分析対象とした。 
（2） 調査時期 

2023年 8月（各園の配布日）〜9月 30日であ
った。 
（3） 調査方法 

Google フォームを利用しての Web 回答の質
問紙調査によって実施した。 
（4） 調査内容 

1) 基本属性は園児の年齢・在園期間、通園す
る教育・保育施設であった。 

2) 感染症区分移行前後の心配要素について、
各々に対応した 18項目の質問（表 1）を設定 10) 

表 1．感染症移行前後の共通質問項目 

No. 質問項目

1 . 一般社会・世間で感染症が流行すること

2 . 園で感染症が流行すること

3 . お子さんが感染すること

4 . あなたが感染すること

5 . お子さんが感染した場合、家族や周りの人へ感染すること

6 . 家族や周りの人が感染した場合、お子さんへ感染すること

7 . 保育士や先生が感染し、園の閉鎖や欠員が発生すること

8 . 感染症が流行した場合、園での保育・教育活動が制限されること

9 . 園での換気が十分に行われているか

10 . 園で子どもたちの手指消毒、手洗いやうがいが十分に実施されているか

11 . 園の施設内の消毒や清潔さ

12 . 子どもたちが共同で使うおもちゃなどの消毒や清潔さ

13 . 保育士や先生が感染予防策を実施しているか

14 . 感染症が流行した場合、園からの情報提供が適切に行われるか

15 . 保護者が子どもを送迎する際に、保護者同士が密になること

16 . 他の保護者が子どもを送迎する際に、感染予防策が不十分であること

17 . 保護者同士の会話や交流で感染すること

18 . 感染症に関しての情報の正確性や信憑性

 

 

し、4 段階のスケールで回答を行った。感染症

区分移行前の回答は 2023 年 4 月 27 日に感染区

分移行が発表され、5 月 8 日からの実施時点前

における心配要素に基づき、感染症区分移行後

の回答は 2023 年 8 月以降のアンケート配布日

時点での心配要素に基づいて収集した。 
（5） 分析方法 

感染症区分移行前の各質問項目（表 1）では、

「不安や心配でしたか？」という問に対し、回

答を「全く感じなかった」：1、「やや感じた」：

2、「比較的感じた」：3、「強く感じた」：4 に変換

した。感染症区分移行後の各質問項目（表 1）
では「不安や心配ですか？」という問に対し、

「全く感じない」：1、「やや感じる」：2、「比較

的感じる」：3、「強く感じる」：4 に変換して以

下の分析を行った。①全回答者において、感染

症区分の移行前後の質問項目の欠損値を除いた

回答割合と平均値を算出した。次に、区分移行

前後の対応する質問項目に関して、平均値と標

準偏差（以下：SD）から差を求め、検定には「対

応のあるサンプルの t 検定」を使用した。②前

報 10) で得られた因子分析結果に基づき、「流行・

感染リスク」因子 6 項目（項目 No.1〜6）、「園

の感染対策全般」因子 5 項目（項目 No.9〜13）、
「保護者間感染リスク」因子 3 項目（項目 No.15
〜17）、「園の運営影響」因子 2 項目（項目 No.7・
8）の各下位尺度得点を算出した。これらの下位

尺度得点を教育・保育施設別に、感染症区分の

移行前後に分けて平均値と SD を求め、差異を

分析した。検定には一元配置分散分析の後、

Bonferroni の多重比較を行った。なお、分析にお

いては欠損値のある回答者および「その他」の

教育・保育施設の回答者を除外した。 

 
統計的有意性の検定にあたっては、5％水準

を基準とした。 
集計および分析には SPSS Ver.28 for Mac、

Excel 2021 for Mac を使用した。 
 

倫理的配慮 
調査依頼用紙には、無記名での実施、回答デ

ータが統計処理され個人が特定されないこと、

安全な電子データの保管方法、回答の途中中止

や拒否の権利、それに伴う不利益が生じないこ

とが明記された。これらに同意の場合は、QR コ

ードからアクセスして回答いただくよう依頼し

た。本研究は新潟県立大学倫理委員会の承認（承

認番号 2307）に基づいて行われた。 

結果 

（1）感染症区分移行前後の質問項目 
表 2 には、保育所保護者 1,245 人（51.6％）、

認定こども園保護者 926人（38.3％）、幼稚園保

護者 196人（8.1％）、その他保護者 30人（1.2％）、

計 2,415 人の年齢区分と在園期間のクロス表を

示した。在園期間が 3 年未満の合計は 1,466 人
（60.7%）、3 年以上の合計は 949人（39.3％）と

なった。 
図 1には、感染症区分移行前後の質問項目の

回答者割合と平均値を示した。 
 感染症区分移行前の平均値では、「比較的感じ

た（3）」を超えた項目が 5 項目（No.1〜3・5・
6）あり、特に「6. 家族や周りの人が感染した場

合、お子さんへ感染すること」の平均値が 3.32
と大きかった。一方で「やや感じた（2）」を下

回った項目が 8 項目（No.9〜11・13〜17）あり、

特に「15.保護者が子どもを送迎する際に、保護 

年齢区分   在園期間
1歳未満 74 (3.1%) 74 (3.1%)
1〜2歳未満 241 (10.0%) 47 (1.9%) 288 (11.9%)
2〜3歳未満 93 (3.9%) 164 (6.8%) 76 (3.1%) 333 (13.8%)
3〜4歳未満 111 (4.6%) 73 (3.0%) 170 (7.0%) 88 (3.6%) 442 (18.3%)
4〜5歳未満 34 (1.4%) 70 (2.9%) 98 (4.1%) 164 (6.8%) 74 (3.1%) 440 (18.2%)
5〜6歳未満 8 (0.3%) 25 (1.0%) 107 (4.4%) 122 (5.1%) 219 (9.1%) 481 (19.9%)
6歳以上 10 (0.4%) 8 (0.3%) 57 (2.4%) 98 (4.1%) 184 (7.6%) 357 (14.8%)

571 (23.6%) 387 (16.0%) 508 (21.0%) 472 (19.5%) 477 (19.8%)
計 2,415 (100.0%)

1年未満 1〜2年未満 2〜3年未満 3〜4年未満 4年以上 計
ー ー

ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー

1,466（60.7％） 949（39.3％）

表 2．年齢区分と在園期間のクロス表 
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心配を、独自に設定した 18項目を用いて評価す
る。具体的には、2023 年 4 月 27 日発表から実
施（5 月 8 日）までの期間における、厳格な感
染対策の緩和による安心感と感染リスクが高ま

るかもしれないという新たな不安という双方の

心理的影響を分析する。また、区分移行後約 3
か月が経過した時点での保護者の意識や行動の

変化を定量的に比較・検証し、不安や心配がど

の程度解消されたかを明らかにする。 
また、前報 10)の因子分析結果を基に下位尺度

得点を算出し、教育・保育施設ごとの平均値を

多重比較することで、感染症区分移行前後の保

護者の不安・心配の変化および施設ごとの課題 

 

 
を明らかにすることを目的とする。 

方法 

（1） 調査対象 
新潟県内の教育・保育施設に対してアンケー

ト実施の協力依頼を行い、承諾を得た 127園に
通園している 0〜5歳児（年長）クラスの保護者
9,014人を対象に実施した。回答数 2,415人（回
答率 26.8％）を分析対象とした。 
（2） 調査時期 

2023年 8月（各園の配布日）〜9月 30日であ
った。 
（3） 調査方法 

Google フォームを利用しての Web 回答の質
問紙調査によって実施した。 
（4） 調査内容 

1) 基本属性は園児の年齢・在園期間、通園す
る教育・保育施設であった。 

2) 感染症区分移行前後の心配要素について、
各々に対応した 18項目の質問（表 1）を設定 10) 

表 1．感染症移行前後の共通質問項目 

No. 質問項目

1 . 一般社会・世間で感染症が流行すること

2 . 園で感染症が流行すること

3 . お子さんが感染すること

4 . あなたが感染すること

5 . お子さんが感染した場合、家族や周りの人へ感染すること

6 . 家族や周りの人が感染した場合、お子さんへ感染すること

7 . 保育士や先生が感染し、園の閉鎖や欠員が発生すること

8 . 感染症が流行した場合、園での保育・教育活動が制限されること

9 . 園での換気が十分に行われているか

10 . 園で子どもたちの手指消毒、手洗いやうがいが十分に実施されているか

11 . 園の施設内の消毒や清潔さ

12 . 子どもたちが共同で使うおもちゃなどの消毒や清潔さ

13 . 保育士や先生が感染予防策を実施しているか

14 . 感染症が流行した場合、園からの情報提供が適切に行われるか

15 . 保護者が子どもを送迎する際に、保護者同士が密になること

16 . 他の保護者が子どもを送迎する際に、感染予防策が不十分であること

17 . 保護者同士の会話や交流で感染すること

18 . 感染症に関しての情報の正確性や信憑性

 

 

し、4 段階のスケールで回答を行った。感染症

区分移行前の回答は 2023 年 4 月 27 日に感染区

分移行が発表され、5 月 8 日からの実施時点前

における心配要素に基づき、感染症区分移行後

の回答は 2023 年 8 月以降のアンケート配布日

時点での心配要素に基づいて収集した。 
（5） 分析方法 

感染症区分移行前の各質問項目（表 1）では、

「不安や心配でしたか？」という問に対し、回

答を「全く感じなかった」：1、「やや感じた」：

2、「比較的感じた」：3、「強く感じた」：4 に変換

した。感染症区分移行後の各質問項目（表 1）
では「不安や心配ですか？」という問に対し、

「全く感じない」：1、「やや感じる」：2、「比較

的感じる」：3、「強く感じる」：4 に変換して以

下の分析を行った。①全回答者において、感染

症区分の移行前後の質問項目の欠損値を除いた

回答割合と平均値を算出した。次に、区分移行

前後の対応する質問項目に関して、平均値と標

準偏差（以下：SD）から差を求め、検定には「対

応のあるサンプルの t 検定」を使用した。②前

報 10) で得られた因子分析結果に基づき、「流行・

感染リスク」因子 6 項目（項目 No.1〜6）、「園

の感染対策全般」因子 5 項目（項目 No.9〜13）、
「保護者間感染リスク」因子 3 項目（項目 No.15
〜17）、「園の運営影響」因子 2 項目（項目 No.7・
8）の各下位尺度得点を算出した。これらの下位

尺度得点を教育・保育施設別に、感染症区分の

移行前後に分けて平均値と SD を求め、差異を

分析した。検定には一元配置分散分析の後、

Bonferroni の多重比較を行った。なお、分析にお

いては欠損値のある回答者および「その他」の

教育・保育施設の回答者を除外した。 

 
統計的有意性の検定にあたっては、5％水準

を基準とした。 
集計および分析には SPSS Ver.28 for Mac、

Excel 2021 for Mac を使用した。 
 

倫理的配慮 
調査依頼用紙には、無記名での実施、回答デ

ータが統計処理され個人が特定されないこと、

安全な電子データの保管方法、回答の途中中止

や拒否の権利、それに伴う不利益が生じないこ

とが明記された。これらに同意の場合は、QR コ

ードからアクセスして回答いただくよう依頼し

た。本研究は新潟県立大学倫理委員会の承認（承

認番号 2307）に基づいて行われた。 

結果 

（1）感染症区分移行前後の質問項目 
表 2 には、保育所保護者 1,245 人（51.6％）、

認定こども園保護者 926人（38.3％）、幼稚園保

護者 196人（8.1％）、その他保護者 30人（1.2％）、

計 2,415 人の年齢区分と在園期間のクロス表を

示した。在園期間が 3 年未満の合計は 1,466 人
（60.7%）、3 年以上の合計は 949人（39.3％）と

なった。 
図 1には、感染症区分移行前後の質問項目の

回答者割合と平均値を示した。 
 感染症区分移行前の平均値では、「比較的感じ

た（3）」を超えた項目が 5 項目（No.1〜3・5・
6）あり、特に「6. 家族や周りの人が感染した場

合、お子さんへ感染すること」の平均値が 3.32
と大きかった。一方で「やや感じた（2）」を下

回った項目が 8 項目（No.9〜11・13〜17）あり、

特に「15.保護者が子どもを送迎する際に、保護 

年齢区分   在園期間
1歳未満 74 (3.1%) 74 (3.1%)
1〜2歳未満 241 (10.0%) 47 (1.9%) 288 (11.9%)
2〜3歳未満 93 (3.9%) 164 (6.8%) 76 (3.1%) 333 (13.8%)
3〜4歳未満 111 (4.6%) 73 (3.0%) 170 (7.0%) 88 (3.6%) 442 (18.3%)
4〜5歳未満 34 (1.4%) 70 (2.9%) 98 (4.1%) 164 (6.8%) 74 (3.1%) 440 (18.2%)
5〜6歳未満 8 (0.3%) 25 (1.0%) 107 (4.4%) 122 (5.1%) 219 (9.1%) 481 (19.9%)
6歳以上 10 (0.4%) 8 (0.3%) 57 (2.4%) 98 (4.1%) 184 (7.6%) 357 (14.8%)

571 (23.6%) 387 (16.0%) 508 (21.0%) 472 (19.5%) 477 (19.8%)
計 2,415 (100.0%)

1年未満 1〜2年未満 2〜3年未満 3〜4年未満 4年以上 計
ー ー

ー
ー
ー
ー

ー
ー
ー
ー

1,466（60.7％） 949（39.3％）

表 2．年齢区分と在園期間のクロス表 
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者同士が密になること」の平均値が 1.45と最も
小さかった。 
感染症区分移行後の平均値は「比較的感じる

（3）」を超える項目はなく、「やや感じる（2）」
を下回った項目が 10項目（No.9〜18）と 2項目 

 
 

増加した。特に「15.保護者が子どもを送迎する
際に、保護者同士が密になること」の平均値が

1.39と、さらに小さくなった。 
（2）感染症区分移行前後の対応する質問項目の
比較 
 
 

質問項目 人数 平均値 標準偏差

3.08 0.95

2.34 0.91

3.11 0.92

2.44 0.93

3.23 0.90

2.66 0.96

2.95 0.96

2.45 0.97

3.24 0.89

2.66 0.95

3.32 0.86

2.72 0.97

2.69 0.99

2.23 0.98

2.68 0.99

2.28 0.97

1.76 0.91

1.55 0.81

1.85 0.94

1.65 0.84

1.74 0.91
1.57 0.81
2.03 0.96
1.78 0.87

1.51 0.82

1.45 0.76
1.71 0.92
1.61 0.87
1.45 0.73
1.39 0.69
1.53 0.77
1.45 0.74
1.54 0.76
1.44 0.71
2.12 0.96

1.84 0.90
注１）上段は感染症移行前、下段は感染症移行後

注２）***：p<0.001

t-score

1．一般社会・世間で感染症が流行すること 2400 38.894 ***

2．園で感染症が流行すること 2400 36.538 ***

3．お子さんが感染すること 2392 34.323 ***

4．あなたが感染すること 2392 29.358 ***

5．お子さんが感染した場合、家族や周りの人へ感染すること 2394 33.815 ***

6．家族や周りの人が感染した場合、お子さんへ感染すること 2382 36.575 ***

7．保育士や先生が感染し、園の閉鎖や欠員が発生すること 2395 26.408 ***

8．感染症が流行した場合、園での保育・教育活動が制限されること 2379 23.183 ***

9．園での換気が十分に行われているか 2392 15.645 ***

10．園で子どもたちの手指消毒、手洗いやうがいが十分に実施されているか 2392 16.499 ***

11．園の施設内の消毒や清潔さ 2383 13.949 ***

12．子どもたちが共同で使うおもちゃなどの消毒や清潔さ 2381 20.305 ***

13．保育士や先生が感染予防策を実施しているか 2380 4.732 ***

14．感染症が流行した場合、園からの情報提供が適切に行われるか 2385 7.494 ***

15．保護者が子どもを送迎する際に、保護者同士が密になること 2382 4.505 ***

16．他の保護者が子どもを送迎する際に、感染予防策が不十分であること 2391 6.546 ***

17．保護者同士の会話や交流で感染すること 2376 8.443 ***

18．感染症に関しての情報の正確性や信憑性 2387 17.300 ***

表 3．感染症区分移行前後の比較 
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者同士が密になること」の平均値が 1.45と最も
小さかった。 
感染症区分移行後の平均値は「比較的感じる

（3）」を超える項目はなく、「やや感じる（2）」
を下回った項目が 10項目（No.9〜18）と 2項目 

 
 

増加した。特に「15.保護者が子どもを送迎する
際に、保護者同士が密になること」の平均値が

1.39と、さらに小さくなった。 
（2）感染症区分移行前後の対応する質問項目の
比較 
 
 

質問項目 人数 平均値 標準偏差

3.08 0.95

2.34 0.91

3.11 0.92

2.44 0.93

3.23 0.90

2.66 0.96

2.95 0.96

2.45 0.97

3.24 0.89

2.66 0.95

3.32 0.86

2.72 0.97

2.69 0.99

2.23 0.98

2.68 0.99

2.28 0.97

1.76 0.91

1.55 0.81

1.85 0.94

1.65 0.84

1.74 0.91
1.57 0.81
2.03 0.96
1.78 0.87

1.51 0.82

1.45 0.76
1.71 0.92
1.61 0.87
1.45 0.73
1.39 0.69
1.53 0.77
1.45 0.74
1.54 0.76
1.44 0.71
2.12 0.96

1.84 0.90
注１）上段は感染症移行前、下段は感染症移行後

注２）***：p<0.001

t-score

1．一般社会・世間で感染症が流行すること 2400 38.894 ***

2．園で感染症が流行すること 2400 36.538 ***

3．お子さんが感染すること 2392 34.323 ***

4．あなたが感染すること 2392 29.358 ***

5．お子さんが感染した場合、家族や周りの人へ感染すること 2394 33.815 ***

6．家族や周りの人が感染した場合、お子さんへ感染すること 2382 36.575 ***

7．保育士や先生が感染し、園の閉鎖や欠員が発生すること 2395 26.408 ***

8．感染症が流行した場合、園での保育・教育活動が制限されること 2379 23.183 ***

9．園での換気が十分に行われているか 2392 15.645 ***

10．園で子どもたちの手指消毒、手洗いやうがいが十分に実施されているか 2392 16.499 ***

11．園の施設内の消毒や清潔さ 2383 13.949 ***

12．子どもたちが共同で使うおもちゃなどの消毒や清潔さ 2381 20.305 ***

13．保育士や先生が感染予防策を実施しているか 2380 4.732 ***

14．感染症が流行した場合、園からの情報提供が適切に行われるか 2385 7.494 ***

15．保護者が子どもを送迎する際に、保護者同士が密になること 2382 4.505 ***

16．他の保護者が子どもを送迎する際に、感染予防策が不十分であること 2391 6.546 ***

17．保護者同士の会話や交流で感染すること 2376 8.443 ***

18．感染症に関しての情報の正確性や信憑性 2387 17.300 ***

表 3．感染症区分移行前後の比較 
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表 3には、感染症区分移行前後の対応する質

問項目について、欠損値のない回答者の平均値

と SDから求めた差の結果を示した。 
対応のある項目における「対応のあるサンプ

ルの t 検定」の結果、全ての項目で感染症区分
移行後の方が、有意水準 5％未満で有意に小さ
い値を示した。 
（3）教育・保育施設の因子下位尺度得点の比較 

表 4には、質問項目に欠損値のない保育所保

護者 1,123 人、認定こども園保護者 840 人、幼
稚園保護者 196 人を対象（解析対象率 89.4％）
に、感染症区分移行前後の「流行・感染リスク」

因子の下位尺度得点、「園の感染対策全般」因子

の下位尺度得点、「保護者間感染リスク」因子の

下位尺度得点、「園の運営影響」因子の下位尺度

得点の教育・保育施設別の平均値と SD から多
重比較した結果を示した。なお、その他保護者

は少数のため除外した。 
感染症区分移行前の「流行・感染リスク」因

子の下位尺度得点は、すべての教育・保育施設

で「比較的感じた（3）」を上回る平均値だった
が、有意差は見られなかった。同様に「園の感

染対策全般」因子および「園の運営影響」因子

の下位尺度得点についても有意差は見られなか

った。一方で、「保護者間感染リスク」因子の下

位尺度得点では、幼稚園（平均値 1.85、SD 0.71）
が保育所（平均値 1.70、SD 0.66）よりも、有意
水準 5％未満で有意に大きい値を示した。 
感染症区分移行後の「園の感染対策全般」お

よび「保護者間感染リスク」因子の下位尺度得

点は、有意差は見られなかった。しかし、「流行・

感染リスク」因子の下位尺度得点において、保

育所（平均値 2.57、SD 0.83）は幼稚園（平均値 

 

 
2.41、SD 0.89）よりも有意水準 5％未満で有意
に大きい値を示した。また、「園の運営影響」因

子の下位尺度得点では、保育所（平均値 2.27、
SD 0.88）および認定こども園（平均値 2.26、SD 
0.90）が幼稚園（平均値 2.08、SD 0.89）よりも
有意水準 5％未満で有意に大きい値を示した。 

考察 

2020年 3月以降、COVID-19の拡大に伴い、
全国一斉臨時休校１）・休業や行動制限が実施さ

れた。教育・保育施設では、三密（密閉、密集、

密接）を避ける対策に多大な労力と時間を費や

さざるを得なかった。2021 年 9 月の調査 11) に
よると、流行と感染のリスクを考慮し、 8割以
上の保護者が登園に対して「非常に不安である」

または「やや不安である」と回答している。本

研究では、2023年 5月 8日の感染症区分が 5類
感染症へ移行する前でも、「家族や周りの人が感

染した場合、お子さんへ感染すること」や「お

子さんが感染すること」、「園で感染症が流行す

ること」といった項目の平均値が「比較的感じ

た（3）」を上回っている。回答者の 39.3％が在
園期間 3年以上の保護者で、2020年 3月 1日か
ら約 3か月にわたる全国一斉臨時休校を経験し
ており、COVID-19 に対する不安や心配が依然
として大きかったことが示唆された。 
厚生労働省は、COVID-19 の 5 類感染症への

移行に伴う今後の対応について 2023 年 4 月 27
日に発表した９） 。これにより、行政の対応は、

従来の様々な要請や関与の仕組みから、個人の

選択を尊重する取り組みへと大きく転換された。

主な内容は、①発生動向の把握、②医療提供体
制、③COVID-19の患者等への対応、④基本的

教育・保育施設

　因子 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

流⾏・感染リスク 3.20 0.77 3.14 0.81 3.06 0.88 3.255 .039 n.s.

園の感染対策全般 1.77 0.83 1.79 0.81 1.84 0.85 0.692 .501 n.s.

保護者間感染リスク 1.70 0.66 1.73 0.69 1.85 0.71 3.954 .019 ①＜③*
園の運営影響 2.72 0.88 2.68 0.89 2.57 0.88 2.380 .093 n.s.

流⾏・感染リスク 2.57 0.83 2.53 0.85 2.41 0.89 3.382 .034 ③＜①*
園の感染対策全般 1.59 0.74 1.59 0.74 1.67 0.80 1.074 .342 n.s.

保護者間感染リスク 1.40 0.64 1.41 0.65 1.52 0.72 2.880 .056 n.s.

園の運営影響 2.27 0.88 2.26 0.90 2.08 0.89 3.939 .020 ③＜①②*
注1）上段は感染症区分移行前，下段は感染症区分移行後
注2）*： p<0.05， n.s.： not significant

有意確率 多重比較
保育所：①（n=1123） 認定こども園：②（n=840） 幼稚園：③（n=196）

F値

表 4．4 因子の教育・保育施設比較 

 

な感染対策、⑤新型コロナワクチンに関する 5
項目だった。特に、発生動向の把握では、全数

統計による毎日の把握・公表から、定点医療機

関による週次の新規感染者数報告が基本となっ

た。これらのことにより 2023年 5月 8日以降、
COVID-19 に関するニュース記事が激減し、耳
目に触れる機会が減少した。政府が提唱した「三

つの密」（密閉、密集、密接）３）を含む行動制限

や行動様式の変化が、不安や心配の解消につな

がっていると推察され、本研究の結果でも感染

症区分移行後に「強く感じる（4）」「比較的感じ
る（3）」と回答する保護者が減少し、すべての
質問項目で、「比較的感じる（3）」を超える回答
はなくなった。さらに、感染症区分移行前と比

較して全体の平均値も有意に小さくなったこと

から、保護者の不安や心配が解消されつつある

と判断できる。 
4 因子の下位尺度得点を用いた教育・保育施

設間の多重比較において、特徴的な結果が得ら

れた。感染症区分移行前、「流行・感染リスク」

因子の下位尺度得点の平均値は、すべての教育・

保育施設で「比較的感じた（3）」を上回り、保

護者が施設に関係なく「流行・感染リスク」に

対して大きな不安や心配を抱いていたことが示

された。また、4 因子の中で「保護者間感染リ

スク」因子の下位尺度得点の平均値は全体とし

て「やや感じた（2）」を下回っていたが、幼稚

園では保育所と比較して有意に大きい値を示し

た。この背景には、送迎方法（園バス、自家用

車、自転車、徒歩など）や登降園時間（随時、

一斉など）の違いが影響していると考えられる。

特に、幼稚園では一斉送迎が多く、登降園時に

保護者同士の交流が発生しやすいことが、感染

リスクへの意識に差を生じさせた要因と推測さ

れる。 
感染症区分移行後、「流行・感染リスク」因子

の下位尺度得点は保育所において、「園の運営影

響」因子の下位尺度得点は保育所および認定こ

ども園において、幼稚園よりも有意に大きい結

果となった。これは、2020年 3月 1日から約 3
か月にわたる一斉臨時休校や通園・通学の自粛

により、保護者が働き方（日数・時間・テレワ

ーク等）を調整 12)せざるを得ない状況に直面し

たためと考えられる。また、幼稚園が比較的早

期に通常運営に戻った一方で、保育所や認定こ

ども園では長期にわたり厳格な感染症対策 13）

が継続されたことが、保護者の不安の差に繋が

ったと推測される。このため、保育所や認定こ

ども園に通う子どもの保護者の方が、幼稚園の

保護者よりも高いレベルの心配や不安を抱えて

いたと考えられる。 
本研究で明らかになった教育・保育施設に通

う保護者の共通の課題として、感染症区分移行

後も「流行・感染リスク」に対する不安や心配

が完全には解消されていない点が挙げられる。

特に、保育所や認定こども園に通う保護者の間

では、「流行・感染リスク」および「園の運営影

響」に対する不安が顕著であり、今後の感染症

流行時にも同様の負担が懸念される。このため、

感染症流行時に保護者が安心して教育・保育施

設を利用できるよう、心理的サポートや相談窓

口の拡充が必要と考えられる。また、保護者同

士が不安や悩みを共有し、支え合える場を設け

ることも心理的負担の軽減につながると考えら
れる。 
なお、本研究では、回答者の属性（性別、年

齢、職業、学歴など）が回答に影響を与える可

能性も考慮すべきであるが、今回は教育・保育

施設に子どもを通わせている保護者のみを対象

として分析を行っている。そのため、他の属性

が与える影響についても、今後の検討が必要で

あると考えられる。 

結語 

COVID-19の感染症区分が 5類に移行する前、
教育・保育施設に通う子どもを持つ保護者は、

「感染」や「流行」に対して大きな不安や心配

を抱いていたことが明らかになった。一方で、

感染症区分移行後はすべての質問項目において

平均値で有意に小さくなっており、行動制限や

行動様式の変化が不安や心配の解消に寄与した

と考えられた。4 因子の下位尺度得点では、感
染症区分移行前の「流行・感染リスク」因子が

すべての教育・保育施設で「比較的感じた（3）」
を上回っており、保護者が大きな不安や心配を

抱いていたことが確認された。多重比較の結果、

感染症区分移行前「保護者間感染リスク」因子

においては、送迎方法や登降園時間など、保護
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表 3には、感染症区分移行前後の対応する質

問項目について、欠損値のない回答者の平均値

と SDから求めた差の結果を示した。 
対応のある項目における「対応のあるサンプ

ルの t 検定」の結果、全ての項目で感染症区分
移行後の方が、有意水準 5％未満で有意に小さ
い値を示した。 
（3）教育・保育施設の因子下位尺度得点の比較 

表 4には、質問項目に欠損値のない保育所保

護者 1,123 人、認定こども園保護者 840 人、幼
稚園保護者 196 人を対象（解析対象率 89.4％）
に、感染症区分移行前後の「流行・感染リスク」

因子の下位尺度得点、「園の感染対策全般」因子

の下位尺度得点、「保護者間感染リスク」因子の

下位尺度得点、「園の運営影響」因子の下位尺度

得点の教育・保育施設別の平均値と SD から多
重比較した結果を示した。なお、その他保護者

は少数のため除外した。 
感染症区分移行前の「流行・感染リスク」因

子の下位尺度得点は、すべての教育・保育施設

で「比較的感じた（3）」を上回る平均値だった
が、有意差は見られなかった。同様に「園の感

染対策全般」因子および「園の運営影響」因子

の下位尺度得点についても有意差は見られなか

った。一方で、「保護者間感染リスク」因子の下

位尺度得点では、幼稚園（平均値 1.85、SD 0.71）
が保育所（平均値 1.70、SD 0.66）よりも、有意
水準 5％未満で有意に大きい値を示した。 
感染症区分移行後の「園の感染対策全般」お

よび「保護者間感染リスク」因子の下位尺度得

点は、有意差は見られなかった。しかし、「流行・

感染リスク」因子の下位尺度得点において、保

育所（平均値 2.57、SD 0.83）は幼稚園（平均値 

 

 
2.41、SD 0.89）よりも有意水準 5％未満で有意
に大きい値を示した。また、「園の運営影響」因

子の下位尺度得点では、保育所（平均値 2.27、
SD 0.88）および認定こども園（平均値 2.26、SD 
0.90）が幼稚園（平均値 2.08、SD 0.89）よりも
有意水準 5％未満で有意に大きい値を示した。 

考察 

2020年 3月以降、COVID-19の拡大に伴い、
全国一斉臨時休校１）・休業や行動制限が実施さ

れた。教育・保育施設では、三密（密閉、密集、

密接）を避ける対策に多大な労力と時間を費や

さざるを得なかった。2021 年 9 月の調査 11) に
よると、流行と感染のリスクを考慮し、 8割以
上の保護者が登園に対して「非常に不安である」

または「やや不安である」と回答している。本

研究では、2023年 5月 8日の感染症区分が 5類
感染症へ移行する前でも、「家族や周りの人が感

染した場合、お子さんへ感染すること」や「お

子さんが感染すること」、「園で感染症が流行す

ること」といった項目の平均値が「比較的感じ

た（3）」を上回っている。回答者の 39.3％が在
園期間 3年以上の保護者で、2020年 3月 1日か
ら約 3か月にわたる全国一斉臨時休校を経験し
ており、COVID-19 に対する不安や心配が依然
として大きかったことが示唆された。 
厚生労働省は、COVID-19 の 5 類感染症への

移行に伴う今後の対応について 2023 年 4 月 27
日に発表した９） 。これにより、行政の対応は、

従来の様々な要請や関与の仕組みから、個人の

選択を尊重する取り組みへと大きく転換された。

主な内容は、①発生動向の把握、②医療提供体
制、③COVID-19の患者等への対応、④基本的

教育・保育施設

　因子 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差

流⾏・感染リスク 3.20 0.77 3.14 0.81 3.06 0.88 3.255 .039 n.s.

園の感染対策全般 1.77 0.83 1.79 0.81 1.84 0.85 0.692 .501 n.s.

保護者間感染リスク 1.70 0.66 1.73 0.69 1.85 0.71 3.954 .019 ①＜③*
園の運営影響 2.72 0.88 2.68 0.89 2.57 0.88 2.380 .093 n.s.

流⾏・感染リスク 2.57 0.83 2.53 0.85 2.41 0.89 3.382 .034 ③＜①*
園の感染対策全般 1.59 0.74 1.59 0.74 1.67 0.80 1.074 .342 n.s.

保護者間感染リスク 1.40 0.64 1.41 0.65 1.52 0.72 2.880 .056 n.s.

園の運営影響 2.27 0.88 2.26 0.90 2.08 0.89 3.939 .020 ③＜①②*
注1）上段は感染症区分移行前，下段は感染症区分移行後
注2）*： p<0.05， n.s.： not significant

有意確率 多重比較
保育所：①（n=1123） 認定こども園：②（n=840） 幼稚園：③（n=196）

F値

表 4．4 因子の教育・保育施設比較 

 

な感染対策、⑤新型コロナワクチンに関する 5
項目だった。特に、発生動向の把握では、全数

統計による毎日の把握・公表から、定点医療機

関による週次の新規感染者数報告が基本となっ

た。これらのことにより 2023年 5月 8日以降、
COVID-19 に関するニュース記事が激減し、耳
目に触れる機会が減少した。政府が提唱した「三

つの密」（密閉、密集、密接）３）を含む行動制限

や行動様式の変化が、不安や心配の解消につな

がっていると推察され、本研究の結果でも感染

症区分移行後に「強く感じる（4）」「比較的感じ
る（3）」と回答する保護者が減少し、すべての
質問項目で、「比較的感じる（3）」を超える回答
はなくなった。さらに、感染症区分移行前と比

較して全体の平均値も有意に小さくなったこと

から、保護者の不安や心配が解消されつつある

と判断できる。 
4 因子の下位尺度得点を用いた教育・保育施

設間の多重比較において、特徴的な結果が得ら

れた。感染症区分移行前、「流行・感染リスク」

因子の下位尺度得点の平均値は、すべての教育・

保育施設で「比較的感じた（3）」を上回り、保

護者が施設に関係なく「流行・感染リスク」に

対して大きな不安や心配を抱いていたことが示

された。また、4 因子の中で「保護者間感染リ

スク」因子の下位尺度得点の平均値は全体とし

て「やや感じた（2）」を下回っていたが、幼稚

園では保育所と比較して有意に大きい値を示し

た。この背景には、送迎方法（園バス、自家用

車、自転車、徒歩など）や登降園時間（随時、

一斉など）の違いが影響していると考えられる。

特に、幼稚園では一斉送迎が多く、登降園時に

保護者同士の交流が発生しやすいことが、感染

リスクへの意識に差を生じさせた要因と推測さ

れる。 
感染症区分移行後、「流行・感染リスク」因子

の下位尺度得点は保育所において、「園の運営影

響」因子の下位尺度得点は保育所および認定こ

ども園において、幼稚園よりも有意に大きい結

果となった。これは、2020年 3月 1日から約 3
か月にわたる一斉臨時休校や通園・通学の自粛

により、保護者が働き方（日数・時間・テレワ

ーク等）を調整 12)せざるを得ない状況に直面し

たためと考えられる。また、幼稚園が比較的早

期に通常運営に戻った一方で、保育所や認定こ

ども園では長期にわたり厳格な感染症対策 13）

が継続されたことが、保護者の不安の差に繋が

ったと推測される。このため、保育所や認定こ

ども園に通う子どもの保護者の方が、幼稚園の

保護者よりも高いレベルの心配や不安を抱えて

いたと考えられる。 
本研究で明らかになった教育・保育施設に通

う保護者の共通の課題として、感染症区分移行

後も「流行・感染リスク」に対する不安や心配

が完全には解消されていない点が挙げられる。

特に、保育所や認定こども園に通う保護者の間

では、「流行・感染リスク」および「園の運営影

響」に対する不安が顕著であり、今後の感染症

流行時にも同様の負担が懸念される。このため、

感染症流行時に保護者が安心して教育・保育施

設を利用できるよう、心理的サポートや相談窓

口の拡充が必要と考えられる。また、保護者同

士が不安や悩みを共有し、支え合える場を設け

ることも心理的負担の軽減につながると考えら
れる。 
なお、本研究では、回答者の属性（性別、年

齢、職業、学歴など）が回答に影響を与える可

能性も考慮すべきであるが、今回は教育・保育

施設に子どもを通わせている保護者のみを対象

として分析を行っている。そのため、他の属性

が与える影響についても、今後の検討が必要で

あると考えられる。 

結語 

COVID-19の感染症区分が 5類に移行する前、
教育・保育施設に通う子どもを持つ保護者は、

「感染」や「流行」に対して大きな不安や心配

を抱いていたことが明らかになった。一方で、

感染症区分移行後はすべての質問項目において

平均値で有意に小さくなっており、行動制限や

行動様式の変化が不安や心配の解消に寄与した

と考えられた。4 因子の下位尺度得点では、感
染症区分移行前の「流行・感染リスク」因子が

すべての教育・保育施設で「比較的感じた（3）」
を上回っており、保護者が大きな不安や心配を

抱いていたことが確認された。多重比較の結果、

感染症区分移行前「保護者間感染リスク」因子

においては、送迎方法や登降園時間など、保護
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者間の交流機会の多寡が影響を与えたと推察さ

れた。さらに、感染症区分移行後、「流行・感染

リスク」因子は保育所で、「園の運営影響」因子

は保育所および認定こども園で、幼稚園と比べ

て心配や不安が大きいことが示唆された。 
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新新潟潟県県でで暮暮ららすす外外国国人人のの生生活活実実態態とと地地域域福福祉祉課課題題 

ネネッットト調調査査のの結結果果かからら 
 

小澤薫 1*  

 
本研究は、新潟県で暮らす外国人の現状を把握し、在留資格、日本語の程度を視点に、

生活の困りごと、相談相手・機関について分析、比較検討した。日本語の程度によって、

日本語を使う上で感じている難しさは異なり、「日本語が話せる」では「書く」、「日本語は

ほとんど話せない」では、「話す」「聞く」であった。さらに、「日本語はほとんど話せない」

では、コミュニケーションへの不安が大きく、特に、医療機関、公的機関の利用への不安

が大きかった。同様に、人とのかかわりが、母国の出身者、同じ国の知り合いに限定され

ていた。そのため、生活を送る上での必要な情報源については、防災をはじめ、多くの情

報を求めているが、情報源が限られるため、偏った情報になりやすい傾向がみられた。医

療機関利用の不安は、介護サービス利用においても同様の不安となり得る。生活課題を抱

えた外国人が地域に潜在化している状況を、顕在化させ、制度につなぐしくみづくりが求

められている。地域とのつながりが希薄な状況は、外国人に限定されたことではなく、多

文化共生への意識を高めることは地域住民にとっても、顔の見える関係づくりのきっかけ

になる。  

 
キキーーワワーードド：： 地域福祉、困りごと、相談先、多文化共生、在日外国人 

 

ははじじめめにに  

 法務省の「在留外国人統計」によると、2023
年 12 月末における新潟県内の在日外国人の総

数は 1）、21,558 人であり、10 年で 6 割増加して

いる。新潟県の総人口に占める割合は 1.01％と

全国平均の 2.74％を下回っているが、県内の 30
市町村すべてに在住している。新潟県内には

134 の国・地域の出身者がおり、国籍・地域別

にみると、これまで中国籍が最も多かったが、

2023 年 12 月時点では、ベトナム籍が最も多く

なった（図表 1）。フィリピン籍、インドネシア

籍についても増加傾向にあり、EPA（経済連携

協定）締結の 3 ヶ国の増加率が特に大きい。人

数の多い順にみると、ベトナム、中国、フィリ

ピン、韓国、インドネシア、ミャンマー、ネパ

ール、タイで、これらの国々だけで、新潟県内

の在日外国人の 75％以上を占めている。2021
年を底に、2022 年、2023 年と技能実習、特定技

能が増加している（図表 2）。 
 
図表 1 新潟県内の主な国籍別在留外国人の推

移 

 

（出所）法務省「在留外国人統計」各年度 12
月末版より作成 

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

* 責任著者 連絡先：ozawak@unii.ac.jp 

利益相反：なし  
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新新潟潟県県でで暮暮ららすす外外国国人人のの生生活活実実態態とと地地域域福福祉祉課課題題 

ネネッットト調調査査のの結結果果かからら 
 

小澤薫 1*  

 
本研究は、新潟県で暮らす外国人の現状を把握し、在留資格、日本語の程度を視点に、

生活の困りごと、相談相手・機関について分析、比較検討した。日本語の程度によって、

日本語を使う上で感じている難しさは異なり、「日本語が話せる」では「書く」、「日本語は

ほとんど話せない」では、「話す」「聞く」であった。さらに、「日本語はほとんど話せない」

では、コミュニケーションへの不安が大きく、特に、医療機関、公的機関の利用への不安

が大きかった。同様に、人とのかかわりが、母国の出身者、同じ国の知り合いに限定され

ていた。そのため、生活を送る上での必要な情報源については、防災をはじめ、多くの情

報を求めているが、情報源が限られるため、偏った情報になりやすい傾向がみられた。医

療機関利用の不安は、介護サービス利用においても同様の不安となり得る。生活課題を抱

えた外国人が地域に潜在化している状況を、顕在化させ、制度につなぐしくみづくりが求

められている。地域とのつながりが希薄な状況は、外国人に限定されたことではなく、多

文化共生への意識を高めることは地域住民にとっても、顔の見える関係づくりのきっかけ

になる。  

 
キキーーワワーードド：： 地域福祉、困りごと、相談先、多文化共生、在日外国人 

 

ははじじめめにに  

 法務省の「在留外国人統計」によると、2023
年 12 月末における新潟県内の在日外国人の総

数は 1）、21,558 人であり、10 年で 6 割増加して

いる。新潟県の総人口に占める割合は 1.01％と

全国平均の 2.74％を下回っているが、県内の 30
市町村すべてに在住している。新潟県内には

134 の国・地域の出身者がおり、国籍・地域別

にみると、これまで中国籍が最も多かったが、

2023 年 12 月時点では、ベトナム籍が最も多く

なった（図表 1）。フィリピン籍、インドネシア

籍についても増加傾向にあり、EPA（経済連携

協定）締結の 3 ヶ国の増加率が特に大きい。人

数の多い順にみると、ベトナム、中国、フィリ

ピン、韓国、インドネシア、ミャンマー、ネパ

ール、タイで、これらの国々だけで、新潟県内

の在日外国人の 75％以上を占めている。2021
年を底に、2022 年、2023 年と技能実習、特定技

能が増加している（図表 2）。 
 
図表 1 新潟県内の主な国籍別在留外国人の推

移 

 

（出所）法務省「在留外国人統計」各年度 12
月末版より作成 

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

* 責任著者 連絡先：ozawak@unii.ac.jp 

利益相反：なし  

【研究論文】
（査読あり）
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施した（承認番号 2430） 
（3）回答者の基本属性 

回答者の在留資格をみると、技能実習等 280
（26.8％）（技能実習 196、特定技能 84）、留学

267（25.6％）、永住者等 372（35.7％）（永住者・

特別永住者 248、日本人の配偶者や家族 125）、
その他 124（11.9％）であった。 

主な回答者の国籍は、ベトナム 264（25.3％）、

中国 225（21.6％）、フィリピン 149（14.3％）、

韓国 55（5.3％）、インドネシア 44（4.2％）、ア

メリカ 43（4.1％）であった。法務省「在留外

国人統計」の新潟県のデータと比較すると、本

調査は、留学生の割合が 2 倍以上高く、永住者・

特別永住者の割合が半分程度であった。技能実

習についてはほぼ同数であるが、特定技能が 3
倍ほどであった。国籍については、ベトナムが

5 ポイント高く、中国、韓国が 3〜4 ポイント低

かった。 
性別は、女性 57.4％、男性 42.0％、年齢は 20

歳未満 2.3％、20 歳代 44.4％、30 歳代 23.5％、

40 歳代 15.0％、50 歳以上 14.8％であった。30
歳代以下は、男女比がほぼ同数であるが、40 歳

以上は女性が 7 割を超えていた。永住者等は、

39 歳以下が 3 割、40 歳以上が 7 割、技能実習等・

留学では、39 歳以下が 9 割以上であった。居住

期間については、永住者等は 10年以上が 7割（20
年以上 4 割）、技能実習等・留学では、3 年未満

が 6 割を占めていた。 

結結果果  

１ 日本語の会話の程度について 

日本語の会話の程度について「日本人と同じ

ように話せる」13.2％、「仕事や勉強で困らない

くらい話せる」33.7％、「いつもの生活で困らな

いくらい話せる」37.0％、「日本語はほとんど話

せない」は 16.1％であった。 
日本語を使う上で 1 番難しいと感じる点につ

いては、「書く」31.0％、次いで「話す」が 26.3％、

「読む」17.3％、「聞く」13.3％であった。 
日本語の会話の程度と日本語の難しさをク

ロスすると、「日本語はほとんど話すことができ

ない」で、日本語で 1 番難しいと感じているこ

とは「話す」が 45.8％。「聞く」が 25.6％であ

った（図表 3）。「ほとんど話すことができない」

以外では「書く」が 3〜4 割で 1 番大きかった。 
図表 3 日本語の会話の程度×日本語を使う上

で 1 番難しいと感じる点 

 
（出所）「新潟県在住の外国にルーツのある方の

生活と意識に関する調査報告」より作成 
 

在留資格別にみると、「日本語はほとんど話

せない」が技能実習等で 30.0％、留学 15.4％、

永住者等 7.5％と、技能実習等で 3 割を占め、

他の比べると特に高いことがわかる（図表 4）。 
図表 4 主な在留資格別日本語の会話の程度 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

日本語を使う上で「聞く」ことが 1 番難しい

と感じているのは、技能実習等では 26.4％、留

学 13.9％、永住者等 3.2％であった（図表 5）。
技能実習等では「話す」・「聞く」の合計が 6 割

であった。自分の思いを伝えること、相手が言

っていることを理解することが難しいという回

答が多かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 2 主な在留資格別推移（実数） 

 

注：技能実習：技能実習 1 号〜3 号の合計、特

定技能：特定技能 1 号〜2 号の合計、永住者等：

永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、

定住者、特別永住者の合計 
（出所）図表 1 と同じ 
 

新潟県は、新潟県総合計画（R4.4 改定）にお

いて、新潟県としても「国の動きを踏まえ、外

国人の受入れが今後進むことが想定されるため、

関係機関と協力し、外国人も安心して生活でき、

能力を発揮して活躍できる多文化共生社会の実

現に一層取り組む」と明記している 2）。新潟市

は、新潟市総合計画 2030 において、「多文化の

まちづくり」を施策に掲げ、具体的な取り組み

として、「多言語ややさしい日本語による生活情

報などを発信するとともに日本語学習を支援」

「国籍を問わず、住民同士のコミュニティを円

滑にするための機会を創出」などを掲げている
3）。長岡市は、「ともに支え ともに輝き とも

に未来へ 『地球広場』多文化共生ビジョン」

を示し、外国人市民が地域づくりのパートナー

としてともに活躍できる環境づくりをオール長

岡で進めることを目指している 4）。実際、社会

福祉協議会では、コロナ禍において、生活福祉

資金貸付の窓口に訪れる外国籍の方が一定数あ

り、新たなつながりの糸口となっている。個別

支援においても「外国人の介護相談が増えてい

る」という専門職からの声を受けとめ、しくみ

づくりにつなげる検討が行われてきた 5）。 
全国においても多文化共生施策推進に向け

て、実態調査が進められており、都道府県、市

レベルで実施されている。佐賀県（2016）は 6）、

具体的な施策案として、「企業、実習生ともに必

要性を訴えている日本語学習のための地域日本

語教室の拡充」「地域日本語教室の運営の核にな

る地域日本語教育コーディネーター、および幅

広い県民のボランティアの養成」「受け入れ企業、

農家を含めた地域住民らも参加する異文化理解

のための講座などの開催」「大災害、非常時に対

応するため、定期的な訓練の実施と ICT 機器に

よる多言語情報発信の仕組みづくり」の 4 点を

挙げている。群馬県（2020）は 7）、「魅力ある就

学・就労環境整備」「自立した市民として活躍で

きる環境整備」「定着できる魅力ある環境整備」

の 3 点を挙げている。 
外国人の定住にあたって、高坂（2015）は、

地元企業への就職、定着に向けて、大学、企業、

および留学生の意識改革を指摘している 8）。二

階堂（2016）は、非集住地域おける日本語学習

支援活動は、企業の戦略として有効であり、地

域社会との接点、信頼関係構築につながる可能

性があることを指摘している 9）。李（2022）は、

定住における介護ニーズ、終末期ケア・看取り

支援のあり方、それらをふまえた共生に向けた

総合的な対応策について提起している 10）。 
本稿は、2021 年から「多文化共生推進の調査

プロジェクト」として実施された（（公財）新潟

県国際交流協会、新潟市中央区社会福祉協議会）、

新潟県内に暮らす外国にルーツのある方の実態

把握と課題解決に向けた取り組みについて検証

をした。全国の自治体で、多文化共生に関連す

る調査が実施されており、新潟県では 2004 年以

来の 11）、実態把握に向けた調査であった。ここ

では、新潟県で暮らす外国人の生活実態をふま

えて、在日外国人にとっての「暮らしやすさ」、

新潟に住み続けられる条件について検討するこ

とを目的とした。 

方方法法  

（1）調査対象 
本稿では、「新潟県在住の外国にルーツのあ

る方の生活と意識に関する調査報告書」を使用

する 12）。この調査データは、2022 年 10 月 1 日

から 10 月 31日の間で新潟県に住む 18 歳以上の

在日外国人にインターネット調査したものであ

り、1,044 の有効回答がある。 
本稿は、質問項目の「困りごと」「相談相手」

「情報源」「日本人との交流」「災害への備え」

について、「日本語の程度」「在留資格」を視点

に分析を行う。 
（2）倫理的配慮 

本稿は、新潟県立大学倫理審査委員会の規定

に従って手続きを行い、委員会の承認を得て実



−12− −13−

新潟県で暮らす外国人の生活実態と地域福祉課題　ネット調査の結果から

 

施した（承認番号 2430） 
（3）回答者の基本属性 

回答者の在留資格をみると、技能実習等 280
（26.8％）（技能実習 196、特定技能 84）、留学

267（25.6％）、永住者等 372（35.7％）（永住者・

特別永住者 248、日本人の配偶者や家族 125）、
その他 124（11.9％）であった。 

主な回答者の国籍は、ベトナム 264（25.3％）、

中国 225（21.6％）、フィリピン 149（14.3％）、

韓国 55（5.3％）、インドネシア 44（4.2％）、ア

メリカ 43（4.1％）であった。法務省「在留外

国人統計」の新潟県のデータと比較すると、本

調査は、留学生の割合が 2 倍以上高く、永住者・

特別永住者の割合が半分程度であった。技能実

習についてはほぼ同数であるが、特定技能が 3
倍ほどであった。国籍については、ベトナムが

5 ポイント高く、中国、韓国が 3〜4 ポイント低

かった。 
性別は、女性 57.4％、男性 42.0％、年齢は 20

歳未満 2.3％、20 歳代 44.4％、30 歳代 23.5％、

40 歳代 15.0％、50 歳以上 14.8％であった。30
歳代以下は、男女比がほぼ同数であるが、40 歳

以上は女性が 7 割を超えていた。永住者等は、

39 歳以下が 3 割、40 歳以上が 7 割、技能実習等・

留学では、39 歳以下が 9 割以上であった。居住

期間については、永住者等は 10年以上が 7割（20
年以上 4 割）、技能実習等・留学では、3 年未満

が 6 割を占めていた。 

結結果果  

１ 日本語の会話の程度について 

日本語の会話の程度について「日本人と同じ

ように話せる」13.2％、「仕事や勉強で困らない

くらい話せる」33.7％、「いつもの生活で困らな

いくらい話せる」37.0％、「日本語はほとんど話

せない」は 16.1％であった。 
日本語を使う上で 1 番難しいと感じる点につ

いては、「書く」31.0％、次いで「話す」が 26.3％、

「読む」17.3％、「聞く」13.3％であった。 
日本語の会話の程度と日本語の難しさをク

ロスすると、「日本語はほとんど話すことができ

ない」で、日本語で 1 番難しいと感じているこ

とは「話す」が 45.8％。「聞く」が 25.6％であ

った（図表 3）。「ほとんど話すことができない」

以外では「書く」が 3〜4 割で 1 番大きかった。 
図表 3 日本語の会話の程度×日本語を使う上

で 1 番難しいと感じる点 

 
（出所）「新潟県在住の外国にルーツのある方の

生活と意識に関する調査報告」より作成 
 

在留資格別にみると、「日本語はほとんど話

せない」が技能実習等で 30.0％、留学 15.4％、

永住者等 7.5％と、技能実習等で 3 割を占め、

他の比べると特に高いことがわかる（図表 4）。 
図表 4 主な在留資格別日本語の会話の程度 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

日本語を使う上で「聞く」ことが 1 番難しい

と感じているのは、技能実習等では 26.4％、留

学 13.9％、永住者等 3.2％であった（図表 5）。
技能実習等では「話す」・「聞く」の合計が 6 割

であった。自分の思いを伝えること、相手が言

っていることを理解することが難しいという回

答が多かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 2 主な在留資格別推移（実数） 

 

注：技能実習：技能実習 1 号〜3 号の合計、特

定技能：特定技能 1 号〜2 号の合計、永住者等：

永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、

定住者、特別永住者の合計 
（出所）図表 1 と同じ 
 

新潟県は、新潟県総合計画（R4.4 改定）にお

いて、新潟県としても「国の動きを踏まえ、外

国人の受入れが今後進むことが想定されるため、

関係機関と協力し、外国人も安心して生活でき、

能力を発揮して活躍できる多文化共生社会の実

現に一層取り組む」と明記している 2）。新潟市

は、新潟市総合計画 2030 において、「多文化の

まちづくり」を施策に掲げ、具体的な取り組み

として、「多言語ややさしい日本語による生活情

報などを発信するとともに日本語学習を支援」

「国籍を問わず、住民同士のコミュニティを円

滑にするための機会を創出」などを掲げている
3）。長岡市は、「ともに支え ともに輝き とも

に未来へ 『地球広場』多文化共生ビジョン」

を示し、外国人市民が地域づくりのパートナー

としてともに活躍できる環境づくりをオール長

岡で進めることを目指している 4）。実際、社会

福祉協議会では、コロナ禍において、生活福祉

資金貸付の窓口に訪れる外国籍の方が一定数あ

り、新たなつながりの糸口となっている。個別

支援においても「外国人の介護相談が増えてい

る」という専門職からの声を受けとめ、しくみ

づくりにつなげる検討が行われてきた 5）。 
全国においても多文化共生施策推進に向け

て、実態調査が進められており、都道府県、市

レベルで実施されている。佐賀県（2016）は 6）、

具体的な施策案として、「企業、実習生ともに必

要性を訴えている日本語学習のための地域日本

語教室の拡充」「地域日本語教室の運営の核にな

る地域日本語教育コーディネーター、および幅

広い県民のボランティアの養成」「受け入れ企業、

農家を含めた地域住民らも参加する異文化理解

のための講座などの開催」「大災害、非常時に対

応するため、定期的な訓練の実施と ICT 機器に

よる多言語情報発信の仕組みづくり」の 4 点を

挙げている。群馬県（2020）は 7）、「魅力ある就

学・就労環境整備」「自立した市民として活躍で

きる環境整備」「定着できる魅力ある環境整備」

の 3 点を挙げている。 
外国人の定住にあたって、高坂（2015）は、

地元企業への就職、定着に向けて、大学、企業、

および留学生の意識改革を指摘している 8）。二

階堂（2016）は、非集住地域おける日本語学習

支援活動は、企業の戦略として有効であり、地

域社会との接点、信頼関係構築につながる可能

性があることを指摘している 9）。李（2022）は、

定住における介護ニーズ、終末期ケア・看取り

支援のあり方、それらをふまえた共生に向けた

総合的な対応策について提起している 10）。 
本稿は、2021 年から「多文化共生推進の調査

プロジェクト」として実施された（（公財）新潟

県国際交流協会、新潟市中央区社会福祉協議会）、

新潟県内に暮らす外国にルーツのある方の実態

把握と課題解決に向けた取り組みについて検証

をした。全国の自治体で、多文化共生に関連す

る調査が実施されており、新潟県では 2004 年以

来の 11）、実態把握に向けた調査であった。ここ

では、新潟県で暮らす外国人の生活実態をふま

えて、在日外国人にとっての「暮らしやすさ」、

新潟に住み続けられる条件について検討するこ

とを目的とした。 

方方法法  

（1）調査対象 
本稿では、「新潟県在住の外国にルーツのあ

る方の生活と意識に関する調査報告書」を使用

する 12）。この調査データは、2022 年 10 月 1 日

から 10 月 31日の間で新潟県に住む 18 歳以上の

在日外国人にインターネット調査したものであ

り、1,044 の有効回答がある。 
本稿は、質問項目の「困りごと」「相談相手」

「情報源」「日本人との交流」「災害への備え」

について、「日本語の程度」「在留資格」を視点

に分析を行う。 
（2）倫理的配慮 

本稿は、新潟県立大学倫理審査委員会の規定

に従って手続きを行い、委員会の承認を得て実
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が 46.7％で一番高く、次いで「母国語の情報」、

「役所からのお知らせ」、「地震や大雨、台風な

ど災害の時の情報」であった。 
 「ほとんど話せない」では、「医療・健康・福

祉の情報」、「母国語の情報」、「地震や大雨、台

風など災害の時の情報」への要望が大きいこと

がわかる（図表 9）。 
図表 9 日本語程度別（2 区分）日本で生活する

上で手に入らなくて困っている情報（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 
３ 困った時の相談相手・機関 

困った時に相談する相手や機関については、

「母国の友だち・知り合い・家族」53.4％、「日

本人の友だち・知り合い」47.4％、「日本にいる

同じ国の人」37.4％の順であった。「母国の友だ

ち・知り合い・家族」、「日本にいる同じ国の人」

については、日本語の程度を問わずほぼ同じで

あった。「日本人の友だち・知り合い」について

は、「話せる」は 5 割だが「ほとんど話せない」

では 3 割であった（図表 10）。警察、市役所に

ついても「話せる」方が挙げていて、「話せる」

方が相談先の選択肢が多いと言える。 
図表 10 日本語程度別（2 区分）困った時の相

談相手・機関（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 

ふだんの日本人との交流については、「学

校・職場での交流」74.4％、「日常的なあいさつ」

45.2％、「日本人の友だち・家族との交流」36.7％
であった。「日本人の友だち・家族との交流」に

ついては、「ほとんど話せない」では 14.3％と

少なく、「話せる」と比べて 1/3 程度であった（図

表 11）。日本語の程度によってふだんの日本人

との交流や相談相手がかわる傾向がみられる。 
図表 11 日本語程度別（2 区分）ふだんの日本

人との交流（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

地域で暮らすために必要な情報の入手先と

しては、「日本人の友だち・知り合い」53.0％、

「同じ国出身の友だち・知り合い」47.7％、「テ

レビ・新聞・雑誌・インターネット」36.4％、

「同じ国出身の人が集まる団体・施設・店など」

13.8％、「国際交流に関する NPO 団体など」4.9％
であった。 

「ほとんど話せない」では、情報の入手先に

ついて、「同じ国出身の友だち・知り合い」、「同

じ国出身の人が集まる団体・施設・店など」が

高い。「話せる」では、「市町村・県の窓口」、「市

町村・県の広報誌・ウェブサイト」、「国際交流

に関する NPO 団体など」、「テレビ・新聞・雑誌・

インターネットなど」が高かった（図表 12）。「ほ

とんど話せない」については、日常生活に必要

な情報の入手先の選択肢は限定的であった。 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表 5 主な在留資格別日本語を使う上で難し

いと感じる点 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 
２ 日本で生活する上で困っていること 

日本で生活する上で困っていることは、「お

金」45.4％、「言葉の問題」39.7％、「市役所な

どの手続き」22.4％の順であった。在留資格別

にみると、「お金」は留学 56.2％、技能実習等

45.4％、永住者等 39.1％、「言葉の問題」は技能

実習 50.4％、留学 41.6％、永住者等 30.3％であ

った（図表 6）。「市役所の手続き」については、

どの在留資格でも 2 割程度であった。 
図表 6 在留資格別主な日本で生活する上での

困りごと（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

ここからは、日本語の程度について、「日本

語を話せる」（「日本人と同じように話せる」「い

つもの生活で困らないくらい話せる」「仕事や勉

強で困らないくらい話せる」の合計）（以下、「話

せる」）と「日本語はほとんど話せない」（以下

が、「ほとんど話せない」）の 2 区分で分析する。 
日本語力別に困っていることをみると、「日

本語はほとんど話せない」では、「言葉の問題」、

「病気・ケガ」、「市役所などの手続き」が高い

（図表 7）。「職場や学校の人間関係」、「生活の

ルール」については、日本語の程度にかかわら

ず同程度であった。 
図表 7 日本語程度別（2 区分）日本で生活する

上での困りごと 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

公的機関・医療機関を利用する際に不安なこ

とについては、「ことばが通じるか不安」45.9％、

「お金が高いのではないか不安」33.3％の順で

あった。在留資格別にみると、公的機関等を利

用する際に不安なこととして、技能実習等の半

数以上は「ことばが通じるか不安」、3 割は「外

国語が通じる相談機関・病院がわからない」で

あった。同様に留学も半数以上がことばの不安

を挙げ、あわせて「お金が高いのではないか不

安」を挙げていた。 
「ほとんど話せない」では、公的機関等の利

用不安についてどの項目も高く、「ことばが通じ

るか不安」79.2％、「外国語が通じる機関がわか

らない」38.7％であった（図表 8）。 
図表 8 日本語程度別（2 区分）公的機関・医療

機関を利用する際に不安なこと（複数回答） 

 
（出所）図表 3 と同じ 
 

日本で生活する上で手に入らなくて困って

いる情報については、「医療・健康・福祉の情報」
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が 46.7％で一番高く、次いで「母国語の情報」、

「役所からのお知らせ」、「地震や大雨、台風な

ど災害の時の情報」であった。 
 「ほとんど話せない」では、「医療・健康・福

祉の情報」、「母国語の情報」、「地震や大雨、台

風など災害の時の情報」への要望が大きいこと

がわかる（図表 9）。 
図表 9 日本語程度別（2 区分）日本で生活する

上で手に入らなくて困っている情報（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 
３ 困った時の相談相手・機関 

困った時に相談する相手や機関については、

「母国の友だち・知り合い・家族」53.4％、「日

本人の友だち・知り合い」47.4％、「日本にいる

同じ国の人」37.4％の順であった。「母国の友だ

ち・知り合い・家族」、「日本にいる同じ国の人」

については、日本語の程度を問わずほぼ同じで

あった。「日本人の友だち・知り合い」について

は、「話せる」は 5 割だが「ほとんど話せない」

では 3 割であった（図表 10）。警察、市役所に

ついても「話せる」方が挙げていて、「話せる」

方が相談先の選択肢が多いと言える。 
図表 10 日本語程度別（2 区分）困った時の相

談相手・機関（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 

ふだんの日本人との交流については、「学

校・職場での交流」74.4％、「日常的なあいさつ」

45.2％、「日本人の友だち・家族との交流」36.7％
であった。「日本人の友だち・家族との交流」に

ついては、「ほとんど話せない」では 14.3％と

少なく、「話せる」と比べて 1/3 程度であった（図

表 11）。日本語の程度によってふだんの日本人

との交流や相談相手がかわる傾向がみられる。 
図表 11 日本語程度別（2 区分）ふだんの日本

人との交流（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

地域で暮らすために必要な情報の入手先と

しては、「日本人の友だち・知り合い」53.0％、

「同じ国出身の友だち・知り合い」47.7％、「テ

レビ・新聞・雑誌・インターネット」36.4％、

「同じ国出身の人が集まる団体・施設・店など」

13.8％、「国際交流に関する NPO 団体など」4.9％
であった。 

「ほとんど話せない」では、情報の入手先に

ついて、「同じ国出身の友だち・知り合い」、「同

じ国出身の人が集まる団体・施設・店など」が

高い。「話せる」では、「市町村・県の窓口」、「市

町村・県の広報誌・ウェブサイト」、「国際交流

に関する NPO 団体など」、「テレビ・新聞・雑誌・

インターネットなど」が高かった（図表 12）。「ほ

とんど話せない」については、日常生活に必要

な情報の入手先の選択肢は限定的であった。 
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（出所）図表 3 と同じ 
 
２ 日本で生活する上で困っていること 

日本で生活する上で困っていることは、「お

金」45.4％、「言葉の問題」39.7％、「市役所な

どの手続き」22.4％の順であった。在留資格別

にみると、「お金」は留学 56.2％、技能実習等

45.4％、永住者等 39.1％、「言葉の問題」は技能

実習 50.4％、留学 41.6％、永住者等 30.3％であ

った（図表 6）。「市役所の手続き」については、

どの在留資格でも 2 割程度であった。 
図表 6 在留資格別主な日本で生活する上での

困りごと（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

ここからは、日本語の程度について、「日本

語を話せる」（「日本人と同じように話せる」「い

つもの生活で困らないくらい話せる」「仕事や勉

強で困らないくらい話せる」の合計）（以下、「話

せる」）と「日本語はほとんど話せない」（以下

が、「ほとんど話せない」）の 2 区分で分析する。 
日本語力別に困っていることをみると、「日

本語はほとんど話せない」では、「言葉の問題」、

「病気・ケガ」、「市役所などの手続き」が高い

（図表 7）。「職場や学校の人間関係」、「生活の

ルール」については、日本語の程度にかかわら

ず同程度であった。 
図表 7 日本語程度別（2 区分）日本で生活する

上での困りごと 

 

（出所）図表 3 と同じ 
 

公的機関・医療機関を利用する際に不安なこ

とについては、「ことばが通じるか不安」45.9％、

「お金が高いのではないか不安」33.3％の順で

あった。在留資格別にみると、公的機関等を利

用する際に不安なこととして、技能実習等の半

数以上は「ことばが通じるか不安」、3 割は「外

国語が通じる相談機関・病院がわからない」で

あった。同様に留学も半数以上がことばの不安

を挙げ、あわせて「お金が高いのではないか不

安」を挙げていた。 
「ほとんど話せない」では、公的機関等の利

用不安についてどの項目も高く、「ことばが通じ

るか不安」79.2％、「外国語が通じる機関がわか

らない」38.7％であった（図表 8）。 
図表 8 日本語程度別（2 区分）公的機関・医療

機関を利用する際に不安なこと（複数回答） 

 
（出所）図表 3 と同じ 
 

日本で生活する上で手に入らなくて困って

いる情報については、「医療・健康・福祉の情報」
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祀等の問題が複合的に顕在化・深刻化している

こと」を挙げている 16）。現時点では、65 歳以上

の割合は、新潟県内全体では 4.9％と高くない

が、国籍ごとの割合でみれば、朝鮮籍の方の

56％、韓国籍の方の 34％は 65 歳以上である。

こうしたなかで、新潟市東区社会福祉協議会で

は、ケアマネジャーの気づきから中国語の介護

保険のガイドブックを作成し周知を図り、この

資料を新潟県国際交流協会の HP にもリンクを

はり、啓発を進めている 17）。 
医療や福祉などの課題に直面し、医療・福祉

の専門職につながることによって、世帯の背景

がわかる、世帯の支援につながること、顕在化

の一歩となりうる。 
 

２ 相談相手・情報共有 

日本語の程度によって、相談相手、必要な情

報の入手先に違いがあった。「ほとんど話せな

い」では、「話せる」と比較すると「日本人の友

だち・知り合い」が低く、「同じ国出身の友だち・

知り合い」が高くなっていた。日本人とのつな

がりや情報源に違いがあった。それでも同じ国

のコミュニティなど、そこでの情報が共有され

ていた。その結果、先述の通り、コロナ禍によ

って生活状況が厳しくなったときに口コミから

社会福祉協議会の窓口につながる事例も確認さ

れた。特定の国籍の相談が増えていた。住民に

とって専門機関とのつながりは日常生活を送る

上で重要であり、相談の選択肢が増えることは

安心につながる。その一方で、1 つのコミュニ

ティだけでは情報源が限定されてしまい、様々

な情報から判断することができない場合もでて

きてしまう。 
また、稲葉（2024）は、家父長制が構造化さ

れている同胞コミュニティにおいては、関係が

良好な間は、課されたジェンダー役割を果たす

ことで、生活が保障されることがあるが、関係

の悪化によって支援につながらないこともある

ことを指摘している 18）。 
 

３ 地域とのかかわりについて 

災害が起こった際の避難のしかたについて

は、限られた情報源だけでは全体像の把握が難

しいことも予想できる。緊急時への対応に向け

てふだんからの、地域とのかかわりは、情報共

有の視点でも非常に重要である。身近な地域で

の関わり、必要な情報の入手元、孤立させない

取り組みである。これは外国人だからというこ

とではなく、地域において社会的孤立をさせな

い地域づくりを意識していくことである。つな

がりが希薄なため、行政や支援団体の支援活動

が行き届きにくい。そのなかで、防災に関する

情報提供の必要性は大きく意識されており、情

報がないことへの不安が挙げられていた。その

一方で、災害に対する備えについて「特に何も

していない」という回答は 30.2％あった。しか

し、これは、外国人に限ったことではなく、日

本人についても、新潟県のデータでは災害や危

機に対して、自ら対策を講じていることについ

ては、「ほとんど講じていない」が 4 割であった

ことが示されている 19）。在日外国人が特別、防

災への意識が低いわけではなく、日本人につい

ても、災害に対する備えを進めていく必要があ

る。つながりづくりが、国籍に関係なく、同じ

地域の一員として、ふだんからの地域交流、迅

速丁寧な情報提供、誰でも避難訓練に参加した

くなる工夫などが求められている。孤立、課題

の潜在化を食い止め、地域でのつながりを確保

していくことが求められている。 
また、定住意向が高い方が一定数いた。こう

した在日外国人の希望を継続できるように、語

学をはじめとした生活環境の整備が有効である。

それは地域の担い手の確保にもつながりうる。

「知り合った日本人は皆優しくて、日常生活に

も慣れてきたし、楽しくなりました。気候変動

は激しくて、風も強くてちょっと大変ですが、

新潟は風景もきれいで、落ち着いた雰囲気で住

みやすいと思います」「新潟は住みやすい都市で

す。交通も便利、混んでない（留学、20 代）」

があった。その一方で、「外国人として東京や大

阪の方が就職しやすいと考えたから（留学、20
代）」「行きたい会社が新潟にない（留学、30 代）」

「新潟の給料が低いので、ここで就職したい希

望がない（留学、20 代）」といった記述もあり、

新潟として外国人から選ばれる雇用の確保、賃

金を含めた待遇についての検討は不可欠である。 

 

図表 12 日本語程度別（2 区分）地域で暮らす

ために必要な情報の入手先（複数回答） 

 

（出所）図表 3 と同じ 
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なものを準備している（水、食料、薬など）」

49.0％、「避難所（逃げるところ）の場所を確認
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４ 定住意向 

すでに日本に長期的に暮らしている永住者

等の今後の定住意向については、77.5％が「日

本に永住」と回答している。留学生については、

「日本で就職する」、「日本で起業する」が半数

を占め、そのうちの約 6 割は、就業先として新

潟を挙げていた。技能実習については、「特定技

能に移行する（したい）」が 30.4％であった。

現在、新潟で暮らす在日外国人の一定数は、新

潟での生活、労働の継続を考えている。 

考考察察  

１ 言葉と生活不安 

言葉の不安、医療機関、公的機関の利用不安

が大きかった。沼尾（2023）は 13）、「外国人住

民に多言語対応した医療機関の情報が十分にで

きていない」と指摘している。通訳ボランティ

アのあり方、配置など、医療機関で組織的に日

本語の話せない人への対応は、特に在日外国人

の非集住地域において課題である。新潟におい

ても通訳ボランティアが活用される場面はある

ものの、しくみとして、医療の機会が保障され

ているとは言えない状況である。自由記述には
14）、「病院を受診したときに、医師が説明する内

容が分からなかった。自分の症状をどう伝える

かは事前にインターネットで調べたり、翻訳し

たり準備していった。体調が悪くただでさえ不

安なのに、言葉が伝わらないとさらに不安（留

学、20 代）」、「昔は、日本語があまり話せない

ため、病院にあまり行かなかった。歯医者は痛

い部分を指せばわかるが、内科の場合は質問に

答えるのが難しかった（例えば、痛みの程度）

（留学、20 代）」。医療においては、特に本人が

日本語をある程度話せても医療の専門用語を理

解することの難しさ、診察で聞かれたことに適

切に答えられるかどうかが挙げられている。状

況を正確に伝えることの難しさはより大きい
15）。あわせて、専門的な部分は、日常的な会話

だけでは難しい。語学力の高い友人、知人の同

伴によって改善される面は当然でてくる。もう

一方で、個人的な症状等について、知人を通し

て、伝えたいかどうかということも課題として

挙げられる。 
また、言葉への不安に次いで大きいのが「お

金」であったことから、言葉の不安に加えて、

お金の不安から、受診を控えている可能性が大

いにある。 
このような医療制度へ不安は、介護保険サー

ビスの利用によっても課題となる。李（2022）
は、在日外国人の介護保険サービス利用につい

て、「意思疎通の困難さ、生活習慣・価値観の相

違、経済的問題、介護保険制度の理解不足、母

国語および母国文化への回帰による環境不適応

に加えて、最期に迎える際の葬送儀礼や先祖祭
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結結語語  

回答者の 84.9％は、日本語が話せる。それで

も専門的な用語については、理解ができないと

いう声が多く、言葉への不安は高かった。日本

語が話せても通じるかどうかの不安があり、さ

らには専門用語を必要とする医療の場面ではそ

れが顕著であった。なお、新潟県国際交流協会

では、8 言語の通訳による相談を受け付けてい

る。あわせてそれ以外の言語についてもタブレ

ット対応を行っている。社会福祉協議会では、

「やさしい日本語」の学習会をはじめ、それを

きっかけとしたつながりづくりを進めている。 
県内の在日外国人については、コロナ禍でい

ったん減少したものの、それ以降、留学生、技

能実習、特定技能について増加傾向にある。特

に、EPA 協定の 3 ヶ国の増加率は高く、労働者

としての流入が顕著である。人口動向の変化に

あわせて、介護現場での担い手を含めて、労働

者として期待も大きい。生活不安の改善は住み

やすさにつながる。さらに積極的な受け入れを

進めていくためには、待遇の改善、安定的な雇

用、大学等での専門の学びを活かせる場の確保、

労働者を大切にする教育・研修の充実である。 
その一方で、永住者、定住者については、高

齢化が進んでいる。調査では、永住者等に対し

て、「自分もしくは家族の葬儀、お墓について」

尋ねた。その回答の半数は、「考えてない」「わ

からない」「考えたくない」であった。身寄り問

題は、日本において大きな課題である 20）。特に、

地域との関係、人とのつながりが希薄な人にと

っては、大きな課題となる。直面するであろう

課題について、直視できていない状況があり、

より不安として高まる可能性はある。地域のな

かで、一緒に考えるしくみづくりが求められて

いる。 
今回の調査は、国際交流協会、社会福祉協議

会、県、大学など多機関が連携して実施につな

がった。それぞれがかかわる課題を共有して、

地域で暮らす外国にルーツのある方の生活を意

識した。今後は、地域におけるしくみづくりに

向けた取り組み、その評価検証、あわせて、在

日外国人の生活実態について実証的な検討をし

たい。 
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結結語語  
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ササイインンズズ・・オオブブ・・セセーーフフテティィ・・アアププロローーチチのの  

組組織織的的導導入入にに関関すするる調調査査研研究究  
 

阿部信行 1*  

 
新潟県の福祉行政職員の児童虐待対応ソーシャルワークとサインズ・オブ・セーフティ・

アプローチの認識等を明らかにし、児童福祉司育成のあり方を検討するための資料とする

ことを目的として本研究を実施した。新潟県の全福祉行政職員 321 人に対して質問票調査

を依頼し、185 人から回答を得た（回答率 57.6％）。結果、回答者全体の 95％以上が児童

虐待ソーシャルワークについて、極めて困難な仕事、極めてストレスが高い仕事と答え、

自分の専門的技術について自信を持って後輩に伝えられる職員は 10％程度であった。児童

福祉司経験者の約 60％がサインズ・オブ・セーフティ・アプローチを知っており、そのう

ち約 90％が児童虐待対応に有用な手法と考えていることがわかった。 

 
キキーーワワーードド：： 児童虐待、ソーシャルワーク、サインズ・オブ・セーフティ・アプローチ 

 

ははじじめめにに  

近年、増加する児童虐待に対応するため、新

潟県では児童福祉司の大幅な増員が図られ、令

和 4 年度からは専任のスーパーバイザーを配置

する等、全国と同様に児童相談所（以下、「児

相」）」の体制の強化が行われているが、育成が

必要な職員が増えることによって担当するスー

パーバイザーの負担の増加とスーパービジョン

の方法や技術が新たな課題になっている。 

また、生まれた時からインターネットに接し、

タイムパフォーマンス重視が当然になっている

デジタルネイティブと言われるスーパーバイジ

ー世代と、「先輩の背中を見て学べ」と、たとえ

時間がかかったとしても自ら学び取ることを求

められてきたスーパーバイザー世代の育成の概

念に世代間ギャップもある。 

これまで新潟県では、児童福祉司の育成に関

しては優れた経験者による経験則でのアドバイ

スに頼り、体系的手法が確立されてこなかった

が、育成の概念に世代間ギャップがある中、増

加する若手の児童福祉司を確実に育成するため

には、スーパーバイザーの経験値に関わらず一

定水準のスーパービジョンを連続して行うこと

ができる体系的な育成手法を導入することが必

要であろう。そのような児童福祉司育成の手法

の 1 つとして国内の多くの児相が取り入れてい

るのが「サインズ・オブ・セーフティ・アプロ

ーチ（以下、「SofS」）」である。 

SofS は 1990 年代、オーストラリアにおいて

アンドリュ・タネルとスティーブ・エドワーズ

並びに西オーストラリア州児相現場の人々によ

って共同開発され¹⁾、以後、世界的に広がりを

見せている児童虐待対応の相談援助ソーシャル

ワーク（以下「児童虐待 SW」という。）」の考

え方である。当事者である保護者と子どもやそ

の環境にある強みを活用するストレングス志向

に根差した児童虐待 SW²⁾である。 

国内では、平成 25 年度に全国の児相の 26.0％
が SofS を導入³⁾していたが、平成 29 年度には

50.6％に増加⁴⁾している。さらに、令和 5 年 11
月 17 日開催の関東甲信越児童相談所長会議（1
都 9 県 7 政令市 8 特別区で構成）で新潟県が照

会したところ、SofS を導入している自治体は

44％（組織的導入 9、部分的導入 2）、SofS 研修

を実施している自治体は 60％（組織的実施 14、

1 新潟県中央福祉相談センター 

* 責任著者 連絡先：niigatakenfukushi23@gmail.com 

利益相反：なし  

 

using the Japanese language differ based on their Japanese language proficiency: those who “can speak 

Japanese” chose “writing” and those who “can barely speak Japanese” chose “speaking” and “listening.” 

Moreover, those who “can barely speak Japanese” had a lot of anxiety about the language, especially when using 

medical and public institutions. Similarly, their relationships with people are limited to natives of and 

acquaintances from their home country. Hence, although they seek many information sources to be able to live 

their daily lives, including information about disaster prevention, these sources are limited, and the information 

tends to be biased. Their anxiety when using medical institutions is similar to that when using nursing care 

services. The latent situation of foreigners having issues in their daily lives in the community should be brought 

to light, and there is a need to create a mechanism that connects them to institutions. It is not limited to 

foreigners who have weak connections with the local community; raising awareness of multicultural coexistence 

can become an opportunity for local residents to establish face-to-face relationships. 

 

Key Words: Community Welfare, Difficulty, Consultation Destination, Multicultural Society, Foreigner in 

Japan 
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を実施している自治体は 60％（組織的実施 14、

1 新潟県中央福祉相談センター 

* 責任著者 連絡先：niigatakenfukushi23@gmail.com 

利益相反：なし  

 

using the Japanese language differ based on their Japanese language proficiency: those who “can speak 

Japanese” chose “writing” and those who “can barely speak Japanese” chose “speaking” and “listening.” 

Moreover, those who “can barely speak Japanese” had a lot of anxiety about the language, especially when using 

medical and public institutions. Similarly, their relationships with people are limited to natives of and 

acquaintances from their home country. Hence, although they seek many information sources to be able to live 

their daily lives, including information about disaster prevention, these sources are limited, and the information 

tends to be biased. Their anxiety when using medical institutions is similar to that when using nursing care 

services. The latent situation of foreigners having issues in their daily lives in the community should be brought 

to light, and there is a need to create a mechanism that connects them to institutions. It is not limited to 

foreigners who have weak connections with the local community; raising awareness of multicultural coexistence 

can become an opportunity for local residents to establish face-to-face relationships. 

 

Key Words: Community Welfare, Difficulty, Consultation Destination, Multicultural Society, Foreigner in 

Japan 

【研究論文】
（査読なし）
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２ 年齢別回答率 

全体の回答率は 57.6％であった。回答率を年

齢で分けてカイ二乗検定で分析した結果を表 1
に示した。40～44 歳の回答率が 93.3％と有意に

高く、55 歳以上の回答率が 38.2％と有意に低い

結果であった。 
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表1　年齢別回答率
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３ 児童虐待 SW に関する認識（児相未経験者は

イメージ） 

（１）児童虐待 SW のやりがい、困難さ、スト

レスの高さについて 
経験に関わらず、80％程度が児童虐待 SW を

やりがいのある仕事である（「あてはまる」と

「ややあてはまる」の合計）と回答した（図 4）。
一方で、経験に関わらず 95％以上が極めて困

難な仕事であり（「あてはまる」と「ややあて

はまる」の合計）、極めてストレスの高い仕事

である（「あてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）と回答した（図 5、図 6）。年代によっ

て児童虐待 SW に関する認識に差があるかを

検討するために t 検定を行った（図 7）。その結

果、「極めて困難な仕事である」について、40
代よりも 20 代が有意に高かった 

（t(97)=1.69,p=0.047）。 
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部分的実施 1）という結果であり、平成 28 年児

童福祉法改正により令和 2 年度以降に児相が設

置されたばかりの特別区を除くと、SofS を導入

している自治体は 53％（組織的導入 7、部分的

導入 2）、SofS 研修を実施している自治体は 71％
（組織的実施 11、部分的実施 1）となり、SofS
を全く取り入れていない自治体の方が少ないと

いう状況である。 
そこで、新潟県の児童福祉司を体系的に育成

する最初の手法として、SofS を組織的に導入す

ることができないか、また、SofS に限らず新し

い手法の導入について新潟県の福祉行政職員が

どのように考えているのかを明らかにするため

調査を行うこととした。 

方方法法  

 質問票調査を実施した。 
１ 対象 

質問票調査対象者は、新潟県の正規の福祉行

政職員（心理含む）及び再任用職員の計 321 人

全員とした。福祉行政職員全員を対象としたの

は、現在、児相に勤務していない職員の中にも

児相勤務経験のある職員が含まれることや児相

勤務経験のない職員でも児童虐待 SW や SofS
に対する意見を持っている職員が含まれている

可能性があるためである。 
２ 調査方法及び調査時期 

質問票調査は Google フォームにより 2023 年

10 月 6 日から 10 月 27 日に実施した。 
３ 調査内容及び倫理面への配慮 

質問票調査内容は、児相勤務未経験の職員も

児童虐待 SW に対するイメージや意見を答えら

れるように以下のとおりとした。 
（１）回答者の属性 
（２）児童虐待 SW に関する認識（児相未経験

者はイメージ） 
（３）SofS の認知度・経験・関心 
（４）SofS の有用性 
（５）自由記述（SofS の有用性と児童福祉司育

成についての意見） 
調査実施にあたっては事前に「新潟県福祉職

員協議会」の承認を受け、質問票には調査の趣

旨、個人が特定できない調査であることの説明

を記して回答の協力を依頼した。なお、本論文

は「新潟県福祉職員協議会」のホームページに

調査結果を発表した内容に考察を加えたもので

ある。 
４ 分析方法 

得られた量的データのうち、回答率について

はフリーソフト「js-STAR」を用いて年齢別にカ

イ二乗検定を行った。児童虐待 SW に関する認

識を尋ねる 11 個の質問と SofS の関心を尋ねる

3 個の質問については 5 件法（1.あてはまらな

い－5.あてはまる）で回答を求め、年代に分け

て各群の回答に差があるか Microsoft 社 Excel を
用いて t 検定で確認した。有意水準はいずれの

検定でも 0.05 とした。 
自由記述については、全て書き出した後、内

容が重なるものに共通する概念を抽出し、それ

らを分類して分析した。 

結結果果  

１ 回答者の属性 

回答者は全体で 185 人であった。全体を経験

別に分けると児相勤務経験者（児童心理司、児

童指導員等が含まれる）は 121 人、児童福祉司

経験者は 91 人であった。 

回答者の年齢を経験別に示したのが図 1 であ

る。29 歳以下の回答者は、全体が 21.6％、児相

勤務経験者は 6.6％、児童福祉司経験者 4.4％と

なり、29 歳以下の回答者に児相及び児童福祉司

未経験者が多かった。 
回答者の性別を経験別にすると、男性の割合

は回答者全体が 32.4％であるのに対して、児相

勤務経験者は 37.2％、児童福祉司経験者が

44.0％となり、児相勤務経験者や児童福祉司経

験者には男性の割合が高かった（図 2）。 
回答者の児相または児童福祉司の経験年数

については、児相勤務未経験が 35％（64 人）、

児童福祉司未経験が 51％（94 人）であり、児相

勤務年数 3 年以下は 65％（120 人）、児童福祉司

経験年数 3 年以下は 81％（149 人）であった。

児相勤務経験の浅い職員が多く、さらに児童福

祉司経験者の 8 割以上が 3 年以下の経験という

結果であった（図 3）。 



−22− −23−

サインズ・オブ・セーフティ・アプローチの組織的導入に関する調査研究

3 
 

5.9%

0.8%

15.7%

5.8%

4.4%

17.3%

18.2%

14.3%

10.3%

14.0%

15.4%

15.1%

19.8%

22.0%

16.8%

19.0%

19.8%

11.9%

14.0%

15.4%

7.0%

8.3%

8.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

児相勤務
経験者

福祉司
経験者

図1 回答者の年齢

25歳未満 25〜29歳 30〜34歳 35〜39歳
40〜44歳 45〜49歳 50〜54歳 55歳以上

(n=185)

(n=121)

(n=91)

 

 

32.4%

37.2%

44.0%

67.6%

62.8%

56.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

児相勤務
経験者

福祉司
経験者

図2 回答者の性別

男性 女性

(n=185)

(n=121)

(n=91)

 
 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

図3 回答者の児相勤務年数・福祉司経験年数

児相勤務年数 福祉司経験年数 (n=185)

 

 
２ 年齢別回答率 

全体の回答率は 57.6％であった。回答率を年

齢で分けてカイ二乗検定で分析した結果を表 1
に示した。40～44 歳の回答率が 93.3％と有意に

高く、55 歳以上の回答率が 38.2％と有意に低い

結果であった。 
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３ 児童虐待 SW に関する認識（児相未経験者は

イメージ） 

（１）児童虐待 SW のやりがい、困難さ、スト

レスの高さについて 
経験に関わらず、80％程度が児童虐待 SW を

やりがいのある仕事である（「あてはまる」と

「ややあてはまる」の合計）と回答した（図 4）。
一方で、経験に関わらず 95％以上が極めて困

難な仕事であり（「あてはまる」と「ややあて

はまる」の合計）、極めてストレスの高い仕事

である（「あてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）と回答した（図 5、図 6）。年代によっ

て児童虐待 SW に関する認識に差があるかを

検討するために t 検定を行った（図 7）。その結

果、「極めて困難な仕事である」について、40
代よりも 20 代が有意に高かった 

（t(97)=1.69,p=0.047）。 
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部分的実施 1）という結果であり、平成 28 年児

童福祉法改正により令和 2 年度以降に児相が設

置されたばかりの特別区を除くと、SofS を導入

している自治体は 53％（組織的導入 7、部分的

導入 2）、SofS 研修を実施している自治体は 71％
（組織的実施 11、部分的実施 1）となり、SofS
を全く取り入れていない自治体の方が少ないと

いう状況である。 
そこで、新潟県の児童福祉司を体系的に育成

する最初の手法として、SofS を組織的に導入す

ることができないか、また、SofS に限らず新し

い手法の導入について新潟県の福祉行政職員が

どのように考えているのかを明らかにするため

調査を行うこととした。 

方方法法  

 質問票調査を実施した。 
１ 対象 

質問票調査対象者は、新潟県の正規の福祉行

政職員（心理含む）及び再任用職員の計 321 人

全員とした。福祉行政職員全員を対象としたの

は、現在、児相に勤務していない職員の中にも

児相勤務経験のある職員が含まれることや児相

勤務経験のない職員でも児童虐待 SW や SofS
に対する意見を持っている職員が含まれている

可能性があるためである。 
２ 調査方法及び調査時期 

質問票調査は Google フォームにより 2023 年

10 月 6 日から 10 月 27 日に実施した。 
３ 調査内容及び倫理面への配慮 

質問票調査内容は、児相勤務未経験の職員も

児童虐待 SW に対するイメージや意見を答えら

れるように以下のとおりとした。 
（１）回答者の属性 
（２）児童虐待 SW に関する認識（児相未経験

者はイメージ） 
（３）SofS の認知度・経験・関心 
（４）SofS の有用性 
（５）自由記述（SofS の有用性と児童福祉司育

成についての意見） 
調査実施にあたっては事前に「新潟県福祉職

員協議会」の承認を受け、質問票には調査の趣

旨、個人が特定できない調査であることの説明

を記して回答の協力を依頼した。なお、本論文

は「新潟県福祉職員協議会」のホームページに

調査結果を発表した内容に考察を加えたもので

ある。 
４ 分析方法 

得られた量的データのうち、回答率について

はフリーソフト「js-STAR」を用いて年齢別にカ

イ二乗検定を行った。児童虐待 SW に関する認

識を尋ねる 11 個の質問と SofS の関心を尋ねる

3 個の質問については 5 件法（1.あてはまらな

い－5.あてはまる）で回答を求め、年代に分け

て各群の回答に差があるか Microsoft 社 Excel を
用いて t 検定で確認した。有意水準はいずれの

検定でも 0.05 とした。 
自由記述については、全て書き出した後、内

容が重なるものに共通する概念を抽出し、それ

らを分類して分析した。 

結結果果  

１ 回答者の属性 

回答者は全体で 185 人であった。全体を経験

別に分けると児相勤務経験者（児童心理司、児

童指導員等が含まれる）は 121 人、児童福祉司

経験者は 91 人であった。 

回答者の年齢を経験別に示したのが図 1 であ

る。29 歳以下の回答者は、全体が 21.6％、児相

勤務経験者は 6.6％、児童福祉司経験者 4.4％と

なり、29 歳以下の回答者に児相及び児童福祉司

未経験者が多かった。 
回答者の性別を経験別にすると、男性の割合

は回答者全体が 32.4％であるのに対して、児相

勤務経験者は 37.2％、児童福祉司経験者が

44.0％となり、児相勤務経験者や児童福祉司経

験者には男性の割合が高かった（図 2）。 
回答者の児相または児童福祉司の経験年数

については、児相勤務未経験が 35％（64 人）、

児童福祉司未経験が 51％（94 人）であり、児相

勤務年数 3 年以下は 65％（120 人）、児童福祉司

経験年数 3 年以下は 81％（149 人）であった。

児相勤務経験の浅い職員が多く、さらに児童福

祉司経験者の 8 割以上が 3 年以下の経験という

結果であった（図 3）。 
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20 代よりも 50 代が有意に低かった 
（t(73)=2.526,p=0.007）。また、30 代よりも 40 
代が有意に低かった（t(108)=2.029,p=0.022）。 
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児童虐待 SW は前例に捉われない多様な手法

を積極的に取り入れる必要がある（「あてはま

る」と「ややあてはまる」の合計）と答えたの

は、経験に関わらず 70％以上であった（図 13）。 
体系的な育成プログラムがなければ児童福

祉司の育成は困難である（「あてはまる」と「や

やあてはまる」の合計）と答えたのは、経験に

関わらず 70％以上であった（図 14）。 
自分の専門的技術について自信を持って後

輩に伝えられる（「あてはまる」と「ややあては

まる」の合計）と答えたのは、経験に関わらず

12％以下であり、自分の専門的技術について自

信を持って後輩に伝えられない（「あまりあては

まらない」と「あてはまらない」の合計）と答

えたのは、経験に関わらず 67％程度であった

（図 15）。年代によって児童虐待 SW に関する

認識に差があるかを検討するために t 検定を行

った（図 16、図 17）。その結果、「児童虐待 SW
は前例に捉われない多様な手法を積極的に取り

入れる必要がある」については、どの年代にも

有意差がなかった。「自分の専門的技術について

自信を持って後輩に伝えられる」については、

40 代よりも 20 代が有意に低く 
（t(97)=-2.614,p=0.005）、50 代よりも 20 代が有

意に低かった（t(73)=-2.314,p=0.012）。また、40 
代よりも 30 代が有意に低く

（t(108)=-2.626,p=0.005）、50 代よりも 30 代が有

意に低かった（t(84)=-2.335,p=0.011）。
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図14 体系的な育成プログラムがなければ児童福祉司の

育成は困難である
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（２）児童虐待 SW に対する考え方 
児童虐待 SW は保護者にやるべきことを示し

て、それを約束させることが重要である（「あて

はまる」と「ややあてはまる」の合計）と答え

たのは、経験に関わらず 36％程度であった（図

8）。 
虐待ケースの保護者が自らの力で主体的に

虐待再発防止に取り組むことは困難である（「あ

てはまる」と「ややあてはまる」の合計）と答

えたのは、経験に関わらず 35％程度であった

（図 9）。年代によって児童虐待 SW に関する認

識に差があるかを検討するために t 検定を行っ

た（図 10）。その結果、「児童虐待 SW は保護者

にやるべきことを示して、それを約束させるこ

とが重要である」について、40 代よりも 20 代

が有意に高かった（t(97）=1.825,p=0.036）。 
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れを約束させることが重要である
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保護者面接等の詳細なマニュアルが必要で

ある（「あてはまる」と「ややあてはまる」の合

計）と答えたのは、全体が 64.3％、児相勤務経

験者が 54.5％、児童福祉司経験者が 50.5％であ

り、全体よりも児相勤務経験者が、児相勤務経

験者よりも児童福祉司経験者の方がマニュアル

が必要と考える人が少なくなる結果であった

（図 11）。年代によって児童虐待 SW に関する

認識に差があるかを検討するために t 検定を行

った（図 12）。その結果、「保護者面接等の詳細

なマニュアルが必要である」について、20 代よ

りも 40 代が有意に低く（t(97)=3.318,p=0.001）、
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20 代よりも 50 代が有意に低かった 
（t(73)=2.526,p=0.007）。また、30 代よりも 40 
代が有意に低かった（t(108)=2.029,p=0.022）。 
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児童虐待 SW は前例に捉われない多様な手法

を積極的に取り入れる必要がある（「あてはま

る」と「ややあてはまる」の合計）と答えたの

は、経験に関わらず 70％以上であった（図 13）。 
体系的な育成プログラムがなければ児童福

祉司の育成は困難である（「あてはまる」と「や

やあてはまる」の合計）と答えたのは、経験に

関わらず 70％以上であった（図 14）。 
自分の専門的技術について自信を持って後

輩に伝えられる（「あてはまる」と「ややあては

まる」の合計）と答えたのは、経験に関わらず

12％以下であり、自分の専門的技術について自

信を持って後輩に伝えられない（「あまりあては

まらない」と「あてはまらない」の合計）と答

えたのは、経験に関わらず 67％程度であった

（図 15）。年代によって児童虐待 SW に関する

認識に差があるかを検討するために t 検定を行

った（図 16、図 17）。その結果、「児童虐待 SW
は前例に捉われない多様な手法を積極的に取り

入れる必要がある」については、どの年代にも

有意差がなかった。「自分の専門的技術について

自信を持って後輩に伝えられる」については、

40 代よりも 20 代が有意に低く 
（t(97)=-2.614,p=0.005）、50 代よりも 20 代が有

意に低かった（t(73)=-2.314,p=0.012）。また、40 
代よりも 30 代が有意に低く

（t(108)=-2.626,p=0.005）、50 代よりも 30 代が有

意に低かった（t(84)=-2.335,p=0.011）。
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図13 児童虐待SWは前例に捉われない多様な手法を積極
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図14 体系的な育成プログラムがなければ児童福祉司の

育成は困難である
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図15  自分の専門的技術について自信を持って

後輩に伝えられる

あてはまる ややあてはまる どちらともいえない
あまりあてはまらない あてはまらない

(n=185)

(n=121)

(n=91)

4 
 

73.5%

72.7%

72.5%

24.3%

25.6%

26.4%

2.2%

1.7%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

児相勤務
経験者

福祉司
経験者

図5 児童虐待SWは極めて困難な仕事である

あてはまる ややあてはまる どちらともいえない
あまりあてはまらない あてはまらない

(n=185)

(n=121)

(n=91)

 
 

75.1%

72.7%

70.3%

21.1%

25.6%

28.6%

3.8%

1.7%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

児相勤務
経験者

福祉司
経験者

図6 児童虐待SWは極めてストレスの高い仕事である

あてはまる ややあてはまる どちらともいえない
あまりあてはまらない あてはまらない

(n=185)

(n=121)

(n=91)

 
 

3.80

4.00

4.20

4.40

4.60

4.80

5.00

〜29 30〜39 40〜49 50〜

図7  児童虐待SWは極めて困難な仕事である

*

年齢 *p<.05 **p<.01

平
均

 

（２）児童虐待 SW に対する考え方 
児童虐待 SW は保護者にやるべきことを示し

て、それを約束させることが重要である（「あて

はまる」と「ややあてはまる」の合計）と答え

たのは、経験に関わらず 36％程度であった（図

8）。 
虐待ケースの保護者が自らの力で主体的に

虐待再発防止に取り組むことは困難である（「あ

てはまる」と「ややあてはまる」の合計）と答

えたのは、経験に関わらず 35％程度であった

（図 9）。年代によって児童虐待 SW に関する認

識に差があるかを検討するために t 検定を行っ

た（図 10）。その結果、「児童虐待 SW は保護者

にやるべきことを示して、それを約束させるこ

とが重要である」について、40 代よりも 20 代

が有意に高かった（t(97）=1.825,p=0.036）。 
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図8 児童虐待SWは保護者にやるべきことを示して、そ

れを約束させることが重要である
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図9 虐待ケースの保護者が自らの力で主体的に虐待防止

に取り組むことは困難である
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図10   児童虐待SWは保護者にやるべきことを示し

て、それを約束させることが重要である
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保護者面接等の詳細なマニュアルが必要で

ある（「あてはまる」と「ややあてはまる」の合

計）と答えたのは、全体が 64.3％、児相勤務経

験者が 54.5％、児童福祉司経験者が 50.5％であ

り、全体よりも児相勤務経験者が、児相勤務経

験者よりも児童福祉司経験者の方がマニュアル

が必要と考える人が少なくなる結果であった

（図 11）。年代によって児童虐待 SW に関する

認識に差があるかを検討するために t 検定を行

った（図 12）。その結果、「保護者面接等の詳細

なマニュアルが必要である」について、20 代よ

りも 40 代が有意に低く（t(97)=3.318,p=0.001）、
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図21    SofSを知ったきっかけ

職場の先輩等から聞いた（所内勉強会を含む）
県内児童相談所等主催の研修（所内勉強会を除く）で聞いた
指導業務研究会で知った
所外研修等で聞いた
学会
先進児相での取り組みを聞いた
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（２）SofS の経験・関心等 
SofS に特化した研修を受講したことがある

と答えたのが、全体と児相勤務経験者が 26％程

度であるのに対して、児童福祉司経験者が

29.6％とやや多かった（図 22）。 
SofS を実践したことがあると答えたのが、全

体と児相勤務経験者が 30％程度であるのに対

して、児童福祉司経験者が 37.0％と多かった（図

23）。 
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図22   SofSに特化した研修を受講したことがある

ある ない
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先輩等から SofS のスーパービジョンを受け

たことがあると答えたのが、経験に関わらず

15％程度であり（図 24）、後輩等に対して SofS
のスーパーバイズをしたことがあると答えたの

が、経験に関わらず 3％程度であった（図 25）。 
SofS に特化したソーシャルワーク研修を受

講したい（「あてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）と答えたのが、経験に関わらず 78％以

上であり（図 26）、先輩等から SofS のスーパー

ビジョンを受けたい（「あてはまる」と「ややあ

てはまる」の合計）と答えたのが、経験に関わ

らず 65％以上であった（図 27）。年代によって

SofS の経験・関心等に差があるかを検討するた

めに t 検定を行った（図 28、図 29）。その結果、

「SofS に特化したソーシャルワーク研修を受

講したい」については、どの年代にも有意差は

なかった。「先輩等から SofS のスーパービジョ

ンを受けたい」については、30 代よりも 50 代 
が有意に低かった（t(33)=2.27,p=0.015）。 

13.9%

14.7%

16.7%
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85.3%

83.3%
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福祉司
経験者

図24    先輩等からSofSのスーパービジョンを

受けたことがある

ある ない

(n=72)

(n=68)

(n=54)
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図25   後輩等に対してSofSのスーパーバイズを

したことがある

ある ない

(n=72)

(n=68)

(n=54)
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図26  SofSに特化したソーシャルワーク研修を受講したい
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（３）現在の新潟県のスーパービジョンの体

制・研修 
現在の新潟県のスーパービジョンの体制は

十分である（「あてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）と答えたのは、経験に関わらず 8％以

下であり、現在の県のスーパービジョンの体制

は十分でない（「あまりあてはまらない」と「あ

てはまらない」の合計）と答えたのは、経験に

関わらず 60％程度であった（図 18）。 
現在の県主催の研修内容に満足している

（「あてはまる」と「ややあてはまる」の合計）

と答えたのは、経験に関わらず 12％程度であり、

現在の県主催の研修内容に満足していない（「あ

まりあてはまらない」と「あてはまらない」の

合計）と答えたのは、経験に関わらず 40％程度

であった（図 19）。 
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図18    現在の県のスーパービジョンの体制は十分である
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図19 現在の県主催の研修内容に満足している

あてはまる ややあてはまる どちらともいえない
あまりあてはまらない あてはまらない
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４ SofS の認知度・経験・関心等 

（１）SofS の認知度 
回答者の認知度を経験別にすると、回答者全

体の 38.9％が SofS を知っていると答えたのに

対して、児相勤務経験者は 56.2％、児童福祉司

経験者が 59.3％となり、児相勤務経験者の方が

認知度が高かったが、児童福祉司経験者の

40.7％が SofS を知らないと回答した（図 20）。 
SofS を知ったきっかけは、「職場の先輩等か

ら聞いた（所内勉強会を含む）」が経験に関わら

ず 45％程度で最多で、次いで、「所外研修等で

聞いた」が経験に関わらず 28％程度、「県内児

童相談所等主催の研修（所内勉強会を除く）で

聞いた」が経験に関わらず 21％程度という結果

であった（図 21）。 
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図20   SofSを知っている

知っている 知らない

(n=185)

(n=121)
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図21    SofSを知ったきっかけ

職場の先輩等から聞いた（所内勉強会を含む）
県内児童相談所等主催の研修（所内勉強会を除く）で聞いた
指導業務研究会で知った
所外研修等で聞いた
学会
先進児相での取り組みを聞いた

(n=72)

(n=68)

(n=54)

 

（２）SofS の経験・関心等 
SofS に特化した研修を受講したことがある

と答えたのが、全体と児相勤務経験者が 26％程

度であるのに対して、児童福祉司経験者が

29.6％とやや多かった（図 22）。 
SofS を実践したことがあると答えたのが、全

体と児相勤務経験者が 30％程度であるのに対

して、児童福祉司経験者が 37.0％と多かった（図

23）。 
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図22   SofSに特化した研修を受講したことがある

ある ない

(n=72)
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図23     SofSを実践したことがある

ある ない
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先輩等から SofS のスーパービジョンを受け

たことがあると答えたのが、経験に関わらず

15％程度であり（図 24）、後輩等に対して SofS
のスーパーバイズをしたことがあると答えたの

が、経験に関わらず 3％程度であった（図 25）。 
SofS に特化したソーシャルワーク研修を受

講したい（「あてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）と答えたのが、経験に関わらず 78％以

上であり（図 26）、先輩等から SofS のスーパー

ビジョンを受けたい（「あてはまる」と「ややあ

てはまる」の合計）と答えたのが、経験に関わ

らず 65％以上であった（図 27）。年代によって

SofS の経験・関心等に差があるかを検討するた

めに t 検定を行った（図 28、図 29）。その結果、

「SofS に特化したソーシャルワーク研修を受

講したい」については、どの年代にも有意差は

なかった。「先輩等から SofS のスーパービジョ

ンを受けたい」については、30 代よりも 50 代 
が有意に低かった（t(33)=2.27,p=0.015）。 
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図24    先輩等からSofSのスーパービジョンを

受けたことがある

ある ない
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図25   後輩等に対してSofSのスーパーバイズを

したことがある
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（３）現在の新潟県のスーパービジョンの体

制・研修 
現在の新潟県のスーパービジョンの体制は

十分である（「あてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）と答えたのは、経験に関わらず 8％以

下であり、現在の県のスーパービジョンの体制

は十分でない（「あまりあてはまらない」と「あ

てはまらない」の合計）と答えたのは、経験に

関わらず 60％程度であった（図 18）。 
現在の県主催の研修内容に満足している

（「あてはまる」と「ややあてはまる」の合計）

と答えたのは、経験に関わらず 12％程度であり、

現在の県主催の研修内容に満足していない（「あ

まりあてはまらない」と「あてはまらない」の

合計）と答えたのは、経験に関わらず 40％程度

であった（図 19）。 
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図18    現在の県のスーパービジョンの体制は十分である
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図19 現在の県主催の研修内容に満足している
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４ SofS の認知度・経験・関心等 

（１）SofS の認知度 
回答者の認知度を経験別にすると、回答者全

体の 38.9％が SofS を知っていると答えたのに

対して、児相勤務経験者は 56.2％、児童福祉司

経験者が 59.3％となり、児相勤務経験者の方が

認知度が高かったが、児童福祉司経験者の

40.7％が SofS を知らないと回答した（図 20）。 
SofS を知ったきっかけは、「職場の先輩等か

ら聞いた（所内勉強会を含む）」が経験に関わら

ず 45％程度で最多で、次いで、「所外研修等で

聞いた」が経験に関わらず 28％程度、「県内児

童相談所等主催の研修（所内勉強会を除く）で

聞いた」が経験に関わらず 21％程度という結果

であった（図 21）。 
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（２）SofS が有用であるかは「どちらともい

えない」理由 
SofS が有用であるかはどちらともいえない

理由については表 3 のとおりである。 

ア 　他県の児相でSofSを取り入れていても死亡

事例に繋がっているところが少なくない。
SofSはひとつのツールであり、家族を巻き込

んでいく方法。ベースには家族アセスメント
力や面接力がやはり必要である。ツールが目
的になってしまわないか懸念する。

イ 　SofS自体がどうこういうより、きちんと面

接が出来ているか（観察含む）が重要なの
で。

表3    SofSが有用であるかはどちらとも

いえない理由

  
 
６ SofS 以外の児童福祉司育成手法 

児童虐待 SW における児童福祉司の育成につ

いて、SofS 以外の手法の自由記述を求めたとこ

ろ、17 人から回答を得られた。記述内容を年齢

ごとに 5 つのキーワード（「その他の手法の確実

な定着」「基本的技能の習得」「研修等の充実」

「援助方針会議等の充実」「経験談等の口伝」）

に分類し、図 32 に示した。 

児童虐待 SW における児童福祉司の育成につ

いて、SofS 以外の具体的な手法についての記述

を抜粋したものが表 4 である。 
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図32  SofS以外の児童福祉司育成の手法

55歳以上

50〜54歳

45〜49歳

40〜44歳

35〜39歳

30〜34歳

25〜29歳

25歳未満

(n=17)

 

 

(1) 　手法は道具であり、我々児相職員
はそれを使って家を建てる大工のよ
うなものである。相手のニーズや土
地や資材などのリソースの状況に応
じて最適な家を建てるため、手に馴
染んだ使い勝手の良い大工道具が数
種類あるべきである。SofSはその一

つの道具になり得る。SofSを道具の

一つとして手に馴染ませ、必要なと
ころで使えるようになった上で、そ
れ以外の道具も複数活用しなければ
一軒の家は建てられないが、最初に
手に入れる道具としてはSofSは最適

だと思う。ぜひ、県児相全体でも予
算化し継続的に研修実施し、定着す
べきで手法の一つである。それ以外
の手法の導入もSofS導入後に試行し

て行くのが良い。

(2) 　SofSにしても、ペアトレにして

も、新たな取り組みは必要で、どん
どんやればいいと思う。ペアトレの
考え方なしに保護者指導はできな
い。しかし、それはあくまでもツー
ルであり、ベースとなるアセスメン
ト、家族面接のトレーニングはいつ
の時代ももっと真剣に必要ではない
か。新人が家族合同面接は習ったこ
とがないと言っていたことがあり、
驚いたことがあった。家族に会えな
い児相職員では話にならない。今の
育成方法では竹槍で戦闘機に挑むよ
うなものだと感じる。

(3) 　解決志向アプローチ

(4) 　パートナリング・フォー・セーフ
ティ（PFS）

(5) 　機中八策

(6) 　コモンセンスペアレンティング

表4   SofS以外の児童虐待SWにおける児

童福祉司育成の手法について

  

考考察察  

１ 児童虐待 SW に関する認識 

（１）児童虐待 SW の困難性 
児童虐待 SW について、本調査の回答者の

95％以上が「極めて困難」であり、「極めてスト

レスが高い」と回答した（図 5、図 6）。一方、

厚生労働省の「労働安全衛生調査（実態調査）」

によれば、「仕事や職業生活に関することで、強

い不安、悩み、ストレスとなっていると感じる

事柄がある労働者」の割合は、令和 2 年は 54.2％
⁵⁾、令和 3 年は 53.3％⁶⁾と 50％台で推移してお

り、令和 4 年は 82.2％⁷⁾と急増しているものの、

これらの数値と比較すると一般の労働者に比べ
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５ SofS の有用性 

経験に関わらず、90％が SofS を「有用である

（「あてはまる」と「ややあてはまる」の合計）」

と回答した。「有用でない（「あまりあてはまら

ない」と「あてはまらない」の合計）」と回答し

た職員はいなかった（図 30）。 
「SofS が児童虐待対応において有用である

と思う理由」について自由記述を求めたところ、

24 人（1 人につき複数のキーワードあり）から

回答を得られた。記述内容を年齢ごとに 5 つの

キーワード（「保護者との協働が可能」「保護者

（家族）主体」「学びやすい・取り入れやすい」

「援助の根拠となる」「援助の選択肢の 1 つ」）

に分類し、図 31 に示した。 
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（１）SofS が「有用だと思う」理由 

SofS が有用だと思う理由について一部抜粋

したものが表 2 である。 

ア 　自分が対応を選択する際の根拠になるた
め、経験不足でも迷いが減る。そのため、根
拠を持って保護者等へ説明できる。

イ 　人材育成やOJTには、上司や同僚と共有し

やすい考え方のフレーム、プラットフォーム
が必須だと思う。SofSの考え方やマッピング

は比較的理解しやすく、導入しやすいように
感じる。

ウ 　保護者と協働する姿勢で臨むため、早い段
階で保護者に見通しを示し、その上で子ども
の安全を図る仕組みを保護者自身に考えても
らう前向きなアプローチなので、無用な争い
は起きません。

エ 　指導的な関わりをしていた時よりも、保護
者が主体的に養育について考え、児相との関
わり方にも変化が見られたため。

オ 　児童虐待対応について、人材育成する際に
も有用と考えられる。育成する側もされる側
もSofSの考え方を軸とすることで、対応を考

える際の根拠を共有でき、説得力が増し、納
得しやすくなる。それにより、一定のレベル
まで全員が到達しやすくなる。

カ 　経験の浅い職員にとって、SofSでもペアト

レでも保護者対応のベースとなるものがあっ
た方がやりやすい。どんな方法でもいいが、
単年で終わらず、毎年、新任者が学べる機会
があると良い。

表2   SofSが有用である理由
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（２）SofS が有用であるかは「どちらともい

えない」理由 
SofS が有用であるかはどちらともいえない

理由については表 3 のとおりである。 

ア 　他県の児相でSofSを取り入れていても死亡

事例に繋がっているところが少なくない。
SofSはひとつのツールであり、家族を巻き込

んでいく方法。ベースには家族アセスメント
力や面接力がやはり必要である。ツールが目
的になってしまわないか懸念する。

イ 　SofS自体がどうこういうより、きちんと面

接が出来ているか（観察含む）が重要なの
で。

表3    SofSが有用であるかはどちらとも

いえない理由

  
 
６ SofS 以外の児童福祉司育成手法 

児童虐待 SW における児童福祉司の育成につ

いて、SofS 以外の手法の自由記述を求めたとこ

ろ、17 人から回答を得られた。記述内容を年齢

ごとに 5 つのキーワード（「その他の手法の確実

な定着」「基本的技能の習得」「研修等の充実」

「援助方針会議等の充実」「経験談等の口伝」）

に分類し、図 32 に示した。 

児童虐待 SW における児童福祉司の育成につ

いて、SofS 以外の具体的な手法についての記述

を抜粋したものが表 4 である。 
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図32  SofS以外の児童福祉司育成の手法
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45〜49歳
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25歳未満

(n=17)

 

 

(1) 　手法は道具であり、我々児相職員
はそれを使って家を建てる大工のよ
うなものである。相手のニーズや土
地や資材などのリソースの状況に応
じて最適な家を建てるため、手に馴
染んだ使い勝手の良い大工道具が数
種類あるべきである。SofSはその一

つの道具になり得る。SofSを道具の

一つとして手に馴染ませ、必要なと
ころで使えるようになった上で、そ
れ以外の道具も複数活用しなければ
一軒の家は建てられないが、最初に
手に入れる道具としてはSofSは最適

だと思う。ぜひ、県児相全体でも予
算化し継続的に研修実施し、定着す
べきで手法の一つである。それ以外
の手法の導入もSofS導入後に試行し

て行くのが良い。

(2) 　SofSにしても、ペアトレにして

も、新たな取り組みは必要で、どん
どんやればいいと思う。ペアトレの
考え方なしに保護者指導はできな
い。しかし、それはあくまでもツー
ルであり、ベースとなるアセスメン
ト、家族面接のトレーニングはいつ
の時代ももっと真剣に必要ではない
か。新人が家族合同面接は習ったこ
とがないと言っていたことがあり、
驚いたことがあった。家族に会えな
い児相職員では話にならない。今の
育成方法では竹槍で戦闘機に挑むよ
うなものだと感じる。

(3) 　解決志向アプローチ

(4) 　パートナリング・フォー・セーフ
ティ（PFS）

(5) 　機中八策

(6) 　コモンセンスペアレンティング

表4   SofS以外の児童虐待SWにおける児

童福祉司育成の手法について

  

考考察察  

１ 児童虐待 SW に関する認識 

（１）児童虐待 SW の困難性 
児童虐待 SW について、本調査の回答者の

95％以上が「極めて困難」であり、「極めてスト

レスが高い」と回答した（図 5、図 6）。一方、

厚生労働省の「労働安全衛生調査（実態調査）」

によれば、「仕事や職業生活に関することで、強

い不安、悩み、ストレスとなっていると感じる

事柄がある労働者」の割合は、令和 2 年は 54.2％
⁵⁾、令和 3 年は 53.3％⁶⁾と 50％台で推移してお

り、令和 4 年は 82.2％⁷⁾と急増しているものの、

これらの数値と比較すると一般の労働者に比べ
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５ SofS の有用性 

経験に関わらず、90％が SofS を「有用である

（「あてはまる」と「ややあてはまる」の合計）」

と回答した。「有用でない（「あまりあてはまら

ない」と「あてはまらない」の合計）」と回答し

た職員はいなかった（図 30）。 
「SofS が児童虐待対応において有用である

と思う理由」について自由記述を求めたところ、

24 人（1 人につき複数のキーワードあり）から

回答を得られた。記述内容を年齢ごとに 5 つの

キーワード（「保護者との協働が可能」「保護者

（家族）主体」「学びやすい・取り入れやすい」

「援助の根拠となる」「援助の選択肢の 1 つ」）

に分類し、図 31 に示した。 
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（１）SofS が「有用だと思う」理由 

SofS が有用だと思う理由について一部抜粋

したものが表 2 である。 

ア 　自分が対応を選択する際の根拠になるた
め、経験不足でも迷いが減る。そのため、根
拠を持って保護者等へ説明できる。

イ 　人材育成やOJTには、上司や同僚と共有し

やすい考え方のフレーム、プラットフォーム
が必須だと思う。SofSの考え方やマッピング

は比較的理解しやすく、導入しやすいように
感じる。

ウ 　保護者と協働する姿勢で臨むため、早い段
階で保護者に見通しを示し、その上で子ども
の安全を図る仕組みを保護者自身に考えても
らう前向きなアプローチなので、無用な争い
は起きません。

エ 　指導的な関わりをしていた時よりも、保護
者が主体的に養育について考え、児相との関
わり方にも変化が見られたため。

オ 　児童虐待対応について、人材育成する際に
も有用と考えられる。育成する側もされる側
もSofSの考え方を軸とすることで、対応を考

える際の根拠を共有でき、説得力が増し、納
得しやすくなる。それにより、一定のレベル
まで全員が到達しやすくなる。

カ 　経験の浅い職員にとって、SofSでもペアト

レでも保護者対応のベースとなるものがあっ
た方がやりやすい。どんな方法でもいいが、
単年で終わらず、毎年、新任者が学べる機会
があると良い。

表2   SofSが有用である理由
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SofS だけでなく多様な手法の積極的導入を

70％以上が望んでいることが明らかになった

（図 13）ため、最新かつ実践的な技術を学ぶこ

とができる充実した研修等の実施と、それらの

理論と知見を持ったスーパーバイザーの配置が

必要であろう。 

結結語語  

子どもの虐待死事件の報道等から、日本社会

は児相に対して、虐待をしてしまった保護者へ

の厳しい指導と積極的な一時保護による親子分

離を期待していることが見受けられることがあ

る。児相及び自治体の幹部はその期待に応えな

ければならないという意識が働くだろうし、実

際に虐待事件発生の不安から児相等の子ども家

庭支援に関わる専門機関は組織防衛的になりや

すく、多くの専門家が指導的な保護者支援と親

子分離を図ってきたのではないだろうか。しか

し、保護者が受動的に従わざるを得ないその従

来のアプローチの効果は、一時的であることや

親から分離することが子どもたちの最善の利益

に直結していないことを児童福祉司の多くが経

験上知っている。 

虐待を受けた子どもと虐待をしてしまった

保護者の助けになりたいという情熱を持って児

童福祉司になった多くの者が、闇雲に虐待対応

しているうちに自分の目指していた理想の姿が

ぼやけ、その情熱が冷めてしまうことがないよ

う SofS 等の実践的な手法を確実に身に着けて

いくことができる環境作りに努めたい。 
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て児童虐待 SW によるストレスの高さはかなり

高い割合であると言える。 
児童虐待 SW を「極めて困難」と回答した者

のうち、児童福祉司経験者が最も少ない 20 代

（4.4％）と最も多い 40 代（41.8％）の間のみ

で有意差がみられた（図 7）が、その他の年代

に有意差がなかったことから、児童虐待 SW の

経験の少ない若手職員には困難な仕事であるイ

メージが強く、ベテラン世代には実体験として

困難さが植え付けられているものと考えられる。 
（２）児童虐待 SW のイメージ 

児童虐待 SW は保護者にやるべきことを示し

て、それを約束させることが重要であると答え

た割合は、20 代で際立っており、50 代がそれに

続いて高かった（図 10）。20 代は児相の勤務経

験が少ないため、児相は「虐待ケースの保護者

を指導するもの」という一般的なイメージを持

っている職員が多かったことが容易に推察でき

るが、50 代もその 20 代に次いで同様の考えを

持っている職員が多かったことが、新潟県のこ

れまでの児童虐待 SW のあり方を示唆している

のではないだろうか。 
（３）児童虐待 SW におけるマニュアルの必要   
性 

児童福祉司経験者で「マニュアルが必要」と

回答した割合が全体に比して少ないのは、児童

虐待 SW がマニュアル化できるものではないこ

とを経験により認識しているからだと思われる

が、年代が若くなるほどマニュアルが必要と考

える傾向があり（図 12）、極めて困難な児童虐

待 SW の仕事を少しでも早く習熟できる「ガイ

ド」のようなものを求めていると考えられる。 
（４）児童福祉司の体系的な育成プログラム 

児童福祉司の育成には体系的な育成プログ

ラムが必要であると、70％以上が答えた（図 14）
一方で、自分の専門的技術について自信を持っ

て後輩に伝えられない職員が 67％程度占めて

いた（図 15）。また、現在の新潟県のスーパー

ビジョンの体制について十分であると答えた割

合は 8％以下（図 18）であり、新潟県主催の研

修内容に満足している割合が 12％程度である

（図 19）ことから、体系的に育成される体制と

最新の理論や知見を学ぶ環境が整備されていな

いことを示している。特に若い職員ほど、自分

の技術に自信がない（図 17）ことから、職員の

年代に合わせた育成の環境と体制の整備が求め

られる。 
２ 新潟県における SofS 導入について 

（１）SofS 導入への意識 
今回の調査によって、SofS の有用性を否定す

る意見はなく（図 30）、SofS の研修やスーパー

ビジョンを受けられる環境と体制が必要と考え

る職員が多数であること（図 26、図 27）がわか

った。 
調査開始前は、年齢が若くなるほど SofS の導

入に肯定的であると仮説を立てていたが、結果

的には年齢に関係なく全年齢層で SofS だけで

なく、その他の新しい手法の導入にも肯定的（図

16、図 28）であることがわかった。ただし、年

齢別回答率の 55 歳以上の回答率が有意に低い

（表 1）ことから、この年代の意識は十分に調

査できたとは言えない。 
55 歳以上職員の本調査への回答が少なかっ

た理由としては、管理的立場になり SW の現場

を離れた職員が多く、現場で実践する手法への

関心が低かったことが推察される。 
一方で、40～44 歳の回答率が有意に高かった

（表 1）理由は、これからスーパーバイザーや

監督職になり児相の中核を担う年齢層の職員が、

新潟県の児童虐待 SW の現状と児童福祉司育成

の体制を不安視し、本研究に何らかの期待をし

たため関心が高まったものと推察される。 
（２）SofS 導入の意義 

他自治体の実践者には、SofS を「調査によっ

て何を明らかにするのか、調査では対象者から

どのように情報を得て、そのことが子どもの権

利を守ることにどのように繋がっているのかの

『ガイド』になるもの」⁸⁾と例えている者もい

るが、どこか抽象的だった従来の児童福祉司の

育成を、SofS の面接の構造や援助の行程、視覚

化されたツールを活用することで、一貫性のあ

る育成を可能とすることが期待できる。 
他自治体で導入が進んでいる SofS を新潟県

の職員には知らない者が多いことや 67％の職

員が自信を持って自分の専門的な技術を後輩に

伝えられず（図 15）、最も経験が長い 50 代職員

もその自信がない現状（図 17：5 件法 1～5 の

選択で平均 2.4）は、改善が必要である。 
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SofS だけでなく多様な手法の積極的導入を

70％以上が望んでいることが明らかになった
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齢別回答率の 55 歳以上の回答率が有意に低い

（表 1）ことから、この年代の意識は十分に調

査できたとは言えない。 
55 歳以上職員の本調査への回答が少なかっ

た理由としては、管理的立場になり SW の現場

を離れた職員が多く、現場で実践する手法への

関心が低かったことが推察される。 
一方で、40～44 歳の回答率が有意に高かった

（表 1）理由は、これからスーパーバイザーや

監督職になり児相の中核を担う年齢層の職員が、
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たため関心が高まったものと推察される。 
（２）SofS 導入の意義 

他自治体の実践者には、SofS を「調査によっ

て何を明らかにするのか、調査では対象者から

どのように情報を得て、そのことが子どもの権

利を守ることにどのように繋がっているのかの

『ガイド』になるもの」⁸⁾と例えている者もい

るが、どこか抽象的だった従来の児童福祉司の

育成を、SofS の面接の構造や援助の行程、視覚

化されたツールを活用することで、一貫性のあ

る育成を可能とすることが期待できる。 
他自治体で導入が進んでいる SofS を新潟県

の職員には知らない者が多いことや 67％の職

員が自信を持って自分の専門的な技術を後輩に
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もその自信がない現状（図 17：5 件法 1～5 の
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放放課課後後児児童童ククララブブ運運営営指指針針のの改改正正案案のの論論点点ととポポイインントト 
 

植木 信一 1* 

 
こども家庭庁こども家庭審議会こどもの居場所部会（以下、「居場所部会」という。）に

おいて、「放課後児童クラブ運営指針」の改正案が公開された。その間、居場所部会内に設

置された「児童厚生施設及び放課後児童クラブに関する専門委員会」（以下「専門委員会」

という。）では、居場所部会にて公開された改正案の素案について議論されている。なお、

専門委員会は、第 1 回（2024 年 3 月 8 日）、第 2 回（2024 年 5 月 29 日）、第 3 回（2024 年

8 月 2 日）の全 3 回が開催された。今後は、2024（令和 6）年度末をめどに放課後児童クラ

ブ運営指針の改正版が公開される予定で、現行の運営指針と同様に局長通知での発出が予

定されている。本論文では、改正案のポイントについて、①「こどもの居場所づくりに関

する指針」を踏まえた改正、②「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」

を踏まえた改正、③「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」の改正を踏まえた改正、

④厚生労働省社会保障審議会児童部会「放課後児童対策に関する専門委員会」報告書を踏

まえた改正、⑤近年の放課後児童クラブを取り巻く動向を踏まえた改正、の各論点を踏ま

えたうえで整理し考察した。 
 
キキーーワワーードド：： 放課後児童クラブ、運営指針、こども家庭審議会、こどもの居場所部会 

 

ははじじめめにに  

１１．．研研究究のの背背景景  

こども家庭庁庁設置法（令和 4 年法律第 75
号）には、「こども家庭庁に、こども家庭審議会

を置く。」（第 6 条）と規定されており、こども

家庭庁は、「内閣総理大臣、関係各大臣又は長官

の諮問に応じて、こどもが自立した個人として

ひとしく健やかに成長することのできる社会の

実現に向けた基本的な政策に関する重要事項を

調査審議すること。」（第 7 条第 1 項）となって

いる。2023（令和 5）年 4 月 21 日には、内閣総

理大臣より「こども家庭審議会に対する諮問に

ついて（依頼）」（こ総政第 21 号）として、諮問

第 1 号「今後 5 年程度を見据えたこども施策の

基本的な方針及び重要事項等について」が発出

され、具体的な審議が開始された。諮問理由の

一つとして、「こどもの居場所づくりに関する指

針（仮称）の案の策定に向け、具体的な事項の

検討をお願いします。その際、こども大綱の検

討と十分に連携を図るよう、お願いします。」と

されたことから、こども家庭審議会に「こども

の居場所部会」（以下、「居場所部会」という。）

が設置され、当該事項について審議が開始され

ることになった。 
その後、こどもの居場所づくりに関する指針

（答申案）は、2023（令和 5）年 12 月 1 日に、

こども家庭審議会会長からこども政策担当大臣

へ答申された。さらに、12 月 22 日に、別途こ

ども大綱とともに閣議決定された。 
こども大綱およびこどもの居場所づくりに

関する指針では、こどもの居場所について、「新

たな居場所」に加えて、「既存の居場所」の活用

が明記されていることを踏まえ、「放課後児童ク

ラブ運営指針」が改正されることになった。 
居場所部会においては、「放課後児童クラ

ブ運営指針」の改正に向けた検討が進められ、

第 15 回居場所部会（2024 年 9 月 17 日）にて

改正案が公開された。その間、居場所部会内

に「児童厚生施設及び放課後児童クラブに関

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

* 責任著者 連絡先：ueki@unii.ac.jp 

利益相反：なし  
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第 1 号「今後 5 年程度を見据えたこども施策の

基本的な方針及び重要事項等について」が発出

され、具体的な審議が開始された。諮問理由の

一つとして、「こどもの居場所づくりに関する指

針（仮称）の案の策定に向け、具体的な事項の

検討をお願いします。その際、こども大綱の検

討と十分に連携を図るよう、お願いします。」と

されたことから、こども家庭審議会に「こども

の居場所部会」（以下、「居場所部会」という。）

が設置され、当該事項について審議が開始され

ることになった。 
その後、こどもの居場所づくりに関する指針

（答申案）は、2023（令和 5）年 12 月 1 日に、

こども家庭審議会会長からこども政策担当大臣

へ答申された。さらに、12 月 22 日に、別途こ

ども大綱とともに閣議決定された。 
こども大綱およびこどもの居場所づくりに

関する指針では、こどもの居場所について、「新

たな居場所」に加えて、「既存の居場所」の活用

が明記されていることを踏まえ、「放課後児童ク

ラブ運営指針」が改正されることになった。 
居場所部会においては、「放課後児童クラ

ブ運営指針」の改正に向けた検討が進められ、

第 15 回居場所部会（2024 年 9 月 17 日）にて

改正案が公開された。その間、居場所部会内

に「児童厚生施設及び放課後児童クラブに関

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 

* 責任著者 連絡先：ueki@unii.ac.jp 

利益相反：なし  

【研究論文】
（査読なし）
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する専門委員会」（以下「専門委員会」とい

う。）が設置され、全 3 回の専門委員会にお

いて、改正案の素案が議論されている。 
 
「児童厚生施設及び放課後児童クラブに関する

専門委員会」の設置 
 【第 1 回】2024 年 3 月 8 日 
 【第 2 回】2024 年 5 月 29 日 
 【第 3 回】2024 年 8 月 2 日 
 

なお、本研究は、居場所部会および専門委員

会において検討された改正案について、公開済

みの資料をもとに改正案のポイントについて整

理した。 
 
２２．．「「放放課課後後児児童童ククララブブ運運営営指指針針」」ににつついいてて 
 放課後児童クラブ運営指針は、2015（平成 27）
年 3 月に厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知として発出された。放課後児童健全育成事業

の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生

労働省令第 63 号。以下「基準」という。）に基

づき、放課後児童健全育成事業を行う場所（放

課後児童クラブ）における、こどもの健全な育

成と遊び及び生活の支援（育成支援）の内容に

関する事項及びこれに関連する事項を定めてい

る。 
 なお、放課後児童クラブの職員の公的資格で

ある「放課後児童支援員」資格を取得するため

に、2015（平成 27）年度から「放課後児童支援

員認定資格研修」が実施されているが、その際、

受講生が学ぶべき必須カリキュラムとして位置

付けられている。 
 放課後児童クラブ運営指針は第 1 章から第 7
章まであり、その内容は下記のとおりである。 
 
第１章 総則 

１．趣旨  
２．放課後児童健全育成事業の役割  
３．放課後児童クラブにおける育成支援の基

本  
第２章 事業の対象となる子どもの発達  

１．子どもの発達と児童期  
２．児童期の発達の特徴  
３．児童期の発達過程と発達領域  

４．児童期の遊びと発達  
５．子どもの発達過程を踏まえた育成支援に

おける配慮事項  
第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の

内容   
１．育成支援の内容   
２．障害のある子どもへの対応   
３．特に配慮を必要とする子どもへの対応   
４．保護者との連携   
５．育成支援に含まれる職務内容と運営に関

わる業務   
第４章 放課後児童クラブの運営   

１．職員体制   
２．子ども集団の規模（支援の単位i）   
３．開所時間及び開所日   
４．利用の開始等に関わる留意事項   
５．運営主体   
６．労働環境整備   
７．適正な会計管理及び情報公開   

第５章 学校及び地域との関係   
１．学校との連携   
２．保育所、幼稚園等との連携   
３．地域、関係機関との連携   
４．学校、児童館を活用して実施する放課後

児童クラブ   
第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策   

１．施設及び設備   
２．衛生管理及び安全対策  

第７章 職場倫理及び事業内容の向上   
１．放課後児童クラブの社会的責任と職場倫

理   
２．要望及び苦情への対応   
３．事業内容向上への取り組み 

 
３３．．研研究究のの目目的的 

こども家庭庁こども家庭審議会の居場所部

会および専門委員会にて検討された「放課後児

童クラブ運営指針」の改正案について、論点と

ポイントについて整理し、改正後の放課後児童

クラブ運営指針を読み解く際のガイドラインに

資することを目的とする。 
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方方法法 

１１．．研研究究のの方方法法 
 居場所部会にて公開された改正案について、

公開済みの資料をもとに改正案のポイントにつ

いて整理した。なお、改正案の論点は下記の 6
点である。このうち「こども」表記の統一（6．）
を除いた 1.～5．の 5 つの論点に照らし合わせ

ながら、整理したポイントについて考察した。 
 
1. 「こどもの居場所づくりに関する指針」ii

を踏まえた改正 
2. 「こども・若者の性被害防止のための緊急

対策パッケージ」iiiを踏まえた改正 
3. 「児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準」の改正ivを踏まえた改正 
4. 厚生労働省社会保障審議会児童部会「放課

後児童対策に関する専門委員会」報告書vを

踏まえた改正 
5. 近年の放課後児童クラブを取り巻く動向

を踏まえた改正 
6. 「こども」の表記を「こども」に統一vi 
 
２２．．倫倫理理的的配配慮慮 
 筆者が所属する一般社団法人日本社会福祉学

会研究倫理規程にもとづき、記載方法および記

載内容について配慮した。 

結結果果 

１１．．「「ここどどもものの居居場場所所づづくくりりにに関関すするる指指針針」」をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 
（１） 第１章 総則 

（放課後児童クラブにおける育成支援の

基本） 
放課後児童クラブは、自ら進んでこどもの権

利について学習を行った上で、育成支援を行う

必要があること。放課後児童クラブ及び放課後

児童クラブの運営主体は、こどもの権利が侵害

される事案が発生した場合の対応方法について

定め、あらかじめこどもに周知しておくこと、

また、事案発生時には適切に対応する必要があ

ることなどが議論された。 
 

（２） 第３章 放課後児童クラブにおける

育成支援の内容 
放課後児童クラブに通うこどもが遊びや生

活の中で、自身の権利を理解できるような環境

や機会を設けることが求められる。その内容に

ついて、保護者に周知するように努めること。 
こどもが自分の気持ちや意見を表現するこ

とができるように援助し、放課後児童クラブの

生活に主体的に関わることができるようにする

こと。 
放課後児童支援員等は、こどもが気持ちや意

見を表現できるようにし、それを受けとめる体

制を整えること。こどもが放課後児童クラブで

のルール等について意見を交わす機会を持つこ

とや、こどもの生活や遊びに影響を与える事柄

については、こどもが放課後児童支援員等と共

に考え、共に決めることができるよう努めるこ

となどが議論された。 
 
（３） 第４章 放課後児童クラブの運営 

 運営主体 
放課後児童クラブの運営主体は、こどもの権

利に関する理解を深め、放課後児童支援員等に

対するこどもの権利に関する学習の機会を設け

ることなどに留意して運営する必要があること

が議論された。 
 
（４） 第７章 職場倫理及び事業内容の向上 

放課後児童クラブの運営主体は、福祉サービ

ス第三者評価制度等を活用するなど、客観的な

評価を他者から受けることにより、事業の質の

向上につなげること。評価を行う際には、こど

もや保護者の意見を取り入れて行うことについ

て、評価機関等と実施方法について調整するこ

と。自己評価、第三者評価の結果については、

職員間で共有し、改善の方向性を検討して事業

内容の向上に生かすことなどが議論された。 
 
２２．．「「ここどどもも・・若若者者のの性性被被害害防防止止ののたためめのの緊緊急急

対対策策パパッッケケーージジ」」をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章 放課後児童クラブにおける育成

支援の内容 
育成支援の主な内容として、こどもが安全に
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する専門委員会」（以下「専門委員会」とい

う。）が設置され、全 3 回の専門委員会にお

いて、改正案の素案が議論されている。 
 
「児童厚生施設及び放課後児童クラブに関する

専門委員会」の設置 
 【第 1 回】2024 年 3 月 8 日 
 【第 2 回】2024 年 5 月 29 日 
 【第 3 回】2024 年 8 月 2 日 
 

なお、本研究は、居場所部会および専門委員

会において検討された改正案について、公開済

みの資料をもとに改正案のポイントについて整

理した。 
 
２２．．「「放放課課後後児児童童ククララブブ運運営営指指針針」」ににつついいてて 
 放課後児童クラブ運営指針は、2015（平成 27）
年 3 月に厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通

知として発出された。放課後児童健全育成事業

の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生

労働省令第 63 号。以下「基準」という。）に基

づき、放課後児童健全育成事業を行う場所（放

課後児童クラブ）における、こどもの健全な育

成と遊び及び生活の支援（育成支援）の内容に

関する事項及びこれに関連する事項を定めてい

る。 
 なお、放課後児童クラブの職員の公的資格で

ある「放課後児童支援員」資格を取得するため

に、2015（平成 27）年度から「放課後児童支援

員認定資格研修」が実施されているが、その際、

受講生が学ぶべき必須カリキュラムとして位置

付けられている。 
 放課後児童クラブ運営指針は第 1 章から第 7
章まであり、その内容は下記のとおりである。 
 
第１章 総則 

１．趣旨  
２．放課後児童健全育成事業の役割  
３．放課後児童クラブにおける育成支援の基

本  
第２章 事業の対象となる子どもの発達  

１．子どもの発達と児童期  
２．児童期の発達の特徴  
３．児童期の発達過程と発達領域  

４．児童期の遊びと発達  
５．子どもの発達過程を踏まえた育成支援に

おける配慮事項  
第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の

内容   
１．育成支援の内容   
２．障害のある子どもへの対応   
３．特に配慮を必要とする子どもへの対応   
４．保護者との連携   
５．育成支援に含まれる職務内容と運営に関

わる業務   
第４章 放課後児童クラブの運営   

１．職員体制   
２．子ども集団の規模（支援の単位i）   
３．開所時間及び開所日   
４．利用の開始等に関わる留意事項   
５．運営主体   
６．労働環境整備   
７．適正な会計管理及び情報公開   

第５章 学校及び地域との関係   
１．学校との連携   
２．保育所、幼稚園等との連携   
３．地域、関係機関との連携   
４．学校、児童館を活用して実施する放課後

児童クラブ   
第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策   

１．施設及び設備   
２．衛生管理及び安全対策  

第７章 職場倫理及び事業内容の向上   
１．放課後児童クラブの社会的責任と職場倫

理   
２．要望及び苦情への対応   
３．事業内容向上への取り組み 

 
３３．．研研究究のの目目的的 

こども家庭庁こども家庭審議会の居場所部

会および専門委員会にて検討された「放課後児

童クラブ運営指針」の改正案について、論点と

ポイントについて整理し、改正後の放課後児童

クラブ運営指針を読み解く際のガイドラインに

資することを目的とする。 
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方方法法 

１１．．研研究究のの方方法法 
 居場所部会にて公開された改正案について、

公開済みの資料をもとに改正案のポイントにつ

いて整理した。なお、改正案の論点は下記の 6
点である。このうち「こども」表記の統一（6．）
を除いた 1.～5．の 5 つの論点に照らし合わせ

ながら、整理したポイントについて考察した。 
 
1. 「こどもの居場所づくりに関する指針」 ii

を踏まえた改正 
2. 「こども・若者の性被害防止のための緊急

対策パッケージ」iiiを踏まえた改正 
3. 「児童福祉施設の設備及び運営に関する

基準」の改正ivを踏まえた改正 
4. 厚生労働省社会保障審議会児童部会「放課

後児童対策に関する専門委員会」報告書vを

踏まえた改正 
5. 近年の放課後児童クラブを取り巻く動向

を踏まえた改正 
6. 「こども」の表記を「こども」に統一vi 
 
２２．．倫倫理理的的配配慮慮 
 筆者が所属する一般社団法人日本社会福祉学

会研究倫理規程にもとづき、記載方法および記

載内容について配慮した。 

結結果果 

１１．．「「ここどどもものの居居場場所所づづくくりりにに関関すするる指指針針」」をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 
（１） 第１章 総則 

（放課後児童クラブにおける育成支援の

基本） 
放課後児童クラブは、自ら進んでこどもの権

利について学習を行った上で、育成支援を行う

必要があること。放課後児童クラブ及び放課後

児童クラブの運営主体は、こどもの権利が侵害

される事案が発生した場合の対応方法について

定め、あらかじめこどもに周知しておくこと、

また、事案発生時には適切に対応する必要があ

ることなどが議論された。 
 

（２） 第３章 放課後児童クラブにおける

育成支援の内容 
放課後児童クラブに通うこどもが遊びや生

活の中で、自身の権利を理解できるような環境

や機会を設けることが求められる。その内容に

ついて、保護者に周知するように努めること。 
こどもが自分の気持ちや意見を表現するこ

とができるように援助し、放課後児童クラブの

生活に主体的に関わることができるようにする

こと。 
放課後児童支援員等は、こどもが気持ちや意

見を表現できるようにし、それを受けとめる体

制を整えること。こどもが放課後児童クラブで

のルール等について意見を交わす機会を持つこ

とや、こどもの生活や遊びに影響を与える事柄

については、こどもが放課後児童支援員等と共

に考え、共に決めることができるよう努めるこ

となどが議論された。 
 
（３） 第４章 放課後児童クラブの運営 

 運営主体 
放課後児童クラブの運営主体は、こどもの権

利に関する理解を深め、放課後児童支援員等に

対するこどもの権利に関する学習の機会を設け

ることなどに留意して運営する必要があること

が議論された。 
 
（４） 第７章 職場倫理及び事業内容の向上 

放課後児童クラブの運営主体は、福祉サービ

ス第三者評価制度等を活用するなど、客観的な

評価を他者から受けることにより、事業の質の

向上につなげること。評価を行う際には、こど

もや保護者の意見を取り入れて行うことについ

て、評価機関等と実施方法について調整するこ

と。自己評価、第三者評価の結果については、

職員間で共有し、改善の方向性を検討して事業

内容の向上に生かすことなどが議論された。 
 
２２．．「「ここどどもも・・若若者者のの性性被被害害防防止止ののたためめのの緊緊急急

対対策策パパッッケケーージジ」」をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章 放課後児童クラブにおける育成

支援の内容 
育成支援の主な内容として、こどもが安全に
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安心して過ごすことができるように環境を整備

するとともに、緊急時に適切な対応ができるよ

うにすること。性被害防止のため、こどもの発

達段階に応じて、例えば「生命（いのち）の安

全教育」等を活用した啓発を行うとともに、こ

ども間での性暴力が発生した際に適切かつ迅速

に対応できるよう体制を構築するなどが議論さ

れた。 
 
３３．．「「児児童童福福祉祉施施設設のの設設備備及及びび運運営営にに関関すするる基基

準準」」のの改改正正をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全

対策 
放課後児童クラブを安全・安心な居場所とす

るため、各事業所において基準に定められた安

全計画を策定し、総合的な対策を講じることが

求められること。また、放課後児童クラブは感

染症の蔓延時や災害時にも必要に応じて開所す

ることが期待されるため、あらかじめ市町村や

保護者等関係者と連携しながら業務継続計画を

定めるよう努めることを踏まえ、とくに以下の

点に留意することが議論された。 
衛生管理として、感染症や食中毒等の発生時

の対応については、市町村や保健所との連携の

もと、あらかじめ放課後児童クラブとしての対

応方針や業務継続計画を定めておくとともに、

保護者と共有しておくこと。 
事故やケガの防止と対応として、遠足等行事

の活動や取組等のために自動車を使用する場合

は、こどもの乗車・降車の際に、点呼等で確実

に所在を確認すること。 
防災及び防犯対策として、災害等が発生した

際の対応については、その対応の仕方や業務継

続計画を事前に定めておくとともに、緊急時の

連絡体制を整備して保護者や学校と共有してお

くこと。 
災害後の復旧・復興においては、放課後児童

支援員等やこども、保護者が、被災によって生

活状況が変化している場合があるため、市町村

や関係機関と連携し、必要に応じて人的支援や

専門的助言等を求めることを検討すること。 
来所及び帰宅時の安全確保として、自動車を

使用して送迎支援を行う場合は、こどもの乗

車・降車の際に、点呼等で確実の所在を確認す

ることなどが議論された。 
 
４４．．厚厚生生労労働働省省社社会会保保障障審審議議会会児児童童部部会会「「放放課課

後後児児童童対対策策にに関関すするる専専門門委委員員会会」」報報告告書書をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 
（１） 第３章 放課後児童クラブにおける

育成支援の内容（障害のある

こどもへの対応） 
障害のあるこどもの受入れの考え方として、

障害のあるこどもの受入れに当たっては、こど

もや保護者と面談の機会を持つなどして、こど

もの健康状態、発達の状況、家庭の状況、こど

もや保護者の意向等を個別に把握する。また、

児童発達支援センターや保育所等の利用経験が

ある場合は、その状況を把握するなどし、切れ

目のない支援を行うことが求められること。 
こどもの発達の状況や、小学校の卒業等に応

じて、放課後児童クラブと放課後等デイサービ

ス間での移行支援が求められることがあるため、

関係機関と連携することが求められること。 
障害のあるこどもの育成支援に当たっての

留意点として、市町村や運営主体は、障害のあ

るこどもの特性を踏まえた育成支援の向上のた

めに、放課後児童クラブが地域の障害児関係の

専門機関等と連携して、相談できる体制をつく

ること。その際、保育所等訪問支援、児童発達

支援センターや巡回支援専門員によるスーパー

バイズ・コンサルテーション（後方支援）の活

用等も考慮すること。 
放課後児童クラブの運営主体は、市町村と連

携して、障害のあるこどもの支援にあたる職員

のスーパービジョンや職員のケアのための人材

確保や研修等を実施することなどが議論された。 
また、特に配慮を必要とするこどもへの対応

に当たっての留意事項として、国籍等の社会

的・文化的な障壁のあるこどもへの対応に当た

っては、インクルージョンの考えに立ち、必要

な支援を行えるよう留意することが議論された。 
 

（２） 第５章 学校及び地域との関係 
学校との連携する際は、コミュニティ・スク

ール（学校運営協議会制度）を活用し、放課後

5 
 

児童クラブと学校、地域の関係者が連携・協働

する機会に積極的に参加することが議論された。 
学校施設を利用して放課後児童クラブを実

施する際、放課後児童クラブを一時的に特別教

室等のタイムシェアによって運営する場合には、

あらかじめ確認すべき事項について、学校等と

取り決め等を行うよう努めること。同一小学校

内等で放課後児童クラブと放課後子供教室を実

施しており、すべてのこどもが放課後子供教室

の活動プログラムに参加し、交流できる場合（校

内交流型）は、放課後児童クラブに通うこども

の生活の場としての機能を十分に担保し、育成

支援の環境に配慮すること。その他、放課後子

供教室への参加に当たっては、体調や帰宅時刻

等の理由から参加できない、あるいは自分の意

思で参加しないこどもがいることも考慮するこ

となどが議論された。 
また、こどもの放課後や居場所を豊かにする

という観点から、放課後子供教室の企画内容や

準備等について、円滑な協力ができるように放

課後子供教室との打合せを定期的に行い、その

際には、こどもの目線に立った検討を行う。ま

た、学校区ごとに設置する協議会に参加するな

ど関係者間の連携を図ることが議論された。 
 
（３） 第６章 施設及び設備、衛生管理及び

安全対策（施設及び設備） 
こどもの遊びを豊かにするため、屋外遊びを

行う場所や自然にふれあいながら過ごせる環境

を確保することが求められること。その際、学

校施設や近隣の児童遊園・公園、児童館等を有

効に活用することなどが議論された。 
 
５５．．近近年年のの放放課課後後児児童童ククララブブをを取取りり巻巻くく動動向向をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 
（１） 第３章 放課後児童クラブにおける

育成支援の内容 
育成支援の主な内容の一つとして、こどもに

とって放課後の時間帯に栄養面や活力面から必

要とされるおやつ等を適切に提供すること。お

やつの提供に際しては、安全及び衛生に考慮す

るとともに、こども同士や放課後児童支援員等

とのコミュニケーションの機会となるため、こ

どもが落ちついて食を楽しめるようにすること

が議論された。 
さらに、こどもが持参したおやつや食事につ

いては、安全及び生成に考慮して、適切に管理

すること。保護者組織が手配等した食事につい

ては、保護者組織や弁当事業者等と十分連携し、

適切に管理することなどが議論された。 
また、保護者への連絡については、連絡帳を

効果的に活用することが必要であること。 その

際、ICT（情報通信技術）の活用も視野に入れ

ること。その他、保護者の迎えの際の直接の連

絡、通信、保護者会、個人面談等の様々な方法

を有効に活用することなどが議論された。 
 

（２） 第６章 施設及び設備、衛生管理及び

安全対策（衛生管理及び安

全管理） 
事故やケガの防止と対応について、こどもが

プール等に入水するようなことや、普段の放課

後児童クラブでの活動と異なることを行う際に

は、安全管理に特に留意し、運営体制等が整わ

ないと判断される場合は、中止することを検討

すること。放課後児童クラブの運営主体は、放

課後児童支援員等及びこどもに適切な安全教育

を行うとともに、発生した事故事例や事故につ

ながりそうな事例の情報を収集し、分析するな

どして事故防止に努める。その際、国の「特定

教育・保育施設等における事故情報データベー

ス」の活用を検討することなどが議論された。 
 
（３） 第７章 職場倫理及び事業内容の向上 

（放課後児童クラブの社会的

責任と職場倫理） 
放課後児童クラブの運営主体は、法令を遵守

するとともに、次の事項を明文化して、すべて

の放課後児童支援員等が職場倫理を自覚して職

務に当たるように組織的に取り組むこと。児童

虐待等のこどもの心身に有害な影響を与える行

為を禁止すること。また、事業所内で児童虐待

等が行われた際の対応について定めることなど

が議論された。 
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安心して過ごすことができるように環境を整備

するとともに、緊急時に適切な対応ができるよ

うにすること。性被害防止のため、こどもの発

達段階に応じて、例えば「生命（いのち）の安

全教育」等を活用した啓発を行うとともに、こ

ども間での性暴力が発生した際に適切かつ迅速

に対応できるよう体制を構築するなどが議論さ

れた。 
 
３３．．「「児児童童福福祉祉施施設設のの設設備備及及びび運運営営にに関関すするる基基

準準」」のの改改正正をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全

対策 
放課後児童クラブを安全・安心な居場所とす

るため、各事業所において基準に定められた安

全計画を策定し、総合的な対策を講じることが

求められること。また、放課後児童クラブは感

染症の蔓延時や災害時にも必要に応じて開所す

ることが期待されるため、あらかじめ市町村や

保護者等関係者と連携しながら業務継続計画を

定めるよう努めることを踏まえ、とくに以下の

点に留意することが議論された。 
衛生管理として、感染症や食中毒等の発生時

の対応については、市町村や保健所との連携の

もと、あらかじめ放課後児童クラブとしての対

応方針や業務継続計画を定めておくとともに、

保護者と共有しておくこと。 
事故やケガの防止と対応として、遠足等行事

の活動や取組等のために自動車を使用する場合

は、こどもの乗車・降車の際に、点呼等で確実

に所在を確認すること。 
防災及び防犯対策として、災害等が発生した

際の対応については、その対応の仕方や業務継

続計画を事前に定めておくとともに、緊急時の

連絡体制を整備して保護者や学校と共有してお

くこと。 
災害後の復旧・復興においては、放課後児童

支援員等やこども、保護者が、被災によって生

活状況が変化している場合があるため、市町村

や関係機関と連携し、必要に応じて人的支援や

専門的助言等を求めることを検討すること。 
来所及び帰宅時の安全確保として、自動車を

使用して送迎支援を行う場合は、こどもの乗

車・降車の際に、点呼等で確実の所在を確認す

ることなどが議論された。 
 
４４．．厚厚生生労労働働省省社社会会保保障障審審議議会会児児童童部部会会「「放放課課

後後児児童童対対策策にに関関すするる専専門門委委員員会会」」報報告告書書をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 
（１） 第３章 放課後児童クラブにおける

育成支援の内容（障害のある

こどもへの対応） 
障害のあるこどもの受入れの考え方として、

障害のあるこどもの受入れに当たっては、こど

もや保護者と面談の機会を持つなどして、こど

もの健康状態、発達の状況、家庭の状況、こど

もや保護者の意向等を個別に把握する。また、

児童発達支援センターや保育所等の利用経験が

ある場合は、その状況を把握するなどし、切れ

目のない支援を行うことが求められること。 
こどもの発達の状況や、小学校の卒業等に応

じて、放課後児童クラブと放課後等デイサービ

ス間での移行支援が求められることがあるため、

関係機関と連携することが求められること。 
障害のあるこどもの育成支援に当たっての

留意点として、市町村や運営主体は、障害のあ

るこどもの特性を踏まえた育成支援の向上のた

めに、放課後児童クラブが地域の障害児関係の

専門機関等と連携して、相談できる体制をつく

ること。その際、保育所等訪問支援、児童発達

支援センターや巡回支援専門員によるスーパー

バイズ・コンサルテーション（後方支援）の活

用等も考慮すること。 
放課後児童クラブの運営主体は、市町村と連

携して、障害のあるこどもの支援にあたる職員

のスーパービジョンや職員のケアのための人材

確保や研修等を実施することなどが議論された。 
また、特に配慮を必要とするこどもへの対応

に当たっての留意事項として、国籍等の社会

的・文化的な障壁のあるこどもへの対応に当た

っては、インクルージョンの考えに立ち、必要

な支援を行えるよう留意することが議論された。 
 

（２） 第５章 学校及び地域との関係 
学校との連携する際は、コミュニティ・スク

ール（学校運営協議会制度）を活用し、放課後

5 
 

児童クラブと学校、地域の関係者が連携・協働

する機会に積極的に参加することが議論された。 
学校施設を利用して放課後児童クラブを実

施する際、放課後児童クラブを一時的に特別教

室等のタイムシェアによって運営する場合には、

あらかじめ確認すべき事項について、学校等と

取り決め等を行うよう努めること。同一小学校

内等で放課後児童クラブと放課後子供教室を実

施しており、すべてのこどもが放課後子供教室

の活動プログラムに参加し、交流できる場合（校

内交流型）は、放課後児童クラブに通うこども

の生活の場としての機能を十分に担保し、育成

支援の環境に配慮すること。その他、放課後子

供教室への参加に当たっては、体調や帰宅時刻

等の理由から参加できない、あるいは自分の意

思で参加しないこどもがいることも考慮するこ

となどが議論された。 
また、こどもの放課後や居場所を豊かにする

という観点から、放課後子供教室の企画内容や

準備等について、円滑な協力ができるように放

課後子供教室との打合せを定期的に行い、その

際には、こどもの目線に立った検討を行う。ま

た、学校区ごとに設置する協議会に参加するな

ど関係者間の連携を図ることが議論された。 
 
（３） 第６章 施設及び設備、衛生管理及び

安全対策（施設及び設備） 
こどもの遊びを豊かにするため、屋外遊びを

行う場所や自然にふれあいながら過ごせる環境

を確保することが求められること。その際、学

校施設や近隣の児童遊園・公園、児童館等を有

効に活用することなどが議論された。 
 
５５．．近近年年のの放放課課後後児児童童ククララブブをを取取りり巻巻くく動動向向をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 
（１） 第３章 放課後児童クラブにおける

育成支援の内容 
育成支援の主な内容の一つとして、こどもに

とって放課後の時間帯に栄養面や活力面から必

要とされるおやつ等を適切に提供すること。お

やつの提供に際しては、安全及び衛生に考慮す

るとともに、こども同士や放課後児童支援員等

とのコミュニケーションの機会となるため、こ

どもが落ちついて食を楽しめるようにすること

が議論された。 
さらに、こどもが持参したおやつや食事につ

いては、安全及び生成に考慮して、適切に管理

すること。保護者組織が手配等した食事につい

ては、保護者組織や弁当事業者等と十分連携し、

適切に管理することなどが議論された。 
また、保護者への連絡については、連絡帳を

効果的に活用することが必要であること。 その

際、ICT（情報通信技術）の活用も視野に入れ

ること。その他、保護者の迎えの際の直接の連

絡、通信、保護者会、個人面談等の様々な方法

を有効に活用することなどが議論された。 
 

（２） 第６章 施設及び設備、衛生管理及び

安全対策（衛生管理及び安

全管理） 
事故やケガの防止と対応について、こどもが

プール等に入水するようなことや、普段の放課

後児童クラブでの活動と異なることを行う際に

は、安全管理に特に留意し、運営体制等が整わ

ないと判断される場合は、中止することを検討

すること。放課後児童クラブの運営主体は、放

課後児童支援員等及びこどもに適切な安全教育

を行うとともに、発生した事故事例や事故につ

ながりそうな事例の情報を収集し、分析するな

どして事故防止に努める。その際、国の「特定

教育・保育施設等における事故情報データベー

ス」の活用を検討することなどが議論された。 
 
（３） 第７章 職場倫理及び事業内容の向上 

（放課後児童クラブの社会的

責任と職場倫理） 
放課後児童クラブの運営主体は、法令を遵守

するとともに、次の事項を明文化して、すべて

の放課後児童支援員等が職場倫理を自覚して職

務に当たるように組織的に取り組むこと。児童

虐待等のこどもの心身に有害な影響を与える行

為を禁止すること。また、事業所内で児童虐待

等が行われた際の対応について定めることなど

が議論された。 
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５５．．近近年年のの放放課課後後児児童童ククララブブをを取取りり巻巻くく動動向向をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されている。このうち、こど

もにとって放課後の時間帯に栄養面や活力面か

ら必要とされるおやつ等を適切に提供すること

について、おやつの時間は、捕食のみならず、

重要なコミュニケーション（こども同士、こど

もと職員）の機会や心理面での安定の機会とも

なっていることを踏まえるべきである。 
保護者との連絡方法等については、放課後児

童クラブにおける ICT 化の状況を踏まえ、積極

的に推進すべきと考えられる。ICT 化の推進は、

利用者の利便性の向上とともに、職員の負担軽

減の面からも推奨されると考えられる。 
第６章には、施設及び設備、衛生管理及び安

全対策が規定されている。近年、保育現場等で

散見される事故やケガを防止する対策の一環と

して、こども家庭庁が公開している事故データ

ベースの活用が有効であると考えられる。 

結結語語 

 放課後児童クラブは、児童福祉法第 6 条の 3
第 2 項に規定する「放課後児童健全育成事業」

として、1998（平成 10）年度に創設された第二

種社会福祉事業である。「小学校に就学している

児童であつてvii、その保護者が労働等により昼

間家庭にいないものに、授業の終了後に児童厚

生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活

の場を与えて、その健全な育成を図る事業をい

う」（児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項）と位置付け

られている。 

2024（令和 6）年 5 月 1 日現在、登録児童数

1,515,205 人（前年比 57,821 人増）、支援の単位

数 38,075 支援（前年比 1,041 支援の単位増）、

利用できなかった児童数（待機児童数）18,462 
人（前年比 2,186 人増）viiiとなっていることか

らもわかるように、こどもの居場所づくりを検

討するうえで重要な社会資源となっている。 
 こどもを取り巻く最新の状況を踏まえた、国

によるこども施策の方針や動向を理解すること

は、こども支援にかかわるすべてのおとなの責

務でもある。このたびの放課後児童クラブ運営

指針の改正は、こどもの安全・安心な放課後の

居場所づくりを進める意味においても重要な作

業であると同時に、放課後児童クラブが、こど

もの最善の利益にかなう事業であり、こども家

庭庁のスローガンでもある「こどもまんなか」

社会の実現のために必須の事業でもあることを

再認識することができる。 

補補足足 

 改正放課後児童クラブ運営指針は、2025（令

和 7）年 1 月 22 日に局長通知され、2025（令和

7）年 4 月 1 日から運用されることになった。 

文文献献 

【参考文献】 
1）厚生労働省雇用均等・児童家庭局『「放課後

児童クラブ運営指針」の策定について』（雇

児発 0331 第 34 号）平成 27 年 3 月 31 日 
2）こども家庭庁成育局長『放課後児童クラブ運

営指針の改正について（通知）』（こ成環第

16 号）令和 7 年 1 月 22 日 

 

注 
 

i 「支援の単位」とは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第 10 条第 4 項において、

「放課後児童健全育成事業における単位であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一

体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね四十人以下とする。」と

されている。 
ii 「こども居場所づくりに関する指針」 
こども家庭審議会により審議された後、こども政策推進会議により策定され、2023（令和 5 年）12 月

22 日に閣議決定された。内閣総理大臣からの諮問を受け、こども家庭審議会において 3 回、こどもの

居場所部会において 13回の議論を重ね、こどもや若者等の意見を聴く取り組みを実施したうえで、2023
（令和 5 年）12 月に答申が行われた。 

6 
 

考考察察 

１１．．「「ここどどもものの居居場場所所づづくくりりにに関関すするる指指針針」」をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第１章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の基本が規定されており、放課後児童クラ

ブの社会的責任として、新任の職員がこどもの

権利について認識を持たないまま支援に当たる

ことは避けなければならないだろう。概念的に

こどもの最善の利益を理解していても、実態と

異なる場合があり、職員や運営主体の権利学習

については明確化する必要がある。 
第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されており、遊びと生活の支

援の場であることから、こどもに対するこども

の権利に関する学びの機会提供については、お

となによる強制にならないよう、こどもが主体

的に学ぶことを促すというような配慮が必要で

ある。 
また、こどもが自分の気持ちや意見を表現す

ることができるように援助し、放課後児童クラ

ブの生活に主体的に関わることができるように

することや、おとな主導の環境設定から、こど

もが主体的に運営に関わることにつながるよう

な配慮が必要である。こどもが意見を交わす機

会を設けるだけではなく、職員と共に考え、決

定していけるよう、こども・職員双方が参画す

る放課後児童クラブにしていくべきと考えられ

る。 
第７章には、職場倫理及び事業内容の向上へ

の取り組みが規定されている。運営内容の評価

と改善のために、第三者評価の中に保護者だけ

ではなく、利用するこどもの声も入れることが

必要である。 
 
２２．．「「ここどどもも・・若若者者のの性性被被害害防防止止ののたためめのの緊緊急急

対対策策パパッッケケーージジ」」をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されている。 
育成支援の主な内容として、こどもが安全に

安心して過ごすことができるように環境を整備

するとともに、緊急時に適切な対応ができるよ

うにすることが必要である。 
また、こども家庭庁は、学校における取組事

例も踏まえ、児童館や放課後児童クラブの運営

ガイドラインに、児童・生徒間の性暴力への対

応について盛り込むことを検討している。 
 
３３．．「「児児童童福福祉祉施施設設のの設設備備及及びび運運営営にに関関すするる基基

準準」」のの改改正正をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第６章には、施設及び設備、衛生管理及び安

全対策が規定されている。コロナ禍で経験した

エッセンシャルワーカーへの支援の必要性や、

テレワークの推進の状況を鑑みて、BCP（業務

継続計画）が具体的に運用できることを促すよ

うな記載が求められる。 
事故やケガの防止と対応のために、事故デー

タベースの活用を促すことも必要である。 
また、防災及び防犯対策として、災害時の支

援者支援の観点から外部支援の受入対応につい

て早急に検討を進めることが必要である。災害

派遣チームとしては、医療分野の DMAT（ディ

ーマット）や、福祉分野の DWAT（ディーワッ

ト）があるが、こども支援分野が脆弱であるこ

とから、こども支援に特化した災害派遣チーム

の体制整備が求められる。 
 
４４．．厚厚生生労労働働省省社社会会保保障障審審議議会会児児童童部部会会「「放放課課

後後児児童童対対策策にに関関すするる専専門門委委員員会会」」報報告告書書をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されている。このうち、障害

のあるこどもの育成支援については、関係機関

（医療機関、相談支援事業所、障害児通所事業

所等）との連携のハードルが高く、放課後児童

支援員による対応が十分に実施されないことが

想定される。インクルージョンの推進のために

は、放課後児童クラブの体制強化が求められる。 
第５章には、学校及び地域との関係に関する

事項が規定されている。このうち、学校施設を

利用してタイムシェアによる放課後児童クラブ

を実施する場合は、あくまで、専用区画が確保

されるまでの一時的な措置であり、タイムシェ

アが常態化しないことが必要である。 
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５５．．近近年年のの放放課課後後児児童童ククララブブをを取取りり巻巻くく動動向向をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されている。このうち、こど

もにとって放課後の時間帯に栄養面や活力面か

ら必要とされるおやつ等を適切に提供すること

について、おやつの時間は、捕食のみならず、

重要なコミュニケーション（こども同士、こど

もと職員）の機会や心理面での安定の機会とも

なっていることを踏まえるべきである。 
保護者との連絡方法等については、放課後児

童クラブにおける ICT 化の状況を踏まえ、積極

的に推進すべきと考えられる。ICT 化の推進は、

利用者の利便性の向上とともに、職員の負担軽

減の面からも推奨されると考えられる。 
第６章には、施設及び設備、衛生管理及び安

全対策が規定されている。近年、保育現場等で

散見される事故やケガを防止する対策の一環と

して、こども家庭庁が公開している事故データ

ベースの活用が有効であると考えられる。 

結結語語 

 放課後児童クラブは、児童福祉法第 6 条の 3
第 2 項に規定する「放課後児童健全育成事業」

として、1998（平成 10）年度に創設された第二

種社会福祉事業である。「小学校に就学している

児童であつてvii、その保護者が労働等により昼

間家庭にいないものに、授業の終了後に児童厚

生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活

の場を与えて、その健全な育成を図る事業をい

う」（児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項）と位置付け

られている。 

2024（令和 6）年 5 月 1 日現在、登録児童数

1,515,205 人（前年比 57,821 人増）、支援の単位

数 38,075 支援（前年比 1,041 支援の単位増）、

利用できなかった児童数（待機児童数）18,462 
人（前年比 2,186 人増）viiiとなっていることか

らもわかるように、こどもの居場所づくりを検

討するうえで重要な社会資源となっている。 
 こどもを取り巻く最新の状況を踏まえた、国

によるこども施策の方針や動向を理解すること

は、こども支援にかかわるすべてのおとなの責

務でもある。このたびの放課後児童クラブ運営

指針の改正は、こどもの安全・安心な放課後の

居場所づくりを進める意味においても重要な作

業であると同時に、放課後児童クラブが、こど

もの最善の利益にかなう事業であり、こども家

庭庁のスローガンでもある「こどもまんなか」

社会の実現のために必須の事業でもあることを

再認識することができる。 

補補足足 

 改正放課後児童クラブ運営指針は、2025（令

和 7）年 1 月 22 日に局長通知され、2025（令和

7）年 4 月 1 日から運用されることになった。 

文文献献 

【参考文献】 
1）厚生労働省雇用均等・児童家庭局『「放課後

児童クラブ運営指針」の策定について』（雇

児発 0331 第 34 号）平成 27 年 3 月 31 日 
2）こども家庭庁成育局長『放課後児童クラブ運

営指針の改正について（通知）』（こ成環第

16 号）令和 7 年 1 月 22 日 

 

注 
 

i 「支援の単位」とは、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第 10 条第 4 項において、

「放課後児童健全育成事業における単位であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一

体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね四十人以下とする。」と

されている。 
ii 「こども居場所づくりに関する指針」 
こども家庭審議会により審議された後、こども政策推進会議により策定され、2023（令和 5 年）12 月

22 日に閣議決定された。内閣総理大臣からの諮問を受け、こども家庭審議会において 3 回、こどもの

居場所部会において 13回の議論を重ね、こどもや若者等の意見を聴く取り組みを実施したうえで、2023
（令和 5 年）12 月に答申が行われた。 

6 
 

考考察察 

１１．．「「ここどどもものの居居場場所所づづくくりりにに関関すするる指指針針」」をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第１章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の基本が規定されており、放課後児童クラ

ブの社会的責任として、新任の職員がこどもの

権利について認識を持たないまま支援に当たる

ことは避けなければならないだろう。概念的に

こどもの最善の利益を理解していても、実態と

異なる場合があり、職員や運営主体の権利学習

については明確化する必要がある。 
第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されており、遊びと生活の支

援の場であることから、こどもに対するこども

の権利に関する学びの機会提供については、お

となによる強制にならないよう、こどもが主体

的に学ぶことを促すというような配慮が必要で

ある。 
また、こどもが自分の気持ちや意見を表現す

ることができるように援助し、放課後児童クラ

ブの生活に主体的に関わることができるように

することや、おとな主導の環境設定から、こど

もが主体的に運営に関わることにつながるよう

な配慮が必要である。こどもが意見を交わす機

会を設けるだけではなく、職員と共に考え、決

定していけるよう、こども・職員双方が参画す

る放課後児童クラブにしていくべきと考えられ

る。 
第７章には、職場倫理及び事業内容の向上へ

の取り組みが規定されている。運営内容の評価

と改善のために、第三者評価の中に保護者だけ

ではなく、利用するこどもの声も入れることが

必要である。 
 
２２．．「「ここどどもも・・若若者者のの性性被被害害防防止止ののたためめのの緊緊急急

対対策策パパッッケケーージジ」」をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されている。 
育成支援の主な内容として、こどもが安全に

安心して過ごすことができるように環境を整備

するとともに、緊急時に適切な対応ができるよ

うにすることが必要である。 
また、こども家庭庁は、学校における取組事

例も踏まえ、児童館や放課後児童クラブの運営

ガイドラインに、児童・生徒間の性暴力への対

応について盛り込むことを検討している。 
 
３３．．「「児児童童福福祉祉施施設設のの設設備備及及びび運運営営にに関関すするる基基

準準」」のの改改正正をを踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第６章には、施設及び設備、衛生管理及び安

全対策が規定されている。コロナ禍で経験した

エッセンシャルワーカーへの支援の必要性や、

テレワークの推進の状況を鑑みて、BCP（業務

継続計画）が具体的に運用できることを促すよ

うな記載が求められる。 
事故やケガの防止と対応のために、事故デー

タベースの活用を促すことも必要である。 
また、防災及び防犯対策として、災害時の支

援者支援の観点から外部支援の受入対応につい

て早急に検討を進めることが必要である。災害

派遣チームとしては、医療分野の DMAT（ディ

ーマット）や、福祉分野の DWAT（ディーワッ

ト）があるが、こども支援分野が脆弱であるこ

とから、こども支援に特化した災害派遣チーム

の体制整備が求められる。 
 
４４．．厚厚生生労労働働省省社社会会保保障障審審議議会会児児童童部部会会「「放放課課

後後児児童童対対策策にに関関すするる専専門門委委員員会会」」報報告告書書をを

踏踏ままええたた主主なな改改正正 
 

第３章には、放課後児童クラブにおける育成

支援の内容が規定されている。このうち、障害

のあるこどもの育成支援については、関係機関

（医療機関、相談支援事業所、障害児通所事業

所等）との連携のハードルが高く、放課後児童

支援員による対応が十分に実施されないことが

想定される。インクルージョンの推進のために

は、放課後児童クラブの体制強化が求められる。 
第５章には、学校及び地域との関係に関する

事項が規定されている。このうち、学校施設を

利用してタイムシェアによる放課後児童クラブ

を実施する場合は、あくまで、専用区画が確保

されるまでの一時的な措置であり、タイムシェ

アが常態化しないことが必要である。 
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iii 「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」 
2024（令和 6）年 4 月 25 日に、こども家庭庁と内閣府で開催した合同会議で、こども・若者の性被害

を防止するための対策の全体像が新たに整理され、「こども性暴力防止に向けた総合的な対策」がと

りまとめられた。 
iv 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」の改正 
2024（令和 6）年 3 月 13 日、「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準の一部を改正する内閣府令」（令和 6 年内閣府令第 18 号） 
v 厚生労働省社会保障審議会児童部会「放課後児童対策に関する専門委員会」報告書 
2018（平成 30）年７月 27 日に、中間とりまとめ（「総合的な放課後児童対策に向けて」）、2023（令和

5）年 3 月 28 日に、「放課後児童クラブ・児童館等の課題と施策の方向性」がとりまとめられた。 
vi 「こども」表記 
こども基本法（令和 4 年 6 月 22 日法律第 77）における「こども」の定義を踏まえた措置 
こども基本法第 2 条第 1 項「この法律において、「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。」 
vii 児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項には、「あって」ではなく、「あつて」と表記されている。 
viii 「令和 6 年度放課後児童クラブの実施状況（速報値）」（令和 6 年 7 月 19 日）こども家庭庁成育局

成育環境課 

第 14 回 新潟人間生活学会 

 

＜テーマ＞ 

地域共生社会の実現に向けて「断らない相談支援」とは？ 

＜プログラム＞ 

【第1部】 対談 「つなげる支援室のとりくみ」 

趣旨説明：小澤 薫 氏（新潟県立大学人間生活学部子ども学科准教授） 

対談： 岡本 由美子 氏（大阪府八尾市健康福祉部次長兼福祉事務所長） 

小池 由佳 氏（新潟県立大学人間生活学部子ども学科教授） 

 

【第2部】 実践報告 「新潟県内自治体での取り組み」 

実践報告：関川村社会福祉協議会 

三条市福祉保健部地域包括ケア推進課 

新発田市社会福祉協議会 

長岡市福祉保健部福祉総務課 

 

 

 

 

 

 

202４年７月 2０日 

於 新潟県立大学 
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202４年７月 2０日 

於 新潟県立大学 
2024年７月2 ０日
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第 14 回新潟人間生活学会（令和 6 年 7 月 20 日）報告  

大会テーマ 

地域共生社会の実現に向けて～「断らない相談支援」とは？ 

 

 2024 年度の人間生活学会は、「地域共生社会の実現に向けて～『断らない相談支援』とは？」を

テーマに、〈対談〉と〈新潟県内における実践報告〉の 2 部構成で行われた。当日は、学会員に加え、

新潟県内外から、地域福祉に関心を有する多様な立場の方々から参加していただくことができた。 

 第 1 部の〈対談〉を始めるにあたり、小澤薫会員（新潟県立大学人間生活学部子ども学科）から

趣旨説明が行われた。〈対談〉は、大阪府八尾市で取り組まれている「つなげる支援室」について、

岡本由美子氏（大阪府八尾市健康福祉部次長兼福祉事務所長）と小池由佳会員（新潟県立大学人間

生活学部子ども学科）により行われた。 

 第 2 部では、新潟県内で地域共生社会の実現に向けた、断らない相談支援体制の実践報告を行っ

た。報告は、関川村社会福祉協議会、三条市、新発田市社会福祉協議会、長岡市より行った。実践

報告のあと、岡本由美子氏も加えて、参加者とのフロアディスカッションを行った。 

 本大会の概略は以下のとおりである。 

 

第 1 部 対談 

つなげる支援室のとりくみ 

1．趣旨説明 

 対談を始めるにあたって、大会の趣旨「地域

共生社会の実現に向けて『断らない相談支援』

とは～社会保障と重層的支援体制整備事業～」

について、資料に沿って説明があった。 

 

2．対談 

岡本由美子氏から大阪府八尾市で「つなげる

支援室」に取り組むようになった経緯、実践報

告等を中心に進められた。 

概略は、以下のとおりである。 

 

1）「つなげる支援室」立ち上げの経緯 

・特別定額給付金の未申請者訪問がきっかけ 

・つながらない、中間層の存在 

2）開設にあたっての準備 

・相談機関へのアンケートやヒアリングを実施 

・他からの相談を受け入れる困難さ 

・「旗振り役」と「困難事例を対応できる部署」

を一体的に置く必要性 

3）「八尾市版」重層的支援体制整備事業の特徴 

・行政が主導で、社会福祉協議会と社会福祉法

人を巻き込む 

4）事業実施の効果・チーム支援による困難事例

の問題解決 

・行政（「つなげる支援室」）や社協で働きたい

人たちの増加 

5）「行政が本気で取り組む」 

・庁内全体で「気づく力」の向上 

・行政の縦割りを解消すること。関係機関や住

民に伝わるようにする。それが地域共生社会の

実現につながる。 

 

 

第２部 実践報告 

新潟県内自治体での取り組み 

第２部の実践報告では、関川村社会福祉協議

会、三条市福祉保健部地域包括ケア推進課、新

発田市社会福祉協議会、長岡市福祉保健部福祉

総務課の順に実践報告を行った。 

 

1）関川村社会福祉協議会 

 報告者：平田 達哉 氏 

・関川村では 2 年間の重層的支援体制整備事業

モデル事業を経て、令和 3 年度から移行準備期

間、令和 6 年度から本格実施。 

・相談支援は、担当のコーディネーターを配置、

総合相談の窓口、福祉なんでも相談会（定例の

相談会）を実施。 

・総合相談窓口は、どこに相談したらいいのか

わからない相談に加えて、関係機関からの相談

を受け付ける。福祉なんでも相談会は、相談の

きっかけづくりが目的。 

・支援会議を 3 層構造で実施。1 層では、社協

と行政での課題整理。より多機関連携が必要な

相談には、2 層支援会議として、関係機関を招

集して会議体を構成。3 層支援会議は、重層的

支援体制整備事業の評価と地域課題の共有が目

的。 

・重層的支援体制整備事業の向上を目的に、社

協と行政所管課との会議、研修会等も実施。 

・実施することで、連携体制が強化されたこと

を実感。これまで対応することができなかった

相談への対応が可能となった。 

・課題は、「待ちの姿勢」でいること。より積極

的なアプローチの必要性。地域の社会資源の少

なさ。セーフティネットにつながる社会資源を

作ること。 

 

2）三条市福祉保健部地域包括ケア推進課 

報告者：鬼木 舞 氏 

・三条市は、令和 4～6 年度を移行準備期間、令

和 7 年度からの本格実施の予定。 

・圏域ごとに相談機関のネットワーク構築に取

り組んできた。圏域での担当者を配置したこと

で、相談先が明確になった。 

・令和 4 年度から取り組んでいる支援者会議等、

顔の見える関係づくりによって、より連携連嫌

がしやすくなったという声があがっている。 

・特徴は、圏域ごとに担当する弁護士の存在。

法律関係の相談のしやすさにつながっている。 

・定期的な支援者会議の開催で、課題整理や役

割確認が深化している。 

・クラウドサービスを活用した情報共有。情報

共有、進捗管理、支援方針の確認等がスムーズ

になり、迅速な対応にもつながった。 

・課題として、圏域ごとでの体制整備は充実し

つつあるが、全体を俯瞰する機関が必要。地域

包括ケア推進課に全体を統括するコーディネー

ターを配置予定。 

 

 

3）新発田市社会福祉協議会 

報告者：川瀬 聖志 氏 

・今回、相談支援の立場ではなく、参加支援に

取り組む立場から、相談支援に期待したいこと

が報告の中心となる。 

・従来、若者支援に力を入れてきた。その個別

支援を通じて、地域に参加できる場の設置、運

営に力を入れてきた。 

・そこで出会う方々から、課題の多様化、複雑

化が生じていることを日々感じている。 

・社協が関わる相談支援として、「暮らしと住ま

いの福祉相談会」を年に 2 回実施している。福

祉だけでなく、司法や住宅等、多様な機関が一

体的に相談を受けることで、複数の課題への対

応が可能となっている。 

・若者支援を通じて、行政、社協、サポートス

テーションが連携しながら対応している。一方

で、連携に対する温度差等を課題として感じて

いる。 
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第 14 回新潟人間生活学会（令和 6 年 7 月 20 日）報告

大会テーマ 

地域共生社会の実現に向けて～「断らない相談支援」とは？ 

2024 年度の人間生活学会は、「地域共生社会の実現に向けて～『断らない相談支援』とは？」を

テーマに、〈対談〉と〈新潟県内における実践報告〉の 2 部構成で行われた。当日は、学会員に加え、

新潟県内外から、地域福祉に関心を有する多様な立場の方々から参加していただくことができた。

第 1 部の〈対談〉を始めるにあたり、小澤薫会員（新潟県立大学人間生活学部子ども学科）から

趣旨説明が行われた。〈対談〉は、大阪府八尾市で取り組まれている「つなげる支援室」について、

岡本由美子氏（大阪府八尾市健康福祉部次長兼福祉事務所長）と小池由佳会員（新潟県立大学人間

生活学部子ども学科）により行われた。 

第 2 部では、新潟県内で地域共生社会の実現に向けた、断らない相談支援体制の実践報告を行っ

た。報告は、関川村社会福祉協議会、三条市、新発田市社会福祉協議会、長岡市より行った。実践

報告のあと、岡本由美子氏も加えて、参加者とのフロアディスカッションを行った。 

本大会の概略は以下のとおりである。 

第 1 部 対談 

つなげる支援室のとりくみ 

1．趣旨説明

対談を始めるにあたって、大会の趣旨「地域

共生社会の実現に向けて『断らない相談支援』

とは～社会保障と重層的支援体制整備事業～」

について、資料に沿って説明があった。

2．対談

岡本由美子氏から大阪府八尾市で「つなげる

支援室」に取り組むようになった経緯、実践報

告等を中心に進められた。

概略は、以下のとおりである。

1）「つなげる支援室」立ち上げの経緯

・特別定額給付金の未申請者訪問がきっかけ

・つながらない、中間層の存在

2）開設にあたっての準備 
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3）「八尾市版」重層的支援体制整備事業の特徴 

・行政が主導で、社会福祉協議会と社会福祉法
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4）事業実施の効果・チーム支援による困難事例
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・行政（「つなげる支援室」）や社協で働きたい

人たちの増加 

5）「行政が本気で取り組む」

・庁内全体で「気づく力」の向上

・行政の縦割りを解消すること。関係機関や住

民に伝わるようにする。それが地域共生社会の

実現につながる。

 

第２部 実践報告 

新潟県内自治体での取り組み 

第２部の実践報告では、関川村社会福祉協議

会、三条市福祉保健部地域包括ケア推進課、新

発田市社会福祉協議会、長岡市福祉保健部福祉

総務課の順に実践報告を行った。 

1）関川村社会福祉協議会

報告者：平田 達哉 氏
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相談会）を実施。 
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を実感。これまで対応することができなかった

相談への対応が可能となった。 
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共有、進捗管理、支援方針の確認等がスムーズ

になり、迅速な対応にもつながった。 

・課題として、圏域ごとでの体制整備は充実し

つつあるが、全体を俯瞰する機関が必要。地域

包括ケア推進課に全体を統括するコーディネー

ターを配置予定。

3）新発田市社会福祉協議会

報告者：川瀬 聖志 氏

・今回、相談支援の立場ではなく、参加支援に

取り組む立場から、相談支援に期待したいこと

が報告の中心となる。 

・従来、若者支援に力を入れてきた。その個別

支援を通じて、地域に参加できる場の設置、運

営に力を入れてきた。 

・そこで出会う方々から、課題の多様化、複雑

化が生じていることを日々感じている。 

・社協が関わる相談支援として、「暮らしと住ま

いの福祉相談会」を年に 2 回実施している。福

祉だけでなく、司法や住宅等、多様な機関が一

体的に相談を受けることで、複数の課題への対

応が可能となっている。 

・若者支援を通じて、行政、社協、サポートス

テーションが連携しながら対応している。一方

で、連携に対する温度差等を課題として感じて

いる。 
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4）長岡市福祉保健部福祉総務課 

報告者：小川 裕 氏 

・市の福祉保健部に 8 つの部署がある。高齢、

障害、介護、健康など、7 専門部署の総括が福

祉総務課の役割。 

・長岡駅に近接する役所（アオーレ長岡）に、

総合行政福祉窓口を設置。相談を集約、適切な

機関につなぐことを目的。駅から徒歩 5 分にあ

る社会福祉センター（トモシア）に、社会福祉

関係機関の相談窓口を集約。トモシアから車で

5 分にある、さいわいプラザで、高齢・障害・

子ども関係の相談機関を集約。その他、配偶者

暴力相談支援センター等、権利擁護や就労窓口

等を駅徒歩圏内に設置。 

・複合化している相談については、いずれの相

談機関からもケース会議を呼びかけることがで

きる。呼びかけた機関がケース進行を担当。 

・相談機関は駅近郊を中心に集約しているが、

地域にある既存の場を用いて、相談の機会、き

っかけづくりを行っている。 

・当市の相談支援体制は、中心地域に相談機関

を集約すると同時に、広域である長岡市をカバ

ーできるよう、圏域で生じている課題を適切な

相談機関等につなぐことで解決を図る体制を構

築し、全市的な包括支援体制につなげている。 

・課題は人材の確保と情報共有方法。個人情報

の共有が必要となる。クラウドの活用や庁内機

関間の連携にも取り組んで行きたい。 

 

5）質疑応答 

・三条市で予定されている全体コーディネータ

ーの役割について 

→直接支援には関わらず、重層的支援会議等の

設定や進捗管理等を行うことを想定。 

・クラウドの活用と個人情報の管理について 

→ケースの進捗管理等、情報共有はスムーズに

なった。同時に、どの機関と情報共有するかの

条件設定は必要。ケースごとに閲覧できる機関

を設定している。 

 

6）まとめ～「断らない相談支援」のキーワード 

・調整役の必要性 

・関係者間の目線合わせ 

・連携と同時に相談体制の質の向上 

・庁内の風通しの向上と機動性を高めることを

目的とした組織改革 

 

以上（文責：小池・小澤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



−44− −45−

新潟人間生活学会　第14回大会　プログラム
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報告者：小川 裕 氏 

・市の福祉保健部に 8 つの部署がある。高齢、

障害、介護、健康など、7 専門部署の総括が福

祉総務課の役割。 

・長岡駅に近接する役所（アオーレ長岡）に、

総合行政福祉窓口を設置。相談を集約、適切な

機関につなぐことを目的。駅から徒歩 5 分にあ

る社会福祉センター（トモシア）に、社会福祉

関係機関の相談窓口を集約。トモシアから車で

5 分にある、さいわいプラザで、高齢・障害・

子ども関係の相談機関を集約。その他、配偶者

暴力相談支援センター等、権利擁護や就労窓口

等を駅徒歩圏内に設置。 

・複合化している相談については、いずれの相

談機関からもケース会議を呼びかけることがで

きる。呼びかけた機関がケース進行を担当。 

・相談機関は駅近郊を中心に集約しているが、

地域にある既存の場を用いて、相談の機会、き

っかけづくりを行っている。 

・当市の相談支援体制は、中心地域に相談機関

を集約すると同時に、広域である長岡市をカバ

ーできるよう、圏域で生じている課題を適切な

相談機関等につなぐことで解決を図る体制を構

築し、全市的な包括支援体制につなげている。 

・課題は人材の確保と情報共有方法。個人情報

の共有が必要となる。クラウドの活用や庁内機

関間の連携にも取り組んで行きたい。 

 

5）質疑応答 

・三条市で予定されている全体コーディネータ

ーの役割について 

→直接支援には関わらず、重層的支援会議等の

設定や進捗管理等を行うことを想定。 

・クラウドの活用と個人情報の管理について 

→ケースの進捗管理等、情報共有はスムーズに

なった。同時に、どの機関と情報共有するかの

条件設定は必要。ケースごとに閲覧できる機関

を設定している。 

 

6）まとめ～「断らない相談支援」のキーワード 

・調整役の必要性 

・関係者間の目線合わせ 

・連携と同時に相談体制の質の向上 

・庁内の風通しの向上と機動性を高めることを

目的とした組織改革 

 

以上（文責：小池・小澤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地
域

共
生

社
会

の
実

現
に

向
け

て
 

「
断

ら
な

い
相

談
支

援
」

と
は

 
社

会
保

障
と

重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業

第
14

回
新

潟
人

間
生

活
学

会
 

小
澤

薫
（

新
潟

県
立

大
学

）

戦
後
日
本
の
社
会
形
成
に
お
け
る
想
定

•
標

準
の

ラ
イ

フ
コ

ー
ス

を
歩

む
と

い
う

想
定

：
⼈

⽣
の

道
筋

の
輪

郭
は

、
「

家
族

」
「

仕
事

」
「

住
宅

」
の

推
移

か
ら

つ
く

ら
れ

る
 

•
親

の
家

を
出

て
、

賃
貸

住
宅

を
確

保
し

、
仕

事
に

就
き

、
そ

し
て

、
結

婚
し

、
家

族
を

も
ち

、
安

定
し

た
雇

⽤
の

も
と

で
、

所
得

を
増

や
し

、
よ

り
良

質
な

借
家

に
住

み
、

さ
ら

に
持

ち
家

を
取

得
す

る
と

い
う

「
社

会
的

標
準

」
 

•
⼈

⽣
の

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

は
、

結
婚

と
家

族
、

雇
⽤

と
所

得
、

住
ま

い
の

安
定

 

•
そ

れ
ら

を
前

提
と

し
た

社
会

保
険

制
度

•
•

日
本
の
社
会
保
障
の
定
義

•
社
会
保
障
制
度
と
は
、
疾
病
・
負
傷
・
分
娩
・
廃
疾
・
死
亡
・
⽼
齢
・
失
業
・
多
⼦
そ
の
他

困
窮
の
原
因
に
対
し
、
保
険
的
⽅
法
⼜
は
直
接
公
の
負
担
に
お
い
て
経
済
保
障
の
途
を
講

じ
、
⽣
活
困
窮
に
陥
っ
た
者
に
対
し
て
は
、
国
家
扶
助
に
よ
っ
て
最
低
限
度
の
⽣
活
を
保
障

す
る
と
と
も
に
公
衆
衛
⽣
及
び
社
会
福
祉
の
向
上
を
図
り
、
も
っ
て
す
べ
て
の
国
⺠
が
⽂
化

的
社
会
の
成
員
た
る
に
値
す
る
⽣
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
い
う
の
で

あ
る
。
 
こ
の
よ
う
な
⽣
活
保
障
の
責
任
は
国
家
に
あ
る
。
国
家
は
こ
れ
に
対
す
る
綜
合
的

企
画
を
た
て
、
こ
れ
を
政
府
及
び
公
共
団
体
を
通
じ
て
⺠
主
的
能
率
的
に
実
施
し
な
け
れ
ば

な
れ
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
す
べ
て
の
国
⺠
を
対
象
と
し
、
公
平
と
機
会
均
等
と
を
原
則
と
し

な
く
て
は
な
ら
ぬ
。
ま
た
こ
れ
は
健
康
と
⽂
化
的
な
⽣
活
⽔
準
を
維
持
す
る
程
度
の
も
の
で

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
19
50
年
社
会
保
障
制
度
審
議
会
「
社
会
保
障
制
度
に
関
す
る
勧
告
」

地
域
共
生
社
会
に
向
け
た
包
括
的
支
援
と
多
様
な
参
加
・

協
働
の
推
進
に
関
す
る
検
討
会
（
令
和
元
年
12
月
26
日
）

•
地
域
共
⽣
社
会
と
は
、
こ
の
よ
う
な
⽇
本
の
社
会
保
障
の
成
り
⽴
ち
や
社
会
の
変
化

を
踏
ま
え
て
、
平
成
28
年
6⽉
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
ニ
ッ
ポ
ン
⼀
億
総
活
躍
プ
ラ

ン
」
に
お
い
て
提
案
さ
れ
た
理
念
で
あ
る
。
そ
の
理
念
と
は
、
制
度
・
分
野
の
枠
や
、

「
⽀
え
る
側
」
「
⽀
え
ら
れ
る
側
」
と
い
う
従
来
の
関
係
を
超
え
て
、
⼈
と
⼈
、
⼈

と
社
会
と
が
つ
な
が
り
、
⼀
⼈
ひ
と
り
が
⽣
き
が
い
や
役
割
を
持
ち
、
助
け
合
い
な

が
ら
暮
ら
し
て
い
く
こ
と
の
で
き
る
、
包
摂
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
、
地
域
や
社
会
を

創
る
と
い
う
考
え
⽅
で
あ
る
。

1
2

3
4
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地
域
共
生
社
会
の
実
現
に
向
け
て

包
括

的
な
⽀
援

体
制

の
整
備

 

•
⽣

活
課
題

を
抱

え
な

が
ら

も
相
談

す
る
相
⼿

が
な

く
、

制
度

の
⾕
間

で
孤

⽴
し

て
し

ま
い

「
⽣

き
づ

ら
さ

」
を
感

じ
て

い
る

⼈
が

増
え

て
い

る
 

•
⽣

活
課
題

の
複
雑

化
、
複

合
化

が
進

み
、
単
⼀

の
専
⾨

分
野

の
制

度
利

⽤
や
⽀
援
だ

け
で

は
、
⼗

分
に

⽣
活
課
題

に
対
応

で
き

な
い
ケ

ー
ス

も
増
加

 

•
「

⽣
き
づ

ら
さ

」
を
抱

え
る

住
⺠

を
⽀

え
る
専
⾨
職

や
⽀
援

団
体

も
、
縦
割

り
の

制
度

や
組
織

、
⽀
援

の
仕
組

み
に

、
「
⽀
援

の
し
づ

ら
さ

」
を
感

じ
て

い
る

⼈
も

い
る

生
活
困
窮
者
の
抱
え
る
ニ
ー
ド
の
多
様
性
・
複
合
性

•
⺟

⼦
世
帯

。
料
⾦
滞
納

で
ガ

ス
等

が
停
⽌

。
所

持
⾦

20
円
⾜

ら
ず

で
⾷
料

も
な

い
。
⺟

は
知

的
障

が
い

の
疑

い
あ

り
。
緊
急

つ
な
ぎ

貸
付

と
⾷
料
⽀
援

を
⾏

う
も

、
す
ぐ
費
消

。
 

•
⺟

⼦
世
帯

で
⼩
学

⽣
の

⼦
2⼈

。
⺟

や
知

的
障

が
い

の
疑

い
あ

り
、

家
計
管
理

や
家

事
が

困
難

。
電

気
・
ガ

ス
代

や
家

賃
を
滞
納

。
⼦

の
⾷

事
は
カ

ッ
プ
麺

が
多

い
。

 

•
統

合
失
調
症

の
30
代
男
性

。
精
神
科
⼊
院

・
通
院
歴

あ
り

。
親

の
稼
働

所
得

で
⽣

活
。
世
帯

は
電
気

代
等

を
滞
納

。
本

⼈
に

は
幻
覚

や
幻
聴

が
あ

り
、
⾃

傷
⾏
為

に
及

ん
だ

こ
と

が
き

っ
か

け
と

な
っ

て
、

親
が
相
談

に
来

所
。

 

•
D
Vか

ら
逃
げ

て
き

た
⺟

⼦
世
帯

。
ひ

き
こ

も
り
状
態

の
⼦

が
2⼈

。
⺟

は
最

低
賃
⾦
レ
ベ
ル

の
時
給

で
働

き
、

⽉
8万
円

程
度

の
収
⼊

。
⽣

活
費

が
⾜

り
ず

、
⼣
⾷

は
⼦
だ

け
⾷

べ
さ
せ

、
本

⼈
は
⾷

べ
な

い
。

垣
⽥
裕
介
（

20
21
）

「
現
⾦
給
付

と
サ

ー
ビ

ス
給
付

」
椋
野
美
智

⼦
『

福
祉

政
策

と
ソ

ー
シ
ャ
ル
ワ

ー
ク

を
つ

な
ぐ
』
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房

「
断
ら
な
い
相
談
支
援
」
と
は
？

•
⽣

活
困

窮
者
⾃

⽴
⽀
援

制
度
（

20
15

年
）

に
よ

る
⽀
援

ニ
ー
ズ

の
顕
在

化
 

•
顕
在

化
さ

れ
た
⽀
援

ニ
ー
ズ

に
対

し
て

、
本

⼈
中
⼼

の
⽀
援

と
地

域
づ

く
り

 

•
こ

れ
ま

で
の

制
度

は
、
基

本
的

に
は

定
め

ら
れ

た
基

準
に

則
り

対
応
（

制
度
側

の
論
理

で
⽀
援

を
組

み
⽴

て
て

き
た
）

 

•
本

⼈
の
側

に
⽴

っ
て
⽀
援

を
組

み
⽴

て
る

こ
と

を
⽬
指

す
←

「
⽣

活
困

窮
者

の
⾃

⽴
と
尊
厳

の
確

保
」

 

•
解

決
の

⽅
策

と
し

て
の

地
域
づ

く
り

の
取

り
組

み
に

よ
り

、
解

決
の
⽷
⼝

と
な

る
出
⼝

の
充

実
が

図
ら

れ
れ

ば
、
相
談

機
関

も
安
⼼
←

「
⽣

活
困

窮
者
⽀
援

を
通

じ
た

地
域
づ

く
り

」

鏑
⽊
奈
津

⼦
（

20
20
）
『
詳
説

⽣
活

困
窮

者
⾃

⽴
⽀
援

制
度

と
地

域
共

⽣
』
中
央

法
規

３
実
施
主
体
等

○
介
護
、
障
害
、
子
ど
も
・
子
育
て
、
生
活
困
窮
の
各
法
に
基
づ
く
地
域
づ
く
り
事
業
を
一
体
的
に
行
う
こ

と
に
よ
り
、
地
域
住
民
が
地
域
社
会
に
参
加
す
る
機
会
を
確
保
す
る
た
め
の
支
援
、
地
域
生
活
課
題
の
発
生

防
止
又
は
解
決
に
か
か
る
体
制
の
整
備
等
を
行
う
。

２
事
業
の
概
要
（
以
下
の
全
て
の
取
組
を
実
施
）

１
事
業
の
目
的重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業

（
社
会
福
祉
法
第
10
6条
の
４
）

社
会
・
援
護
局
地
域
福
祉
課
地
域
共
生
社
会
推
進
室
（
内
線
22
89
）

令
和
６
年
度
概
算
要
求
額
【
包
括
的
相
談
支
援
事
業
】
既
存
事
業
予
算
の
内
数

（
21
3億
円
）
※（
）内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

【
地
域
づ
く
り
事
業
】

既
存
事
業
予
算
の
内
数

（
82
億
円
）

※（
）内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

【
多
機
関
協
働
事
業
等
】

54
億
円
（
27
億
円
）

※（
）内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

○
地
域
住
民
の
複
雑
化
・
複
合
化
し
た
支
援
ニ
ー
ズ
に
対
応
す
る
た
め
に
は
、
市
町
村
が
、
創
意
工
夫
を
も
っ
て
、
属
性
を
問
わ
な
い
包
括
的
な
支
援
体
制
を

構
築
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
社
会
福
祉
法
に
基
づ
き
、
令
和
３
年
度
か
ら
重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
を
実
施
し
、
相
談
・
地
域
づ
く
り
関
連
事
業
等
に
係
る
交
付
金
を
一
括
化
。
実
施

市
町
村
の
増
加
を
見
込
み
つ
つ
（
R6
は
36
0程
度
の
市
町
村
数
を
想
定
）
、
各
市
町
村
で
包
括
的
な
支
援
体
制
の
構
築
を
進
め
る
。

○
介
護
、
障
害
、
子
ど
も
・
子
育
て
、
生
活
困
窮
の
各
法
に
基
づ
く
相
談
支
援
事
業
を
一
体
的
に
行
う
こ
と

に
よ
り
、
対
象
者
の
属
性
を
問
わ
ず
、
包
括
的
に
相
談
を
受
け
止
め
る
。

包
括
的
相
談
支
援
事
業

介
護
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の
運
営

子
ど
も
利
用
者
支
援
事
業

障
害
障
害
者
相
談
支
援
事
業

困
窮

自
立
相
談
支
援
事
業

地
域
づ
く
り
事
業

介
護
一
般
介
護
予
防
事
業
及
び
生
活
支
援
体
制
整
備
事
業

子
ど
も
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業

障
害
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業

困
窮

生
活
困
窮
者
支
援
等
の
た
め
の
地
域
づ
く
り
事
業

○
単
独
の
相
談
支
援
機
関
で
は
対
応
が
難
し
い
者
へ
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
や
支
援
プ
ラ
ン
作
成
、
重
層
的
支
援

会
議
の
開
催
に
よ
る
関
係
機
関
の
役
割
分
担
・
支
援
の
方
向
性
の
共
有
等
を
行
う
。
（
多
機
関
協
働
事
業
）

○
制
度
の
狭
間
に
い
る
者
、
支
援
が
届
い
て
い
な
い
者
、
関
係
機
関
等
か
ら
の
情
報
を
も
と
に
把
握
し
た
者

等
へ
の
継
続
的
な
訪
問
支
援
等
を
行
う
。
（
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
等
を
通
じ
た
継
続
的
支
援
事
業
）

○
社
会
と
の
つ
な
が
り
が
希
薄
化
し
て
い
る
者
に
対
し
、
本
人
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
社
会
資
源
と
の
マ
ッ

チ
ン
グ
や
支
援
メ
ニ
ュ
ー
の
開
拓
等
を
行
う
。
（
参
加
支
援
事
業
）

多
機
関
協
働
事
業
等

市
町
村

・
多
機
関
協
働
事
業
等
に
つ
い
て
、

国
1/
2、
都
道
府
県
1/
4、
市
町
村
1/
4

・
包
括
的
相
談
支
援
事
業
及
び
地
域
づ
く

り
事
業
に
つ
い
て
は
、
各
法
に
基
づ
く

補
助
率
・
負
担
額
を
維
持

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

（
予
定
）

42
13
4

18
9

実
施
主
体

補
助
率

実
施
市
町
村
数

3

厚
⽣
労
働
省
 
社
会
・
援
護
局
「
令
和
6年
度
予
算
概
算
要
求
の
概
要
【
参
考
資
料
】
」

5
6

7
8
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八
尾
市
に
お
け
る
「
断
ら
な
い
相
談
支
援
体
制
」
に
つ
い
て

～
つ
な
げ
る
支
援
室
の
と
り
く
み
～

令
和
６
年
７
月
２
０
日

八
尾
市
健
康
福
祉
部
次
長
兼
福
祉
事
務
所
長

岡
本
由
美
子

つ
な
げ
る
⽀
援
室
専
属
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ

「
つ
な
げ
ー
る
」

八
尾
市
の
概
要
①

市
制

施
⾏

昭
和

２
３

年
４

⽉
１

⽇
 （

平
成

３
０

年
４

⽉
か

ら
中

核
市

に
移

⾏
）

⼈
⼝

２
６

０
，

０
７

４
⼈

（
令

和
6年

3⽉
末

⽇
現

在
）

⾼
齢

者
⼈

⼝
７

３
，

７
７

３
⼈

⾼
齢

化
率

２
８

．
３

％
世

帯
数

１
２

８
，

２
５

４
世

帯

○
⼤

阪
府

の
中

央
部

東
寄

り
で

、
中

河
内

地
域

に
位

置
。

○
「

⼼
⾳

寺
⼭

古
墳

」
（

中
河

内
最

⼤
の

前
⽅

後
円

墳
）

や
「

由
義

寺
跡

」
（

国
史

跡
に

指
定

）
と

い
っ

た
豊

か
な

歴
史

や
⽂

化
財

を
有

す
る

。
○

中
⼩

企
業

を
中

⼼
と

し
た

⾼
度

な
技

術
⼒

と
製

品
開

発
⼒

を
誇

る
「

も
の

づ
く

り
の

ま
ち

」
（

⼤
阪

府
下

製
造

出
荷

額
第

4位
）

「
み

せ
る

ば
や

お
」

（
第

9回
も

の
づ

く
り

⽇
本

⼤
賞

受
賞

）
○

特
産

品
：

え
だ

ま
め

・
⻭

ブ
ラ

シ
・

河
内

⽊
綿

○
河

内
⾳

頭
ま

つ
り

（
ギ

ネ
ス

達
成

）
○

⼋
尾

市
⺠

は
「

ほ
っ

と
か

れ
へ

ん
気

質
」

が
あ

り
、

お
せ

っ
か

い
⽇

本
⼀

を
め

ざ
し

て
い

る
1

八
尾
市
の
概
要
②

2

＜
代
表
的
な
相
談
支
援
機
関
＞

●
こ
ど
も
総
合
⽀
援
セ
ン
タ
ー
「
ほ
っ
ぷ
」

直
営
１
か
所

●
中
河
内
地
域
若
者
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
⼋
尾
サ
テ
ラ
イ
ト

若
者
ひ
き
こ
も
り
等
相
談
窓
⼝

●
基
幹
相
談
⽀
援
セ
ン
タ
ー
（
障
が
い
者
の
総
合
相
談
）

直
営
で
１
か
所
、
相
談
⽀
援
事
業
所
と
し
て
４
か
所

●
⽣
活
困
窮
相
談

直
営
１
か
所
、
⽣
活
⽀
援
相
談
セ
ン
タ
ー
１
か
所

●
福
祉
⽣
活
相
談
員

市
内
６
か
所

●
地
域
包
括
⽀
援
セ
ン
タ
ー

直
営
１
か
所
、
地
域
型
１
５
か
所

○
⼋
尾
市
社
会
福
祉
協
議
会

○
社
会
福
祉
法
⼈

特
別
定
額
給
付
⾦
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
⼤
に
伴
い
、
感
染
拡
⼤
防
⽌

に
留
意
し
つ
つ
、
簡
素
な
仕
組
み
で
迅
速
か
つ
的
確
に
家
計
へ
の
⽀
援
を
⾏
う
た
め
、

１
⼈
に
つ
き
１
０
万
円
を
給
付
す
る
事
業
（
令
和
２
年
度
）

⇒
原
則
オ
ン
ラ
イ
ン
or
郵
送
な
の
に
窓
⼝
に
市
⺠
が
殺
到

も
し
か
し
た
ら
誰
か
の
⽀
援
が
な
い
と
申
請
で
き
な
い
⼈
が
い
る
の
で
は
な
い
か
。

コ
ロ
ナ
禍
の
中
、
情
報
弱
者
や
⼿
続
き
困
難
者
な
ど
、
本
当
に
困
っ
て
い
る
⼈
に

⽀
援
が
届
い
て
い
な
い
の
で
は
な
い
か

こ
ん
な
チ
ャ
ン
ス
は
⼆
度
と
な
い
…

申
請
し
て
い
な
い
世
帯
を
全
件
訪
問
し
よ
う
！

⇒
約
２
週
間
で
委
託
先
と
市
で
２
，
０
０
０
件
以
上
の
訪
問

3

特
別
定
額
給
付
金
の
未
申
請
者
訪
問
勧
奨
事
業

1
2

3
4
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給
付

⾦
の

給
付

状
況

対
象

世
帯

数
 １

２
５

，
９

７
５

世
帯

の
う

ち
申

請
し

な
か

っ
た

の
は

、
２

３
４

世
帯

。
申

請
率

は
、

９
９

．
８

１
％

4

⾼
齢

者
が

多
い

の
で

は
と

い
う

予
測

に
反

し
て

、
４

０
代

、
５

０
代

が
多

く
、

中
で

も
単

⾝
者

の
男

性
が

圧
倒

的
に

多
か

っ
た

。

最
後

ま
で

未
申

請
だ

っ
た

対
象

者
の

属
性

単
⾝

世
帯

数
９

６
％

男
⼥

⽐
率

男
性

７
５

％
⼥

性
２

５
％

集
合

住
宅

率
６

４
％

年
齢

４
０

代
が

２
０

％
、

次
い

で
５

０
代

、
２

０
代

、
３

０
代

訪
問
勧
奨
の
結
果

5

課
題
は
制
度
の
狭
間
に
埋
も
れ
て
い
る

6

つ
な
げ
る
支
援
室
の
設
置
に
向
け
て

令
和
２
年
７
⽉
地
域
共
⽣
社
会
の
実
現
に
向
け
た
組
織
機
構
検
討
会
議
（
部
局
⻑
）
を
実
施

９
⽉
〜
相
談
⽀
援
体
制
検
討
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
（
関
係
課
⻑
）

相
談
⽀
援
体
制
検
討
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
（
担
当
者
）

（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
の
検
討
内
容
）

①
相
談
⽀
援
機
関
の
連
携
の
強
化

・
世
帯
全
体
の
課
題
を
も
れ
な
く
把
握
す
る
た
め
の
統
⼀
し
た
ツ
ー
ル
の
作
成

・
各
専
⾨
機
関
の
対
応
し
て
い
る
内
容
が
把
握
で
き
る
⼀
覧
表
の
作
成

②
効
果
的
な
相
談
⽀
援
体
制
整
備

・
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
、
エ
リ
ア
デ
ィ
レ
ク
タ
ー
の
設
置

・
「
⼋
尾
市
『
断
ら
な
い
相
談
⽀
援
体
制
の
充
実
事
業
』
実
施
要
綱
」
の
制
定

③
「
相
談
⽀
援
体
制
」
を
⽀
え
る
⼈
材
の
育
成

・
新
規
採
⽤
職
員
研
修
や
各
役
職
の
研
修
な
ど
、
全
て
の
職
員
向
け
の
研
修
を
検
討

7

つ
な
げ
る
支
援
室
の
設
置

〇
令

和
３

年
４

⽉
〜

・
「

地
域

福
祉

政
策

課
」

か
ら

「
地

域
共

⽣
推
進

課
」

に
変
更

の
う

え
、

課
内

に
「

つ
な
げ

る
⽀

援
室

」
を
設

置
同
時

に
、

⽣
活

困
窮

者
⽀

援
担
当

を
課

内
に

移
管

。
＜

⼋
尾

市
事
務
分
掌
規
則
よ

り
＞

(１
)
多
機
関
連
携

に
よ

る
断

ら
な

い
相

談
⽀

援
体

制
の
構
築

に
係

る
調
整
及
び

総
括

に
関

す
る

こ
と

。
(２
)

相
談

⽀
援

業
務

に
お
け

る
助
⾔
及
び

⼈
材
育

成
に
関

す
る

こ
と

。

・
令

和
５

年
度

 職
員
配

置
室
⻑

（
看
護
師

）
１
名

、
係
⻑
級
職

員
（
保
健
師

・
事
務
職

）
各

１
名

、
担
当

（
⼼
理
⼠

）
１
名

・
相

談
実
績

令
和

3年
度

実
件

数
 1
28
件

・
延
べ
件

数
 5
08
件

令
和

4年
度

実
件

数
 1
05
件

・
延
べ
件

数
 8
02
件

令
和
5年

度
実
件

数
 1
14
件

・
延
べ
件

数
1,
00

3件

庁
内

の
各

相
談
機
関

の
全
体
調
整

や
統

括
的
機
能

を
担

い
、

地
域

共
⽣

社
会

の
実

現
に
向
け

た
体

制
づ

く
り

を
リ

ー
ド

す
る
役
割

で
す

。

5
6

7
8
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8

断
ら
な
い
相
談
支
援
に
つ
い
て

～
相
談
機
能
の
連
携
に
よ
る
き
め
細
や
か
な
支
援
～

エ
リ

ア
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
を

統
括

す
る

デ
ィ

レ
ク

タ
ー

を
設

置
⇒

総
合

調
整

機
能

（
地

域
共

⽣
推

進
課

 つ
な

げ
る

⽀
援

室
）

エ
リ

ア
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
を

設
置

⇒
分

野
統

括
機

能
（

各
⽀

援
関

係
機

関
を

統
括

す
る

機
関

）
9

断
ら
な
い
相
談
支
援
に
つ
い
て

～
つ
な
げ
る
相
談
支
援
体
制
整
備
チ
ー
ム
会
議
の
開
催
～

対
象
︓
相
談
⽀
援
に
関
す
る
事
業
や
業
務
を
所
管
す
る
課
（
課
⻑
級
）

⽬
的
︓
・
⽀
援
関
係
機
関
が
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
を
果
た
し
つ
つ
チ
ー
ム
ア
プ
ロ
ー
チ
を
⾏
う
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

・
庁
内
全
体
の
体
制
整
備
を
始
め
、
地
域
全
体
も
含
め
た
広
い
視
野
を
持
ち
つ
つ
、
課
題
の
抽
出
及
び
そ
の
解
決
の
た
め
の
検
討
を
⾏
う
。

対
象
︓
「
チ
ー
ム
会
議
」
に
参
加
し
て
い
る
課
・
機
関
を
中
⼼
と
し
た
実
務
者
（
係
⻑
級
）

⽬
的
︓
「
相
談
⽀
援
」
「
参
加
⽀
援
」
「
地
域
づ
く
り
⽀
援
」
そ
れ
ぞ
れ
に
関
す
る
現
場
レ
ベ
ル
で
の
実
務
的
・
具
体
的
な
課
題
に
つ
い
て
、

そ
の
抽
出
及
び
検
討
を
⾏
う
と
と
も
に
、
チ
ー
ム
会
議
へ
そ
の
内
容
を
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
的
に
提
⽰
す
る
機
能
を
持
つ
。

◎
 つ

な
げ

る
相

談
⽀

援
体

制
整
備
チ

ー
ム

会
議

☆
 つ

な
げ

る
相

談
⽀

援
体

制
整
備
ワ

ー
キ

ン
グ
チ

ー
ム

会
議

地
域
共
⽣
推
進
課

⽣
活
福
祉
課

⾼
齢
介
護
課

障
が
い
福
祉
課

健
康
推
進
課

保
健
予
防
課

⼈
権
政
策
課
（
◎
の
み
）

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
政
策
推
進
課

こ
ど
も
若
者
政
策
課

こ
ど
も
・
い
じ
め

何
で
も
相
談
課

こ
ど
も
健
康
課

労
働
⽀
援
課

学
校
教
育
推
進
課

⼈
権
教
育
課

（
２
課
と
も
◎
の
み
）

市
社
会
福
祉
協
議
会

（
☆
の
み
）

⼈
権
ふ
れ
あ
い
部

庁
外

教
育
委
員
会

魅
⼒
創
造
部

こ
ど
も
若
者
部

健
康
福
祉
部

ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
会
議
の
中
で
地
域
の
居
場

所
等
の
現
状
把
握
を
し
、
今
年
度
は
多
世
代
型
に

広
げ
た
展
開
が
で
き
な
い
か
協
議
を
進
め
て
い
る

10

断
ら
な
い
相
談
支
援
に
つ
い
て

～
つ
な
げ
る
会
議
（
個
別
支
援
会
議
）
の
開
催
～

要
援

護
者

等
が

抱
え

る
課

題
を

把
握

し
、

⽀
援

関
係

機
関

が
そ

れ
ぞ

れ
果

た
す

べ
き

役
割

に
つ

い
て

の
調

整
を

⾏
う

た
め

、
⽀

援
関

係
機

関
を

招
集

し
⽀

援
調

整
に

係
る

つ
な

げ
る

会
議

を
開

催
す

る
。

＊
本
人
の
同
意
を
基
本
と
す
る
。
た
だ
、
自
ら
支
援
を
求
め
る
こ
と
が
困
難
な
人
や
、
支
援
が
必
要
な

状
況
に
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず
支
援
が
で
き
て
い
な
い
人
へ
の
支
援
等
、
本
人
の
同
意
を
得
ら
れ
な
い

ケ
ー
ス
に
関
し
て
、
社
会
福
祉
法
1
0
6
条
の
6
の
規
定
に
基
づ
き
協
議
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
実
績
）

令
和

３
年

度
 ２

事
例

 ４
回

令
和

４
年

度
 1

1事
例

28
回

令
和

5年
度

14
事

例
36

回

つ
な
げ
る
会
議
と
は
・
・
・

健
康

推
進

課
、

⾼
齢

介
護

課
地

域
⽀

援
室

、
障

が
い

福
祉

課
、

こ
ど

も
総

合
⽀

援
課

、
こ

ど
も

若
者

政
策

課
、

⼈
権

教
育

課
、

⽣
活

福
祉

課
、

地
域

共
⽣

推
進

課
（

⽣
活

困
窮

担
当

）
、

納
税

課
、

保
健

予
防

課
、

⽔
道

局
、

⼈
権

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

セ
ン

タ
ー

、
中

学
校

（
3校

）
、

⼩
学

校
（

2校
）

、
教

育
セ

ン
タ

ー
、

地
域

包
括

⽀
援

セ
ン

タ
ー

（
4か

所
）

、
障

が
い

相
談

⽀
援

事
業

所
（

3か
所

）
、

⽣
活

⽀
援

セ
ン

タ
ー

（
社

協
）

、
権

利
擁

護
セ

ン
タ

ー
（

社
協

）
、

福
祉

⽣
活

相
談

⽀
援

員
、

社
会

福
祉

法
⼈

CS
W

（
レ

ス
キ

ュ
ー

事
業

、
居

住
⽀

援
法

⼈
）

、
⼋

尾
市

若
者

相
談

窓
⼝

、
府

社
協

、
⼤

阪
府

こ
こ

ろ
の

健
康

総
合

セ
ン

タ
ー

、
⼤

阪
府

⼦
ど

も
家

庭
セ

ン
タ

ー
、

精
神

科
医

療
機

関
、

⼤
阪

保
護

観
察

所
、

保
護

司 ●
 参

加
機

関
数

計
42

機
関

（
⺠

間
18

、
⾏

政
機

関
18

、
教

育
機

関
6）

会
議
の
出
席
機
関

支
援
の
方
向

性
が
見
え
て

良
か
っ
た
！

一
人
で
抱
え
な
く
て

良
い
と
分
か
っ
て

ほ
っ
と
し
た
！
！

つ
な
が
り
続
け
る
体

制
を
作
ろ
う
！

み
ん
な
で

ち
ょ
っ
と
ず

つ
手
を
伸

ば
そ
う
！

11

断
ら
な
い
相
談
支
援
に
つ
い
て

～
福
祉
職
等
相
談
対
応
職
員
へ
の
人
材
育
成
の
実
施
～

①
「
⼋
尾
市
福
祉
職
の
⼈
材
育
成
⽅
針
」
及
び
福
祉
職
等
相
談
対
応
職
員
へ
の
研
修
計
画
を
策
定
し
、

誰
ひ
と
り
取
り
残
さ
な
い
窓
⼝
対
応
を
推
進
。

福
祉
職
（
福
祉
⼠
・
⼼
理
⼠
）
を
中
⼼
と
し
た
「
福
祉
職
等
専
⾨
職
研
修
」
を
実
施
。

②
市
⺠
対
応
を
⾏
う
窓
⼝
を
持
つ
全
て
の
職
員
が
、
来
庁
さ
れ
た
⽅
の
ち
ょ
っ
と
し
た
変
化
や
異
変
に

気
づ
き
、
適
切
な
対
応
が
出
来
る
よ
う
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
す
る
た
め
の
取
組
み
を
⾏
う
。

庁
内
の
窓
⼝
対
応
能
⼒
向
上
の
た
め
、
「
窓
⼝
対
応
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
ツ
ー
ル
」
及
び
活
⽤
の
⼿
引
き
を

作
成
し
、
活
⽤
に
つ
い
て
の
研
修
会
を
実
施
。

≪①
・
②
共
通
ラ
イ
ブ
ラ
リ
掲
載
場
所
≫部
署
別
－
11
50
地
域
共
⽣
推
進
課

１
年
⽬

新
規
採
⽤
職
員
研
修

２
〜
５
年
⽬

福
祉
職
等
専
⾨
研
修
Ⅰ

６
〜
10
年
⽬

福
祉
職
等
専
⾨
研
修
Ⅱ

① ②

9
1
0

1
1

1
2
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12

⾏
政
だ
け
で
は
な
く
、
地
域
や
あ
ら
ゆ
る
関
係
機
関
が
連
携
し
て
⽀
え
る

仕
組
み
へ
と
発
展

令
和
５
年
４
⽉

⼋
尾
市
版
重
層
的
⽀
援
体
制
整
備
事
業
を
開
始

相
談
⽀
援

参
加
⽀
援

地
域
づ
く
り
⽀
援

「
相
談
⽀
援
（
窓
⼝
相
談
・
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
）
＝
断
ら
な
い
相
談
⽀
援
」

「
参
加
⽀
援
」
「
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
⽀
援
」

こ
れ
ら
を
⼀
体
的
に
実
施
す
る

市
と
社
協
、
社
会
福
祉
法
⼈

が
連
携
す
る
ス
タ
イ
ル

誰
ひ
と
り
取
り
残
さ
な
い
た
め
に

•
多
職
種
・
多
機
関
で
連
携
し
つ
つ
⽀
援
す
る
必
要
性

Ø
顔
が
つ
な
が
る
こ
と
で
相
談
し
や
す
く
な
る

Ø
⽀
援
者
⼀
⼈
が
制
度
や
資
源
等
を
把
握
し
な
く
て
⼤
丈
夫
。
分
野
ご
と
の
居
場
所
づ
く
り
な
ど
も

限
界
。
地
域
と
共
に
あ
ら
ゆ
る
⼈
の
つ
な
が
る
場
所
を
⽣
み
出
し
て
い
く

Ø
世
帯
全
体
の
課
題
を
関
係
す
る
機
関
で
、
共
有
し
、
何
が
で
き
る
か
考
え
て
、
役
割
を
分
担
す
る

こ
と
に
よ
り
負
担
も
軽
減

•
積
極
的
な
ア
ウ
ト
リ
ー
チ

Ø
⽀
援
が
必
要
な
⼈
へ
の
迅
速
な
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
を
通
じ
、
継
続
的
な
⽀
援
に
つ
な
げ
る

•
伴
⾛
型
⽀
援
の
必
要
性

Ø
信
頼
関
係
を
築
き
、
⼤
き
な
ニ
ー
ズ
を
キ
ャ
ッ
チ
す
る
た
め
の
ア
プ
ロ
ー
チ

Ø
「
⽣
き
づ
ら
さ
」
を
抱
え
る
⼈
に
寄
り
添
い
、
問
題
を
⼀
緒
に
考
え
る

•
「
緩
や
か
な
つ
な
が
り
」
の
必
要
性

Ø
地
域
住
⺠
も
巻
き
込
ん
で
ゆ
る
や
か
に
⾒
守
る

Ø
再
び
問
題
が
起
き
た
時
に
早
期
発
⾒
・
⽀
援
に
つ
な
が
る
体
制

13

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
に
取
組
む
中
で
見
え
て
き
た
こ
と

お
せ
っ
か
い
日
本
一
を
め
ざ
し
て
・・
・

八
尾
市
は
、令
和
５
年
度
よ
り
八
尾
市
版
重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
！

1
3

1
4

1
5
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重
層
的
支
援

体
制
整
備
事
業

たっ
た1
人
の

声
か
らは
じま
る

ちい
きづ
くり

Se
kik
aw
a-

関
川
村
社
会
福
祉
協
議
会

IN
DE

X 
も

く
じ

01
 

02
 

03
 

04
 

たっ
た1

人
の

声
か

らは
じま

る
ちい

きづ
くり

経
過

と事
業

スキ
ーム

実
施

内
容

参
考

資
料

効
果

・課
題

-人
口
4,8
19

人

-高
齢
者
数
2,1
59

人
（
65
歳
以
上
）

-高
齢
化
率
44
.8%

-世
帯
数
1,8
35

世
帯

se
kik
aw
a

関
川
村
の
概
要

Se
kik
aw
a

関
川
村

1
2

3
4
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IN
DE

X 
も

く
じ

01
 

02
 

03
 

04
 

たっ
た1

人
の

声
か

らは
じま

る
ちい

きづ
くり

実
施

内
容

参
考

資
料

効
果

・課
題

経
過

と事
業

スキ
ーム

Ch
ap

te
r 1

経
過

と事
業

スキ
ーム

地
域
に
お
け
る
多
様
な
福
祉
課
題

1 公
的

サ
ービ

スだ
けで

は
十

分
な

対
応

が
で

きな
い

課
題

・軽
易

な
手

助
けな

ど制
度

で
は

拾
い

きれ
な

い
ニー

ズ
・制

度
の

谷
間

にあ
る問

題
、公

的
サ

ービ
スを

上
手

く利
用

で
きな

い
人

等
身

近
で

な
けれ

ば
早

期
発

見
が

困
難

な
問

題
・複

合
的

な
問

題
の

あ
るケ

ース
な

ど

2 
低

所
得

者
、社

会
的

少
数

者
の

問
題

・貧
困

、ホ
ーム

レス
、外

国
人

、刑
務

所
出

所
者

な
ど

依
存

症

・誰
にで

も起
こり

うる
課

題
・現

在
の

社
会

シ
ステ

ムが
十

分
に機

能
して

い
な

い
・制

度
が

縦
割

りで
協

働
が

不
十

分

不
登

校

80
50

 問
題

ﾔﾝ
ｸﾞ

ｹｱ
ﾗｰﾀﾞ
ﾌﾞ

ﾙｹ
ｱ

貧
困

買
物

困
難

移
動

困
難

ひ
きこ

もり

虐
待

自
殺

孤
立

死

重
層

的
支

援
が

必
要

背
景

Ch
ap

te
r 1

実
施

の
経

緯 01
02

03
04

地
域

力
強

化
推

進
事

業
多

機
関

協
働

によ
る包

括
的

支
援

体
制

整
備

事
業

重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業
移

行
準

備

重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業

Ｒ
1〜

2年
Ｒ

2年
Ｒ

3〜
5年

Ｒ
6年

〜
共

生
型

居
場

所
「つ

な
ぐ」

の
創

設

複
合

化
・複

雑
した

ケー
スを

多
機

関
で

対
応

す
る仕

組
み

多
機

関
協

働
、参

加
支

援
、

アウ
トリ

ーチ
を一

体
的

に実
施

重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業
実

施
計

画
を含

ん
だ本

事
業

R3
 総

合
相

談
R4

 ひ
きこ

もり
支

援
スタ

ート

高
齢

者

Ⅳ
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
等
を
通
じ
た
継
続
的
支
援
事
業

Ⅱ
参
加

支
援

事
業

Ⅲ
地
域
づ
く
り
に
向
け
た
支
援
事
業

ふ
く
し
何
で

も
相

談

地
域
福
祉
計
画

（
上
位
計
画
）

地
域
さ
さ
え
あ

い
セ

ン
タ

ー

個
別

ケ
ー

ス
会

議

さ
さ
え
あ
い
セ
ン
タ
ー

（
運
営
・
支
援
会
議
）

子
ど
も
若
者
支
援
協
議
会

フ
ー

ド
バ

ン
ク

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

「
さ

く
ら

工
房

」
生
活
支
援
体
制
整
備
事
業

子
育

て
支

援
セ

ン
タ

ー
（

す
く

す
く

）

健
脚

健
脳

地
域

さ
さ

え
あ

い
セ
ン
タ
ー

サ
ロ
ン
支
援

0⃣悩
み
ご
と
・
困
り
ご
と
の
相
談

障
が

い
者

子
ど

も
困

窮
者

地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー

相
談
支
援
事

業
所

健
康

福
祉
課
（
障

が
い
担
当
）

健
康
福
祉
課

（
子
育
て
世

代
包
括
支
援

セ
ン
タ
ー
）

健
康
福
祉
課

（
生
活
保
護

窓
口

）

総
合

相
談

社
会
福
祉
協

議
会

多
機

関

複
合
化
し
た
課
題
・
制
度
の
狭
間
の
課
題

・
支
援
が
届
い
て
い
な
い
人
に
支
援
を
届
け
る

重
層
的
支
援
会
議

（
全
体
）

連
携

世
代
や
年
齢
を
問
わ
ず
包
括
的
に
相
談
を
受
け
と
め
る

住
⺠

参
加

型
在

宅
福

祉
サ

ー
ビ

ス

財
政

措
置・

重
層
的
事
業
全
体
の
実
施

状
況
の
評
価

・
地
域
課
題
の
共
有

・
社
会
資
源
の
把
握
と
開
発

・
情
報
の
共
有

・
役
割
分
担

・
支
援
の
方
向
性
の
協
議

法
10
66
条
の
6：

守
秘
義
務
と
す
る
こ
と
で
本
人
同
意
な
し
で
開
催
可
能
。

・
潜
在
的
な
相
談
者
に
支
援
を
届
け
る
。

・
地
域
に
お
い
て
関
係
機
関
等
が
そ
れ
ぞ
れ
把
握
し
な
が
ら
支
援
が
届
い
て
い
な
い
個
々

の
事
案
の
情
報
共
有
や
地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
の
検
討
を
円
滑
に
す
る
も
の
。

障
が
い
者
自
立
支
援
協
議
会

災
害

支
援

共
生
型
居
場
所
「
つ
な
ぐ
」

こ
ど

も
食

堂
就

労
支

援

ひ
き

こ
も

り
支

援

地
域
さ
さ
え
あ
い
セ
ン
タ
ー

訪
問

支
援

各
種

調
査

・
社
会
と
の
つ
な
が
り
支
援

繋
ぎ
戻
し

連
携

連
携

連
携

※
本
人
同
意
あ
り

相
談

支
援

包
括

化
推

進
員

も
様

々
な

会
議

へ
参

加
し

支
援

を
進

め
る

連
携

支
援

会
議

l
e

v
e

l
2

参
集
関
係
機

関
を
強
化
し
、

幅
を
広
げ
る

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
実
施
計
画
策
定

交
付
金
の
一
体
交
付
に
対
応
す
る
た
め
に
、
関
係
す
る
事
業
を
棚
卸
し
。

「
重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
」
と
し
て
組
み
換
え

既
存
の
サ
ー
ビ
ス
や
資
源
で
対
応
し
、
困
難
な
場
合
は

新
た
な
支
援
（
サ
ー
ビ
ス
・
仕
組
み
）
を
開
発

⺠
生

委
員

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

福
祉

事
務

所

保
健

所

新
潟
県
PS

C

医
療

司
法

教
育

機
関

Ｎ
Ｐ

Ｏ

・
基
本
方
針

・
事
業
提
供
体
制

・
関
係
機
関
の
連
携
体
制
（
庁
内
連
携
含
む
）

・
目
標
・
評
価
指
標

警
察

行
政

企
業

社
協

相
談

機
関

関
川

村
重

層
的

支
援

体
制

整
備

事
業

全
体

図

ひ
こ

こ
も

り
相

談
窓

口

支
援

会
議

5
6

7
8
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No
事
業

タイ
トル

事
業
案
概
要

1
相
談
支
援

・「
ふ
くし
な
ん
で
も相
談
」

・総
合
相
談
窓
口

・包
括
的
な
相
談
の
受
付
、断
らな
い
相
談
支
援

・必
要
な
関
係
機
関
へ
つな
ぎ
支
援

・総
合
相
談
会
の
定
期
開
催
（
月
2回
程
度
）

・出
張
相
談
会

2
参
加
支
援

・資
源
開
発
や
利
用
調
整
の
コー
ディ
ネ
ート

・社
会
参
加
促
進

・地
域
共
生
居
場
所
「つ
な
ぐ」

・さ
さえ
あ
い
促
進

・障
が
い
者
、引
きこ
もり
の
社
会
参
加
促
進

・ひ
きこ
もり
支
援
の
受
け皿
（
居
場
所
）
の
開
設

・共
生
型
居
場
所
の
運
営

3
地
域
づ
くり
に向
けた
支
援

・こ
ども
食
堂
（
多
世
代
交
流
の
場
）
と連
携

・子
育
て・
学
習
支
援
拠
点
整
備

・普
及
啓
発
、ボ
ラン
ティ
アの
活
躍
の
場
の
確
保

・多
世
代
交
流
の
場
の
確
保

・食
の
支
援

・地
域
の
つな
が
りの
形
成

・住
⺠
向
けフ
ォー
ラム
、研
修
会
の
開
催

4
アウ
トリ
ーチ

・ひ
きこ
もり
支
援
体
制
整
備

・訪
問
支
援

・引
きこ
もり
調
査
、解
析

・引
きこ
もり
相
談
窓
口

・ひ
きこ
もり
支
援
の
アプ
ロー
チ。
アド
バ
イザ
ー派
遣
コー
ディ
ネ
ート
し方
向
性
を制
定
。

・フ
ード
バ
ンク
事
業
開
設
に向
け実
態
把
握
調
査

5
多
機
関
協
働

・関
係
機
関
ネ
ット
ワー
ク構
築

・庁
内
連
携

・小
若
の
ケー
スフ
ォロ
ー

・社
会
福
祉
士
によ
る包
括
的
な
助
言
指
導

・個
別
ケー
ス会
議
や
出
席
し助
言

・複
雑
化
、複
合
した
事
例
の
調
整
役

・制
度
の
狭
間
の
事
例
の
方
向
性
や
役
割
分
担
、調
整
会
議
の
開
催
をす
る。

・プ
ラッ
トフ
ォー
ムの
構
成

支
援
プラ
ンの
作
成

支
援
会
議

重
層
的
会
議

子
ども
若
者
支
援
協
議
会
に追
加
招
集
。高
齢
（
⺠
生
委
員
児
童
委
員
）
障
が
い
（
行
政
障
が
い
担
当
）
生
活
困
窮

（
新
潟
県
Ｐ
Ｓ
Ｃ
）
、N
PO
法
人
が
候
補
。

ａ
生
活
困
窮
者
支
援
等
の
地
域
づ
くり
事
業

・生
活
困
窮
窓
口

・生
活
困
窮
者
の
家
計
相
談
や
圏
域
の
支
援
機
関
へ
つな
ぎ
。

・一
時
的
な
食
や
金
銭
支
援
の
アプ
ロー
チ

・支
援
機
関
と就
労
支
援

ｂ
福
祉
事
務
所
未
設
置
町
村
によ
る

相
談
事
業

・生
活
保
護
法
との
連
携

・要
保
護
にな
りう
る人
へ
の
相
談
支
援
（
イン
テー
ク）

・村
・都
道
府
県
との
連
携
によ
る訪
問
支
援

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
（
移
行
準
備
〜
本
事
業
）

地
域
もス
タッ
フも
1人
にし
な
い

MISSIONM
IS
SI
ON

これ
が
関
川
の
相
談
支
援
だ！

M
IS
SI
ON

どん
な
相
談
もワ
ンス
トッ
プで

受
け止
め
る。

「と
りあ
えず
社
協
行
くか
。」

の
相
談
体
制
へ
。

Se
kik
aw
aの

Se
kik
aw
aの

複
合
課
題
ケー
ス検
討
会
の
開
催
にあ
たり
、重
層
的
支
援
体
制
整
備
コー
ディ
ネ
ータ
ーは
各

支
援
機
関
が
持
つ情
報
を収
集
・集
約
して
アセ
スメ
ント
し、
必
要
に応
じて
「複
合
課
題
解
決

アド
バ
イザ
ー」
に助
言
をも
らい
な
が
ら、
会
議
開
催
に必
要
な
調
整
を行
い
ます
。

また
、支
援
会
議
は
、構
成
メン
バ
ーに
守
秘
義
務
を課
す
こと
で
参
集
した
各
支
援
機
関
同

士
の
積
極
的
な
情
報
交
換
が
可
能
とな
るよ
う体
制
を整
えて
い
ます
。複
合
課
題
ケー
ス検
討

をす
るこ
とで
、課
題
や
支
援
の
方
向
性
をチ
ーム
で
共
有
し、
それ
ぞれ
の
役
割
分
担
の
中
で
適

切
な
支
援
につ
な
が
りま
す
。

相
談
支
援
事
業

多
機
関
協
働

01 02
「対
象
外
で
す
。」
だけ
で
終
わ
ら

せ
な
い

CREW safety

複
合
的
な
課
題
を抱
えた
個
人
や
世
帯
に対
して
支
援
を行
う場
合
、各
相
談
支
援
機
関
の
調

整
だけ
で
は
解
決
困
難
な
ケー
スも
あ
りま
す
。

関
係
機
関
同
士
で
の
調
整
が
うま
くい
か
な
い
場
合
、社
会
福
祉
協
議
会
に配
置
して
い
る重
層

的
支
援
体
制
整
備
コー
ディ
ネ
ータ
ーが
、関
係
機
関
の
情
報
共
有
や
支
援
の
検
討
を行
うた
め
に関

係
者
が
一
堂
に会
す
る支
援
会
議
を開
催
して
い
ます
。

IN
DE

X 
も

く
じ

01
 

02
 

03
 

04
 

たっ
た1

人
の

声
か

らは
じま

る
ちい

きづ
くり

参
考

資
料

効
果

・課
題

経
過

と事
業

スキ
ーム

実
施

内
容

高
齢

者

ふ
く

し
何

で
も

相
談

障
が
い
者

子
ど
も

困
窮
者

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

相
談

支
援

事
業

所

健
康

福
祉

課
（

障
が

い
担

当
）

健
康

福
祉

課
・

保
健

師
（

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
）

健
康

福
祉

課
（

生
活

保
護

窓
口

）

総
合
相
談

世
代

や
年

齢
を問

わ
ず

包
括

的
に

相
談

を
受

け
と

め
る

ひ
こ

こ
も

り
相

談
窓

口

地
域

さ
さ

え
あ

い
セ

ン
タ

ー

悩 み ご と ・ 困 り ご と

複
合

化
した

課
題

・制
度

の
狭

間
の

課
題

重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業
コー

ディ
ネ

ータ
ー（

名
称

募
集

）

・お
金

の
こ

と
・介

護
・病

気
・

子
育

て
・

ひ
と

り
親

・
障

が
い

・ひ
き

こ
も

り
・法

律
・仕

事

ケー
ス内

容
に応

じて
支

援
メン

バ
ーの

選
定

・調
整

多
機

関
協

働
事

業
チー

ムを
結

成
す

る

多 機 関 協 働 事 業

単
体

は
繋

ぎ
な

お
し

関
川
村
社
会
福
祉
協
議
会

包
括

的
相

談
支

援
・重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
コー
ディ
ネ
ータ
ー配
置

（
1人

）
・総
合
相
談
窓
口
の
設
置

（
関

川
村

社
協

内
）

・ふ
くし
何
で
も相
談
会
の
開
催

（
月

2回
）

・ 主
張
相
談
会

（
予

定
）

Ch
ap

te
r 2

実
施

状
況

ど
こに

相
談

す
れ

ば
い

い
か

9
1
0

1
1

1
2
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ふ
く
し
何
で
も
相
談

日
常
的
な
困
り
ご
と
や
、ど
こ
に

相
談
す
れ
ば
い
い
か
分
か
ら
な

い
悩
み
ご
と
を
社
会
福
祉
士
が

相
談
を
お
聞
き
し
て
、適
切
な
専

門
機
関
へ
つ
な
げ
ま
す
。

お
金
の
こ
と

公
的
な
貸
付
資
金
制
度
の

紹
介
や
無
理
の
な
い
返
済
計

画
の
お
手
伝
い
を
し
ま
す
。

子
ど
も
の
こ

と
保
健
師
や
学
校
、ス
ク
ー

ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
な

ど
と
連
携
し
て
お
悩
み
解

決
の
方
法
を
探
し
ま
す
。

仕
事
の
こ
と

仕
事
が
見
つ
か
ら
な
い
な
ど

の
困
り
ご
と
を
専
門
機
関
へ
つ

な
ぎ
、ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
同
行

や
面
接
の
助
言
な
ど
就
労
ま

で
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

ひ
き
こ
も
り

家
族
の
こ
と
で
悩
ん
で
い
る
。近

所
に
気
に
な
る
人
が
い
る
な
ど
、

何
で
も
ご
相
談
く
だ
さ
い
。一
緒

に
お
悩
み
に
つ
い
て
考
え
ま
す
。

生
活
の
こ
と

除
雪
や
家
事
・
掃
除
、
見
守

り
な
ど
日
常
的
な
困
り
ご
と

を
解
決
す
る
助
言
を
行
い
ま

す
。

場
所

関
川
村
社
会
福
祉
協
議
会

社
会
福
祉
セ
ン
タ
ー
相
談
室

令
和
6
年
6
月
1
2
日
(水
)9
：0
0
～
1
2
：0
0

令
和
6
年
6
月
2
6
日
(水
)9
：0
0
～
1
2
：0
0

※
事
前
予
約
制
（
相
談
時
間
は
お
ひ
と
り
最
大
1
時
間
程
度
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
）

日
時 新
潟
県
岩
船
郡
関
川
村
大
字
上
関
5
2
2
-
3
8

ど
ん
な
相
談
も
社
会
福
祉
士
に
お
任
せ
く
だ
さ
い
！
！

相
談
無
料
！
！
秘
密
厳
守
！
！

関
川
村
社
会
福
祉
協
議
会

T
E
L
：0
2
5
4
-6
4
-0
1
1
1

申
込
み
受
付
中

6
月

ま
ず
は
相
談
！
お
気
軽
に

お
電
話
で
申
込
み
く
だ
さ
い
。

Ⅰ
.ふ
くし
な
ん
で
も相
談

「定
例
の
相
談
会
」

►
周
知 全
⼾
配
布
、⺠
生
委
員
、区
⻑
、

社
協
ホ
ーム
ペ
ージ
、行
政
ホ
ーム
ペ
ージ

►
内
容 ・
相
談
の
キッ
カケ
作
り

・必
要
な
機
関
へ
つな
ぎ
支
援

►
頻
度 月
2回
（
第
2・
4
水
曜
日
）

►
相
談
員 兼
務
2名

対
応
で
きる

人
を増
や
そう

か
な
…

Ⅱ
.総
合
相
談

「常
設
の
相
談
窓
口
」

令
和
3年
4月
1日
開
設

・ど
こに
相
談
を行
けば
良
い
か
分
か
らな
い

困
りご
と・
悩
み
ごと
の
受
止
め

・行
政
や
関
係
機
関
か
ら困
窮
や
狭
間
の

ケー
スを
対
応

Ⅰ
.支
援
会
議

（
随
時
）
月
2回
程
度

Ⅱ
.支
援
会
議
lev
el2

（
随
時
）
月
1回
程
度

Ⅲ
.重
層
的
支
援
会
議

（
年
1回
程
度
）

より
専
門
的
な
助
言
が
必
要
な

ケー
スに
対
して
は
専
門
機
関
の

助
言
者
を依
頼

担
当
者
レベ
ル
で

情
報
共
有
し課
題
整
理

・
役
割
分
担

・
支
援
の
方
向
性
の
協
議

・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
参
集
関
係
機
関
を

強
化
し
、
幅
を
広
げ
る

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業

全
体
の
実
施
状
況
の
評
価

・地
域
課
題
の
共
有

・社
会
資
源
の
把
握
と開
発

⺠
生

委
員

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

福
祉
事
務
所

保
健

所
P

S
C

医
療

教
育

機
関

Ｎ
Ｐ

Ｏ
警

察

行
政

企
業

社
協

相
談

機
関

学
識

経
験

者
な

ど

司
法

※
1
固
定
メン
バ
ーは
、社
会
福
祉
協
議
会
・包
括
支
援
セ
ンタ
ーが
調
整
役

※
2
ケー
スに
よっ
ては
検
討
メン
バ
ーを
変
更

複
雑
化
・複
合
化
した
課
題

多
機
関
協
働

・複
雑
化
、複
合
した
事
例
の
調
整
役

・制
度
の
狭
間
の
事
例
の
方
向
性
や
役
割
分
担
、

調
整
会
議
の
開
催
をす
る。

・プ
ラッ
トフ
ォー
ムの
構
成

03
.
支
援
会
議
（
lev
el2
）

02
.
支
援
会
議

01
.
仕
組
み
づ
くり
会
議

01
.
仕
組
み
作
り会
議

▶
所
管
課
・社
協
で
事
業
の
仕
組
み
や
体
制
を検
討

02
.
支
援
会
議

▶
個
別
ケー
スに
つい
て担
当
者
レベ
ル
で
情
報
共
有
、

それ
ぞれ
の
担
当
者
が
持
って
い
る情
報
や
課
題
を整
理

（
ex
：
80
50
・ゴ
ミ屋
敷
・ア
ル
コー
ル
依
存
症
、身
寄
りな
し、
な
ど）

■
参
集
機
関
例
：
関
川
村
社
協
・関
川
村
役
場
健
康
福
祉
課

・関
川
村
地
域
包
括
支
援
セ
ンタ
ー・
保
健
師

03
.
支
援
会
議

lve
l2
（
多
機
関
連
携
会
議
）

▶
複
合
化
・複
雑
化
した
多
機
関
で
の
対
応
が
必
要
な
ケー
スに
対
して

チー
ムア
プロ
ーチ
をす
る。
支
援
の
検
討
や
各
機
関
で
の
役
割
分
担

（
ex
：
上
記
に加
え、
生
活
困
窮
、ひ
きこ
もり
、ヤ
ング
ケア
ラー
な
ど）

■
参
集
機
関
例
：
新
潟
県
パ
ーソ
ナル
サ
ポ
ート
セ
ンタ
ー、
福
祉
事
務
所
、

保
健
所
、児
童
相
談
所
、弁
護
士
、医
師

各
分
野
NP
O法
人
な
ど）

●
手
詰
まり
の
ケー
スや
支
援
の
ノウ
ハウ
が
不
足
して
い
る事
例
には

アド
バ
イザ
ーと
して
臨
時
的
に助
言
者
を依
頼

ひ
きこ
もり
支
援
：
NP
O法
人
新
潟
ネ
ット

村
山
氏

障
が
い
者
支
援
：
調
整
中

★
既
存
の
会
議
体
へ
参
加
（
要
保
護
児
童
対
策
地
域
協
議
会
な
ど）

04
.
重
層
的
支
援
会
議

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
全
体
の
実
施
状
況
の
評
価
、

資
源
の
検
討
や
地
域
課
題
の
共
有

04
.
重
層
的
支
援
会
議

（
写
真
は
イメ
ージ
で
す
）

NP
O法
人

新
潟
ね
っと

新
潟
県
パ
ーソ
ナル
サ
ポ
ート
セ
ンタ
ー

保
健
師 村
上
保
健
所

精
神
保
健
福
祉
士

新
潟
県
社
会
福
祉
協
議
会

行
政

障
が
い
担
当

相
談
支
援
事
業
所

地
域
包
括
支
援
セ
ンタ
ー

村
内
NP
O法
人

関
川
社
協

事
務
局
⻑

新
潟
大
学

支
援
会
議

lve
l2
（
多
機
関
連
携
会
議
）
ひ
きこ
もり
支
援
の
様
子

関
川
社
協

担
当

関
川
社
協

課
⻑

行
政
所
管
課

担
当

※
参
集
者
や
人
数
は
対
応
ケー
スに
よっ
て変
動
す
る

重
層
的
支
援
体
制
整
備

コー
ディ
ネ
ータ
ー

1
3

1
4

1
5

1
6
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庁
内
重
層
制
度
学
習
会

イン
テー
ク研
修
会

関
川
村
ひ
きこ
もり
支
援
プロ
ジ
ェク
トチ
ーム
会
議
メン
バ
ー他

行
政
（
保
健
師
、障
が
い
担
当
、包
括
）
・社
協
・相
談
支
援
事
業
所
、

ケア
マネ
、⺠
生
委
員
な
どを
対
象

「ひ
きこ
もり
の
イン
テー
ク内
部
研
修
」

►
初
回
の
相
談
対
応
につ
い
て学
ぶ

担
当
者
以
外
にも
課
⻑
・参
事
・係
⻑
級
・一
般
職
員
他
、社
会
福
祉
協

議
会
の
事
務
局
⻑
な
どを
対
象

「重
層
的
支
援
体
制
整
備
の
庁
内
研
修
」

▶
当
該
制
度
の
概
要
を学
ぶ
。庁
内
の
制
度
理
解
を深
め
る。

「行
政
課
⻑
会
議
で
制
度
説
明
会
」

▶
行
政
庁
内
の
全
課
課
⻑
へ
制
度
説
明
。所
管
課
以
外
の
理
解
と庁
内
連
携
の

必
要
性
を説
明
す
る。

議
員
へ
向
けた
制
度
説
明
会

「重
層
的
支
援
体
制
整
備
の
村
会
議
員
へ
向
けた
説
明
会
」

▶
制
度
理
解
、予
算
や
村
の
事
業
スキ
ーム
を説
明
す
る。

IN
DE

X 
も

く
じ

01
 

02
 

03
 

04
 

たっ
た1

人
の

声
か

らは
じま

る
ちい

きづ
くり

参
考

資
料

効
果

・課
題

経
過

と事
業

スキ
ーム

実
施

内
容

＼
“2
3件

”／

・
総
合
相
談

・
ふ
く
し
何
で
も
相
談
会

生
活
困
窮
（
お
金
、
食
事
、
住
ま
い
、

生
活
保
護
）
、
相
続
、
仕
事
、
労
働

問
題
、
法
律
、
親
の
介
護
、
近
隣
ト

ラ
ブ
ル

＼
“2
9件

”／

・
支
援
会
議

・
支
援
会
議
lv
el
2 （

多
機
関
）

・
既
存
の
会
議
体
や
個
別
ケ
ー

ス
会
議
へ
参
加

（
要
保
護
児
童
対

策
地
域
協
議
会
、
学
校
運
営
協
議
会

な
ど
）

＼
“7
5件

”／
・
生
活
困
窮
者
支
援

・
フ
ー
ド
バ
ン
ク
支
援

担
い
手
の
い
な
い
ケ
ー
ス
の
調
整
役

＼
“多

数
”／

・
関
係
機
関
と
合
同
訪
問

・
行
政
と
連
携
や
訪
問

ア
ル
コ
ー
ル
依
存
症
、
ひ
き
こ
も
り
、

ゴ
ミ
屋
敷
、
身
寄
り
な
し
、
生
活
保

護
、
虐
待
、
自
殺
ハ
イ
リ
ス
ク
、
災

害
被
災
者
、
ひ
と
り
親

令
和
5年
度
実
績
（
相
談
支
援
・多
機
関
協
働
）

福
祉
総
合
相
談

多
機
関
協
働

狭
間
の
ケ
ー
ス

（
困
窮
者
・
フ
ー
ド
バ
ン
ク
）

訪
問
支
援

障
が
い
（
療
育
手
帳
Ｂ
）
所
持
して
い
る夫
婦
。男
性
（
20
）
女
性
（
24
）
と叔
⺟
（
40
代
）
透
析
治
療
中

夫
は
不
定
期
な
一
般
就
労
仕
事
。

妻
は
未
就
労
で
収
入
が
ほ
ぼ
な
く生
活
に困
って
い
た。
妻
は
妊
娠
し、
ハイ
リス
ク妊
婦
対
応
。

公
営
住
宅
に住
ん
で
お
り、
生
活
能
力
も低
い
。家
事
や
清
掃
は
困
難
。

サ
ービ
ス利
用
や
福
祉
関
係
機
関
との
関
わ
りな
し。

お
金
が
い
な
い
と役
場
に相
談
に行
き、
と貸
付
対
応
や
金
銭
管
理
とし
て社
協
へ
案
内
され
た。

↓ 平
田
「こ
の
世
帯
の
問
題
は
果
たし
て金
銭
管
理
な
の
だろ
うか
…」
と疑
問
に思
い

↓ 行
政
保
健
師
・障
が
い
担
当
と情
報
共
有
（
支
援
会
議
）

↓ 本
人
の
意
向
確
認

↓ 複
合
的
な
課
題
が
あ
ると
考
え多
機
関
で
支
援
の
調
整
をス
ター
ト。
参
集
機
関
は
情
報
共
有
（
支
援
会
議
）
の
際
に検
討
。

↓ 行
政
障
が
い
担
当
・保
健
師
・社
協
・包
括
支
援
セ
ンタ
ー・
ハロ
ーワ
ーク
・福
祉
事
務
所
・新
潟
県
パ
ーソ
ナル
サ
ポ
ート
セ
ンタ
ー・
相
談
支
援
事
業
所
・障
が
い
者
就
労
支
援
セ
ンタ
ーの

多
職
種
で
支
援
会
議
lev
el2
。必
要
な
支
援
や
役
割
分
担
の
確
認
。

↓ 全
体
を通
して
、社
協
が
中
心
とな
り調
整
お
よび
相
談
受
付
。

↓ 様
々
な
支
援
機
関
や
サ
ービ
スに
つな
が
る。

○
福
祉
事
務
所
・新
潟
県
パ
ーソ
ナル
サ
ポ
ート
セ
ンタ
ー：
生
活
困
窮
対
応
、生
活
保
護

○
行
政
障
が
い
担
当
・相
談
支
援
事
業
所
：
障
が
い
福
祉
サ
ービ
ス（
就
労
移
行
、就
労
Ｂ
、生
活
介
護
）

○
障
が
い
者
就
労
支
援
セ
ンタ
ー・
ハロ
ーワ
ーク
：
就
労
サ
ポ
ート

○
保
健
師
・地
域
包
括
支
援
セ
ンタ
ー：
叔
⺟
の
支
援
（
介
護
保
険
）

○
社
協
：
生
活
福
祉
資
金
、日
常
生
活
自
立
支
援
事
業
、チ
ーム
支
援
全
体
調
整

対
応
事
例

1
7

1
8

1
9

2
0
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課
題

Ch
ap

te
r 3

効
果

と課
題

効
果

Po
in

t
01 Po

in
t

02

Po
in

t
01 Po

in
t

02 Po
in

t
03

Po
in

t
03

相
談

窓
口

の
開

設

多
機

関
協

働
によ

る支
援

体
制

＞
複

合
的

な
ニー

ズに
対

して
多

職
種

連
携

の
場

をコ
ー

ディ
ネ

ート
し課

題
解

決
へ

向
けた

動
き出

し。

＞
包

括
的

な
相

談
の

受
け止

め
る場

を整
備

。

＞
狭

間
の

ケー
スの

調
整

役
や

制
度

外
の

支
援

。

普
及

活
動

出
口

の
確

立

＞
ひ

きこ
もり

支
援

以
外

の
アウ

トリ
ーチ

明
確

な
アウ

トリ
ーチ

の
仕

組
み

を構
築

で
きず

、受
動

的
な

相
談

受
付

が
中

心
。

ケー
スの

後
追

い
や

地
域

の
声

に積
極

的
に動

く。

＞
様

々
な

層
へ

、広
く知

って
もら

う工
夫

発
信

方
法

や
説

明
会

・広
報

な
ど必

要
な

人
へ

情
報

を届
ける

仕
掛

けが
足

りな
い

。
ニー

ズ調
査

な
ど潜

在
的

な
ニー

ズの
掘

り起
こし

に注
力

。

＞
訪

問
や

相
談

の
その

先
の

資
源

開
発

社
会

参
加

の
受

け皿
や

不
足

して
い

る社
会

資
源

を整
備

。

支
援

の
実

践

アプ
ロー

チ

ふ
だん
の
くら
しの
しあ

わ
せ

送
れ
るよ
うな
仕
組
み
を作
って
い
きた
い
と思
い
ます

IN
DE

X 
も

く
じ

01
 

02
 

03
 

04
 

たっ
た1

人
の

声
か

らは
じま

る
ちい

きづ
くり

効
果

・課
題

経
過

と事
業

スキ
ーム

実
施

内
容

参
考

資
料

関
川
村
ひ
きこ
もり
支
援
で
や
った
こと

Ch
ap

te
r 4

参
考

資
料 Ⅰ

.シ
ステ

ム
•

プロ
ジ

ェク
トチ

ーム
の

結
成

Ⅱ
.全

⼾
調

査
•

日
常

生
活

の困
りご

と調
査

Ⅲ
.普

及
啓

発
•

ひ
きこ

もり
フォ

ーラ
ム

•
専

門
職

イン
テー

ク研
修

Ⅳ
.窓

口
開

設
•

専
門

窓
口

の
確

立
・周

知
•

支
援

2
1

2
2

2
3

2
4
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Ch
ap

te
r 4

参
考

資
料

Ⅰ
.シ
ステ
ム

関
川
村
ひ
きこ
もり
支
援
プロ
ジ
ェク
トチ
ーム
を結
成

構
成

員
20

名

所
属

部
署

役
職
・担
当

関
川

村
役

場
健

康
福

祉
課

主
幹

・保
健

師
・障

が
い

担
当

健
康

福
祉

課
（

地
域

包
括

支
援

セ
ンタ

ー）
セ

ンタ
ー⻑

関
川

村
社

会
福

祉
協

議
会

事
務

局
⻑

総
務

課
課

⻑
・係

⻑
・主

事

総
務

課
（

地
域

ささ
えあ

い
セ

ンタ
ー）

生
活

支
援

相
談

員

NP
O法

人
ここ

スタ
理

事
⻑

・理
事

地
域

活
動

支
援

セ
ンタ

ー
相

談
支

援
事

業
所

管
理

者

所
属

部
署

役
職
・担
当

新
潟

県
社

会
福

祉
協

議
会

地
域

福
祉

課
課

⻑
代

理
・主

事

新
潟

県
パ

ーソ
ナル

・サ
ポ

ート
・セ

ンタ
ー

セ
ンタ

ー⻑

村
上

地
域

振
興

局
（

村
上

保
健

所
）

健
康

福
祉

部
課

⻑
代

理
・相

談
員

新
潟

大
学

⻭
学

部
口

腔
生

命
福

祉
学

科
准

教
授

NP
O法

人
新

潟
ね

っと
※

スー
パ

ーバ
イザ

ー
代

表
理

事

関
川
村
村
内

村
外
関
係
者

学
校
関
係
（
小
中
学
校
）
・教
育
課
・⺠
生
委
員
な
どが
追
加
候
補
か
？

機
能

ひ
きこ

もり
に関

す
る仕

組
み

を検
討

す
るチ

ーム
年

間
の

事
業

の
計

画
・ひ

きこ
もり

の
方

へ
の

仕
掛

け・
相

談
方

法
や

支
援

内
容

の
検

討
な

ど

関
川
村
の
ひ
きこ
もり
37
人
〜
６
０
人
予
想
←
村
山
氏
推
計

Ⅱ
.全
⼾
調
査

「日
常
生
活
の
困
りご
と調
査
（
ひ
きこ
もり
調
査
）
」

⑴
対
象

►
関

川
村

全
世

帯
（

施
設

入
所

者
を除

く）

⑵
調
査
方
法

►
質

問
紙

法
紙

の
調

査
票

に記
載

（
項

目
プロ

ジ
ェク

トチ
ーム

で
検

討
）

►
配

布 健
康

づ
くり

推
進

委
員

（
行

政
嘱

託
）

を通
じて

全
世

帯
へ

配
付

され
る定

期
配

布
物

に併
せ

本
調

査
にか

か
る

a）
依

頼
文

ｂ
）

アン
ケー

ト調
査

票
ｃ

）
回

答
用

封
筒

（
配

布
封

筒
同

様
）

を配
布

。

（
3）
回
収
方
法

►
回

収 各
世

帯
か

ら記
入

い
た

だ
い

た
調

査
票

は
、調

査
票

配
布

時
の

封
筒

に
封

入
し、

健
康

づ
くり

推
進

員
（

行
政

嘱
託

）
を通

じて
関

川
村

役
場

に提
出

Ch
ap

te
r 4

参
考

資
料

日
常

生
活

にお
ける

困
りご

と調
査

Ta
sk

「ひ
きこ

もり
調

査
」

帳
票

検
討

配
布

回
収

集
計

分
析

近
年

、少
子

高
齢

化
や

核
家

族
化

の
急

速
な

進
行

、若
者

の
都

市
部

流
出

等
を背

景
に家

族
や

地
域

の
支

え合
い

機
能

の
低

下
が

懸
念

され
る。

この
よう

な
状

況
にお

い
て、

関
川

村
お

よび
新

潟
県

にお
ける

今
後

の
福

祉
施

策
の

立
案

等
の

参
考

とす
る、

関
川

村
にお

住
まい

の
全

世
帯

を対
象

に日
常

生
活

の
お

困
り

ごと
な

どに
つい

てお
伺

い
す

るア
ンケ

ート
調

査
を実

施
す

る。

配
布

回
収

で
住

⺠
協

力
を

得
るこ

とで
回
収
率
UP
!!

1,7
20

世
帯

新
潟
大
学

1,6
24

枚

1,
59

3枚
(有

効
回

答
）津

南
町

参
考

Ch
ap

te
r 4

参
考

資
料

「日
常
生
活
の
困
りご
と調
査
（
ひ
きこ
もり
調
査
）
」

有
効
回
答
世
帯
の
年
齢
や
世
帯
構
成
は
様
々

（
10
代
〜
90
代
・単
⾝
世
帯
〜
孫
まで
）

〇
問

4➡
収

入
・健

康
・自

然
災

害
〇

問
5➡

身
内

や
知

人
が

多
数

（
相

談
相

手
が

い
な

い
76

名
）

〇
問

6➡
挨

拶
を交

わ
す

程
度

71
2名

・付
き合

い
な

い
62

名

〇
問

8〜
11

➡
家

族
以

外
と交

流
が

な
い

12
5名

（
続

柄
・年

代
も多

様
）

〇
問

14
〜

15
➡

6か
月

以
上

状
態

が
継

続
77

名

〇
問

1７
➡

仲
間

作
りや

相
談

機
関

な
ど幅

広
い

ニー
ズ

（
な

にも
しな

く
ても

良
い

とい
う声

もあ
り）

まさ
にオ

ーダ
ーメ

イド
の

支
援

が
必

要
か

？

Ⅱ
.全
⼾
調
査
「結
果
」

年
齢
無
回
答
＋
0歳
か
ら1
4歳
＋
65
歳
以
上
を除
外

（
21
）

（
1）

（
56
）

47
人
が
ひ
きこ
もり

令
和
5年
度
関
川
村

ひ
きこ
もり
フォ
ーラ
ム

令
和
5年
3月
10
日
(日
)

13
：
30
〜
16
：
00

►
ひ
きこ
もり
の
基
礎
知
識

►
関
川
村
の
それ
ぞれ
の
ひ
きこ
もり
支
援

村
内
の
引
きこ
もり
支
援
の
実
態
を地
域
住

⺠
に知
って
もら
うこ
とで
相
談
の
フロ
ーや
実
績
、

支
援
の
効
果
を伝
えメ
リッ
トを
感
じ取
って
もら

い
。相
談
に来
たく
な
る環
境
つく
り。

また
、窓
口
周
知
を広
げ
る
こと
で
当
事
者

以
外
か
らの
情
報
キャ
ッチ
を期
待
した
い
。

►
参
加
者
10
0人
越
え！
！

2
5

2
6

2
7

2
8
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Ch
ap

te
r 4

参
考

資
料

Ⅳ
.相
談
窓
口

「専
門

の
相

談
窓

口
の

開
設

」

令
和
5年
11月
1日
開
設

►
周

知 全
⼾

配
布

、⺠
生

委
員

、区
⻑

、
社

協
ホ

ーム
ペ

ージ
、行

政
ホ

ーム
ペ

ージ

►
内

容 来
所

以
外

の
相

談
も対

応
（

匿
名

OK
）

相
談

の
フロ

ー
相

談
の

メリ
ット

相
談

員
の

顔
を見

せ
る

専
門

機
関

と連
携

►
相

談
員 兼

務
2名

対
応

で
きる

人
を増

や
そう

か
な

…

Ch
ap

te
r 4

参
考

資
料

▶
開

催
頻

度
：

月
1回

〜
▶

内
容

：
屋

内
外

の
メニ

ュー
（

薪
割

り・
草

刈
り・

花
植

え・
ピザ

作
り・

石
臼

コー
ヒー

）

令
和

6年
7月

OP
EN

！

居
場

所
「ほ

〜
む

」
外

観
居

場
所

「ほ
〜

む
」

メイ
ンル

ーム

居
場

所
「ほ

〜
む

」
キッ

チン
居

場
所

「ほ
〜

む
」

暖
炉

居
場

所
「ほ

〜
む

」
屋

内
クラ

イミ
ング

2
9

3
0
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令
和

6年
7月

20
日

新
潟
人
間
生
活
学
会

新
潟
県
立
大
学

三
条
市
福
祉
保
健
部
地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課

三
条
市
に
お
け
る
重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業

相
談
支
援
関
係
機
関
の
連
携
体
制
構
築
と今

後
の
取
組
に
つ
い
て
　

新
潟
県
三
条
市

（
令
和
６
年
４
月
１
日
現
在
）

■
 人
口
　　
　 

 9
1,

90
5　
人

■
 世
帯
数
　　

 3
7,

29
2世

帯
■

 高
齢
化
率

  3
3.

9％
■

 面
積
　　
　 

 4
31

.9
　㎢

大 島

井
栗
大

崎

・（
高
齢
）
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
　委

託
　5
か
所

・（
障
が
い
）
相
談
支
援
事
業
所
　委

託
　5
か
所

・（
子
ども
）
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
　直

営
　3
か
所
、委

託
５
か
所

　　
　　
　　
　 
子
育
て
拠
点
施
設
　委

託
　２

か
所

・（
困
窮
）
社
会
福
祉
協
議
会
　委

託
　１

か
所

・（
ひ
き
こも

り）
三
条
こも

りび
と支

援
セ
ン
タ
ー
　委

託
　１

か
所

1

日
常
生
活
圏
域
６

支
援
会
議
・

重
層
的
支
援
会
議
に
よ
る

複
合
化
ケ
ー
ス
の
検
討

ひ
き
こも
り等

へ
の

専
門
相
談
・

伴
走
支
援
の
実
施

高
齢
、障

が
い
、ひ
き
こも
りな

ど
対
象
を問

わ
な
い
地
域
づ
くり

＋
各
個
別
の
居
場
所
づ
くり

　三
条
市
に
お
け
る
重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
の
現
状

令
和

4年
度
～
令
和

6年
度
を
移
行
準
備
期
間
とし
て
、重

層
的
支
援
体
制
事
業
の
各
取
組

が
それ

ぞ
れ
始
動
して

い
る
。

令
和
７
年
度
の
本
格
実
施
に
向
け
、そ
れ
らを
一
体
的
に
つ
な
ぐ仕

組
み
づ
くり
が
必
要
な
段
階

圏
域
毎
の
相
談
支
援
の

ネ
ット
ワ
ー
クに

よ
る
情
報
共
有

包
括
的
相
談
支
援
事
業

多
機
関
協
働
事
業

ア
ウト
リー
チ
等
を
通
じた

継
続
的
支
援
事
業

参
加
支
援
事
業

地
域
づ
くり
事
業

2

　支
援
者
間
の
連
携
体
制
構
築
・強
化
の
取
組
（
令
和

4年
度
～
）

高
齢
者
支
援

生
活
困
窮
者
支
援

権
利
擁
護
・

債
務
整
理

障
が
い
者
支
援

嵐
南
圏
域
担
当

相
談
支
援
セ
ン
ター

ハ
ー
ト

地
域
包
括

支
援
セ
ン
ター

嵐
南

社
会
福
祉
協
議
会

県
弁
護
士
会

健
康
づ
くり
課

井
栗
大
崎
･大
島
圏
域
担
当

相
談
支
援
セ
ン
ター

青
空

地
域
包
括

支
援
セ
ン
ター

東

社
会
福
祉
協
議
会

県
弁
護
士
会

健
康
づ
くり
課

保
健
・医
療

嵐
北
圏
域
担
当

相
談
支
援
事
業

つ
な
ぐ

地
域
包
括

支
援
セ
ン
ター

嵐
北

社
会
福
祉
協
議
会

県
弁
護
士
会

健
康
づ
くり
課

子
育
て
支
援

子
育
て
支
援
課

子
育
て
支
援
課

子
育
て
支
援
課

ひ
き
こも

り支
援

こも
りび

と
支
援
セ
ン
タ
ー

こも
りび

と
支
援
セ
ン
タ
ー

こも
りび

と
支
援
セ
ン
タ
ー

下
田
圏
域
担
当

相
談
支
援
セ
ン
ター

さん
じょ
う社

協

地
域
包
括

支
援
セ
ン
ター

下
田

社
会
福
祉
協
議
会

県
弁
護
士
会

健
康
づ
くり
課

子
育
て
支
援
課

こも
りび

と
支
援
セ
ン
タ
ー

栄
地
域
担
当

相
談
支
援
セ
ン
ター

心
和
園

地
域
包
括

支
援
セ
ン
ター

栄

社
会
福
祉
協
議
会

県
弁
護
士
会

健
康
づ
くり
課

子
育
て
支
援
課

こも
りび

と
支
援
セ
ン
タ
ー

複
合
的
な
課
題
解
決
に
向
け
て
、高

齢
、障

が
い
、子

ども
、生

活
困
窮
等
各
分
野
の
圏
域

   
 担
当
を
紐
づ
け
、圏

域
毎
の
相
談
支
援
体
制
を
構
築

圏
域
毎
に
定
期
的
な
情
報
共
有
の
場
や
支
援
会
議
等
を
開
催
し、
支
援
者
間
の
連
携
を
強
化

【圏
域
毎
の
相
談
支
援
機
関
等
の
ネ
ット
ワ
ー
ク
】

3 42

31
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【ク
ラ
ウ
トサ
ー
ビス

を
活
用
した

相
談
支
援
機
関
等
の
連
携
】

ク
ラ
ウ
ドサ
ー
ビス

・基
本
情
報

・支
援
経
過
記
録

・支
援
方
針
の
検
討

・会
議
の
日
程
調
整

市
役
所

地
域
包
括
支
援
セ
ン
ター

社
会
福
祉
協
議
会

弁
護
士
会

相
談
支
援
事
業
所

こも
りび
と支

援
セ
ン
ター

　支
援
者
間
の
連
携
体
制
構
築
・強
化
の
取
組
（
令
和

4年
度
～
）

庁
内
外
の
支
援
者
で
共
通
の
クラ
ウド
サ
ー
ビス
を
使
用
し、
リア
ル
タイ
ム
で
支
援
状
況
の
共
有

や
支
援
方
針
の
検
討
等
を
実
施

制
度
・分

野
を
超
え
た
円
滑
な
連
携
体
制
が
構
築
で
き
、複

雑
化
・複

合
化
した

課
題
を
抱
え
る
世
帯

へ
迅
速
な
対
応
が
可
能
に
な
った
。

4

各
相
談
支
援
機
関
が
抱
え
る
複
合
化
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
、相

談
を
受
け
、支

援
会
議
、重

層
的
支
援
会
議
の
開
催
調
整
、

会
議
の
運
営

世
帯
の
課
題
の
アセ

ス
メン
トと
多
機
関
協
働
事
業
プ
ラン
、ア
ウト
リー
チ
等
を通

じた
継
続
的
支
援
事
業
、参

加
支
援
事

業
の
プラ
ン
案
の
作
成

プラ
ン
に
基
づ
く支

援
の
進
捗
管
理

支
援
関
係
者
の
ネ
ット
ワ
ー
クの

構
築
・強

化
及
び
支
援
関
係
者
の
資
質
向
上
の
た
め
の
研
修
等
実
施

支
援
対
象
者
を社

会
資
源
や
居
場
所
等
に
つ
な
ぐた
め
、ア
ウト
リー
チ
等
を通

じた
継
続
的
支
援
事
業
・参

加
支
援
事
業

委
託
事
業
者
をは

じめ
各
支
援
者
と連

携
しな

が
ら、
支
援
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
既
存
の
居
場
所
の
拡
充
や
多
種
多
様
な

関
係
者
同
士
をつ

な
ぐ仕

組
み
づ
くり

　相
談
支
援
に
係
る
課
題
と本

格
実
施
に
向
け
た
取
組

既
存
の
相
談
機
関
の
機
能
を
活
か
しつ

つ
、令

和
7年

度
に
地
域
包
括
ケ
ア
推
進
課
に

複
雑
化
・複

合
化
した

課
題
を
抱
え
る
ケ
ー
ス
の
相
談
支
援
全
体
の
コー

デ
ィネ
ー
ト役

とな
る
重
層
コー

デ
ィネ
ー
タ
ー
（

2名
）
を
配
置
予
定

　複
雑
化
・複

合
化
した

課
題
や
制
度
の
狭
間
の
課
題
を抱

え
る
が
ゆ
え
、支

援
方
針
や
役
割
分
担
を明

確
に
す
る
こと
が
困
難

な
ケ
ー
ス
も
み
られ

て
い
た
。複

雑
化
・複

合
化
ケ
ー
ス
の
課
題
の

解
き
ほ
ぐし
とケ
ー
ス
全
体
の
支
援
の
調
整
機
能
を果

た
す
者
の

必
要
性
が
高
まっ
て
き
た
。

【重
層
コー

デ
ィネ
ー
ター

の
役
割

(案
)】

三
条
市
の
これ
ま
で

　圏
域
毎
の
相
談
支
援
体
制
を
整
備
し、
複
合
化
・複

雑
化

した
ケ
ー
ス
に
つ
い
て
は
、圏

域
の
支
援
機
関
が
支
援
会
議
を

開
催
し、
支
援
方
針
や
各
相
談
支
援
機
関
の
役
割
分
担
の

検
討
を実

施

課
題
・背
景

5

　最
後
に

これ
ま
で
の
相
談
支
援
体
制
や
地
域
づ
くり
の
成
果
を
基
盤
とし
て

相
談
支
援
関
係
機
関
の
更
な
る
連
携
の
推
進

寛
容
な
地
域
づ
くり
の
推
進

参
加
支
援
を
は
じめ

とす
る
新
た
な
事
業

市
民
が
安
心
して
暮
らし
続
け
る
た
め
に
、支

援
者
同
士
が
連
携
を

図
りな

が
ら、
困
りご
とを
抱
え
る
世
帯
全
体
を
丸
ご
と支

援
す
る

体
制
整
備
を
進
め
て
い
く

65
6

7
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新
発
田
市
社
会
福
祉
協
議
会

地
域
福
祉
課

 川
瀬

 聖
志

―
 誰
も
が
不
安
を
抱
え
る
社
会
で
「
つ
な
が
り
」
の
再
構
築
に
向
け
て

 ―

孤
立
不
安
時
代
の

声
な
き
声
を
聴
く

 心
を
紡
ぐ

第
1
4
回

 新
潟
人
間
生
活
学
会

令令
和和

66
年年

33
月月
末末

    
現現
在在

人人
口口
総総
数数

９９
２２
，，
２２
７７
６６
人人

    
（（
男男

44
55

,,00
11

77
人人

女女
44

77
,,22

55
99
人人
））

世世
  帯帯

  数数
    

    
３３
７７
，，
３３
８８
５５
世世
帯帯

高高
齢齢
化化
率率

３３
３３
．．
５５

%%
    
（（

66
55
歳歳
以以
上上
のの
人人
口口

33
00

,,99
33

66
人人
））

学学
  校校

  等等
  小小
学学
校校
１１
５５
校校

／／
中中
学学
校校
１１
００
校校

高高
等等
学学
校校
６６
校校

／／
専専
門門
学学
校校
１１
校校

短短
期期
大大
学学
１１
校校

／／
大大
学学
１１
校校

新
発
田
市
の
概
要

新
発
田
市
社
協
の
紹
介

新
発
田
市
社
会
福
祉
協
議
会

紹
介
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

「
声
な
き
声
問
題
」
に
着
目
し
た
き
っ
か
け

就
労
の
状
況

心
身
の
状
況

生
活
の
状
況

地
域
社
会
と
の

関
係
性

そ
の
他
の
事
情

経
済
的
「
困
窮
」
と

 社
会
的
・
精
神
的
「
貧
困
」

そ
の
要
因
多
く
は
・
・
・

  
  

社
会
的
孤
立

状
態
に
あ
る

1
2

3
4
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こ
れ
か
ら
の
地
域
福
祉
に
は

…

個
別
支
援

 と
 地
域
づ
く
り

～
 「
待
ち
」
 か
ら
 「
ま
ち
」
へ

 ～
・
 ・

無
関
心関
心
気
づ
き
共
感

支
え
合
い

社
会
資
源

点
在
し
て
い
る

ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク

点
か
ら
線
に

線
か
ら
面
に

人
と
人
が
つ
な
が
る

 「
仕
組
み
」
と
「
取
り
組
み
」

地
域
づ
く
り
が
大
切

地
域
で
の
支
え
合
い
に
向
け
て
（
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ワ
ー
ク
）

「
暮
ら
し
」
と
「
住
ま
い
」
の
ふ
く
し
相
談
会

◆
「
暮
ら
し
」
と
「
住
ま
い
」
の
ふ
く
し
相
談
会

（
年

2
回
：
6
月

/
3
月
）

◆
相
談
員

9
名

新
潟
県
弁
護
士
会
／
新
潟
県
司
法
書
士
会
／
関
東
信
越
税
理
士
会
新
発

田
支
部
／
新
潟
県
行
政
書
士
会
下
越
支
部
／
新
潟
県
宅
地
建
物
取
引
業

協
会
新
発
田
支
部
／
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
／
新
発
田
市
（
生
活

困
窮
・
保
健
師
）
／
成
年
後
見
セ
ン
タ
ー

5
6

7
8
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生
き
づ
ら
さ
を
抱
え
る
若
者
等
の
支
援
（
ケ
ー
ス
ワ
ー
ク
）

い
つ
で
も

「
チ
ャ
レ
ン
ジ
」
 や

 「
チ
ェ
ン
ジ
」
 が
で
き
て

安
心
し
て
気
軽
に

 ひ
と
休
み
で
き
る
“
よ
り
ど
こ
ろ

”

制
度
が
あ
る
か
ら
「
支
援
」
す
る
？

支
援
者
側
が
「
力
」
を
つ
け
る
？

関
わ
り
が
必
要
な
状
況
が
あ

る
か
ら
支
援
を
試
み
る

本
人
の
「
生
き
る
力
」
が
大

切
で
あ
る
こ
と
を
忘
れ
な
い

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

 &
 社
会
参
加

窓窓
アア
ーー
トト

ボボ
ララ
ンン
テテ
ィィ
アア
活活
動動
（（
羽羽
毛毛
））

9
1
0

1
1

1
2
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ア
セ
ス
メ
ン
ト

就
労
準
備
支
援
計
画日
常
生
活
自
立

支
援

職
場
定
着

支
援

社
会
生
活
自
立

支
援

一
般
就
労

丁
寧
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
よ
る
、
本
人
の
強
み
を
含
め
た

特
性
や
様
々
な
課
題
を
考
慮
し
た
支
援
計
画
を
作
成

生
活
習
慣
の
確
立
、
社
会
と
の
つ
な
が
り
の
回
復
、

就
労
体
験
な
ど
、
本
人
の
意
思
や
状
態
に
応
じ
た

き き
めめ
細細
かか
なな
スス
テテ
ーー
ジジ
のの
創創
設設

①
日
常
生
活
自
立
支
援
（
３
段
階
ス
テ
ッ
プ
支
援
）

②
社
会
生
活
自
立
支
援
（
３
段
階
ス
テ
ッ
プ
支
援
）

③
就
労
自
立
支
援
（
３
段
階
ス
テ
ッ
プ
支
援
）

自
立
相
談
支
援
機
関
（
就

労
支
援
員
）
や
ハ
ロ
ワ
ー

ク
と
連
携
し
た
就
労
支
援

一
般
就
労
に
向
け
て
、
雇
用
形
態
・
時
間
・

作
業
内
容
・
賃
金
な
ど
、
多
様
な
中中
間間
的的
就就

労労
のの
場場
のの
創創
設設

非
雇
用
型

…
無
償
、
有
償

就
労
自
立

支
援

思
い
や
状
況
に
応
じ
た
支
援
（
就
労
準
備
支
援
）

～
役
割
・
生
き
が
い
・
居
場
所
づ
く
り
に
よ
る
自
尊
感
情
や
自
己
有
用
感
の
回
復
と
醸
成
を
図
る
～

本
人
・
家
族

社
会
福
祉
協
議
会

新
発
田
市

社
会
福
祉
・
高
齢
福
祉
・
こ
ど
も
・
健
康

推
進
・
商
工
振
興
・
地
域
安
全

 他

下
越
地
域
若
者
サ
ポ
ー
ト

ス
テ
ー
シ
ョ
ン

ハハ
ロロ
ーー
ワワ
ーー
クク

ＫＫ
ＨＨ
ＪＪ

障障
がが
いい
者者
基基
幹幹
相相
談談
支支
援援
セセ
ンン
タタ
ーー

医医
療療
機機
関関

保保
健健
所所

ボボ
ララ
ンン
テテ
ィィ
アア
団団
体体

ＮＮ
ＰＰ
ＯＯ

民民
生生
委委
員員
児児
童童
委委
員員

自自
治治
会会

新新
発発
田田
市市
教教
育育
支支
援援
セセ
ンン
タタ
ーー
車車
野野
校校

新
発
田
版

 生
き
づ
ら
さ
を
抱
え
る
若
者
等
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

連連 携携

不不
登登
校校
親親
のの
会会

包包
括括
支支
援援
セセ
ンン
タタ
ーー
セセ
ンン
タタ
ーー

教教
育育
委委
員員
会会

1
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生
き
づ
ら
さ
を
抱
え
る
若
者
等
の
支
援

課
題
と
展
望

◆
課
題

・
ま
だ
ま
だ
局
所
的
、
属
人
的
の
傾
向
が
あ
る

・
継
続
性
や
広
く
周
知
を
図
る
こ
と
に
限
界
が
あ
る

・
複
雑
化
・
複
合
化
し
た
ニ
ー
ズ
や
課
題
を
抱
え
た
方
が
多
い

…
 e

tc

地
域
共
生
社
会
の
構
築
と

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
が
重
要

ご
清
聴
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
し
た

福
祉
は
誰
も
が
誰
か
の
チ
カ
ラ
に
な
れ
る
こ
と

1
7

1
8
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岡
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長
岡
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岡
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概
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.
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%
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日
常

生
活

圏
域

の
名

称
人

口
高

齢
者

1
川

東
地

区
西

3
0
,
2
0
4

2
川

東
地

区
東

3
5
,
2
0
7

3
川

東
地

区
北

3
1
,
5
2
0

5
川

西
地

区
北

・
三

島
2
1
,
1
5
6

4
川

東
地

区
南

・
山

古
志

3
0
,
1
4
3

7
中

之
島

・
与

板
1
6
,
5
7
2

6
川

西
地

区
南

4
5
,
5
3
5

9
和

島
・

寺
泊

1
1
,
8
2
4

8
越

路
・

小
国

1
7
,
2
5
6

1
0
栃

尾
1
5
,
5
2
3

1
1
川

口
3
,
8
6
0

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

2
5
8
,
8
0
0

川
東

地
区

東
・

川
西

地
区

南
は

約
２

７
％

、
和

島
寺

泊
・

栃
尾

・
川

口
は

約
４

０
％

を

超
え

て
お

り
、

高
齢

者
率

だ
け

で
見

て
も

圏
域

毎
の

人
口

動
態

や
生

活
環

境
な

ど
が

大

き
く

異
な

る
こ

と
が

わ
か

る
。

令
和

５
年

10
月

１
日

現
在

総
合

社
会

福
祉

窓
口

長
岡

市
パ

ー
ソ

ナ
ル

・
サ

ポ
ー

ト
・

セ
ン

タ
ー

長
岡

市
社

会
福

祉
協

議
会

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

長
岡

市
成

年
後

見
セ

ン
タ

ー

障
害

者
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー

ひ
き

こ
も

り
相

談
支

援
室

令
和

６
年

４
月

開
設

令
和

４
年

１
０

月
開

設

社
会

福
祉

セ
ン

タ
ー

ト
モ

シ
ア

公
共

施
設

市
役

所
コ

ン
シ

ェ
ル

ジ
ュ

総
合

窓
口

に
３

名
配

置
来

訪
者

を
移

動
さ

せ
な

い
最

新
の

情
報

収
集

話
し

相
手

と
し

て
も

総
合

行
政

福
祉

窓
口

福
 祉

 窓
 口

福
祉

に
関

わ
る

行
政

手
続

き
に

つ
い

て
の

総
合

窓
口 こ

こ
ろ

の
健

康
相

談

子
ど

も
・

青
少

年
相

談
セ

ン
タ

ー

子
ど

も
の

健
康

相
談

子
育

て
世

代
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー

こ
ど

も
発

達
相

談
室

・
家

庭
児

童
相

談
室

高
齢

者
基

幹
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー

長
岡

版
ネ

ウ
ボ

ラ

高
齢

・
健

康
・

医
療

・
子

育
て

窓
口

ウ
ィ

ル
な

が
お

か
相

談
室

夫
婦

・
家

族
・

生
き

方
・

性
暴

力
な

ど

配
偶

者
暴

力
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー

若
者

サ
ポ

ー
ト

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

若
者

就
労

支
援

な
ど

障
害

者
就

労
支

援
相

談

障
害

者
就

労
支

援
推

進
員

配
置

人
権

男
女

・
DV

・
就

労
窓

口さ
い

わ
い

プ
ラ

ザ
・

教
育

セ
ン

タ
ー

行
政

庁
舎

ア
オ

ー
レ

長
岡

行
政

庁
舎

H
24

~
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
窓

口
開

始

中
心

市
街

地
周

辺
施

設
行

政
庁

舎

高
　

齢
障

　
害

児
　

童

長
岡

市（
中

心
部

）の
相

談
支

援
体

制
図

※
主

な
相

談
支

援
を

抜
粋

●
 平

成
２

４
年

に
完

成
し

た
ア

オ
ー

レ
長

岡
に

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

窓
口

と
　

 市
役

所
コ

ン
シ

ェ
ル

ジ
ュ

を
配

置

●
 適

切
な

部
署

へ
繋

ぎ
、「

信
頼

さ
れ

る
窓

口
」

を
目

指
す

本
　

人
家

族
等

相
談

者

現
在

の
相

談
の

殆
ど

が
複

合
的

案
件

ど
こ

に
相

談
し

て
も

複
合

的
相

談
支

援
を

実
践

し
て

い
る

複
合

的
案

件
は

ケ
ー

ス
会

議
等

を
発

意
し

た
部

署
が

解
決

ま
で

の
プ

ロ
セ

ス
を

管
理

し
て

い
る

状
態

（
自

然
的

）
そ

の
他

：
長

岡
市

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

（
商

品
購

入
ト

ラ
ブ

ル
・

多
重

債
務

相
談

）

そ
の

他
：

子
ど

も
サ

ポ
ー

ト
コ

ー
ル

（
子

ど
も

の
心

配
ご

と
総

合
相

談
窓

口
）

子
育

て
の

駅
ち

び
っ

こ
広

場
・

て
く

て
く

等
　

市
内

１
３

箇
所
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地

区
障
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援
セ

ン
タ

ー
市

内
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箇
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地

域
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括
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ー
　

　
 日

常
生

活
圏

域
　

市
内

１
１

箇
所

主
任

ケ
ア

マ
ネ

ジ
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健
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内
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箇

所
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箇
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援
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医
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関
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担
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健

師
   

支
所
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圏

域
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市
内
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名
配

置

総
合

社
会

福
祉

窓
口

長
岡

市
パ

ー
ソ

ナ
ル

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

長
岡

市
社

会
福

祉
協

議
会

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

セ
ン

タ
ー

長
岡

市
成

年
後

見
セ

ン
タ

ー

障
害

者
基

幹
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー

ひ
き

こ
も

り
相

談
支

援
室

令
和

６
年

４
月

開
設

令
和

４
年

１
０

月
開

設

社
会

福
祉

セ
ン

タ
ー

ト
モ

シ
ア

公
共

施
設

市
役

所
コ

ン
シ

ェ
ル

ジ
ュ

総
合

窓
口

に
３

名
配

置

総
合

行
政

福
祉

窓
口

福
 祉

 窓
 口

福
祉

に
関

わ
る

行
政

手
続

き
に

つ
い

て
の

総
合

窓
口

こ
こ

ろ
の

健
康

相
談

子
ど
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・

青
少
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相
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セ

ン
タ
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習
、

友
人

関
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不

登
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括
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配
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わ
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始
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障
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児
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長
岡
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全

域
）の

包
括
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支

援
体

制
図
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活

動
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援
セ
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タ

ー
市

内
１

１
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団

体
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４
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か
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１
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回
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7
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利
用
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れ
あ

い
い

き
い

き
サ
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ン

　
　

活
　

動

【
社

協
事

業
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  コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

　
  セ

ン
タ

ー
市

内
42

箇
所

福
祉

担
当

主
事

を
配

置

市
内

１
１

生
活

圏
域

相
談

支
援

【
課

題
】

❶
 人

材
の

量
・

質
の

確
保

↓
AI

に
よ

る
ガ

イ
ダ

ン
ス

❷
 個

人
情

報
の

情
報

共
有

↓
最

新
ク

ラ
ウ

ド
❸

 多
機

関
協

働
組

織
の

必
要

性
❹

 個
人

同
意

の
困

難
事

例

課
題

を
解

決
し

た
こ

と
で

、
包

括
的

支
援

体
制

が
確

立
す

る
の

か
、

重
層

的
支

援
体

制
整

備
事

業
を

実
施

す
べ

き
か

調
整

・
検

討
中民

生
委

員
児

童
委

員
区

域
担

当
委

員
５

０
０

名
  主

任
児

童
委

員
６

１
名

参
加

支
援

オ
レ

ン
ジ

   カ
フ

ェ
（

認
知

症
カ

フ
ェ

）
交

流
・

認
知

症
相

談
市

内
１

６
箇

所

仲
間

と
の

ふ
れ

あ
い

を
通

じ
健

康
体

操
や

相
談

に
応

じ
る

（
子

育
て

世
代

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

）

　
　

　
  保

育
士

子
育

て
コ

ン
シ

ェ
ル

ジ
ュ

保
育

・
交

流
・

相
談

子
育

て
悩

み
を

持
つ

方
の

交
流

機
会

・
育

児
相

談
・

育
児

情
報

提
供

（
妊

婦
も

）

そ
の

他
：

長
岡

市
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
（

商
品

購
入

ト
ラ

ブ
ル

・
多

重
債

務
相

談
）

そ
の

他
：

子
ど

も
サ

ポ
ー

ト
コ

ー
ル

（
子

ど
も

の
心

配
ご

と
総

合
相

談
窓

口
）

※
R5

実
績

   （
長

岡
地

域
を

除
く

）

1
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3
4

新新潟潟人人間間生生活活学学会会  会会則則  

第１章 総 則 
（名 称） 
 第 1 条  本会は「新潟人間生活学会」と称する。 
（事務局） 
 第 2 条  本会は、事務局を新潟県立大学 人間生活学部内に置く。 
 
第２章 目的および事業 
（目 的） 
 第 3 条  本会は、人間生活学に関する学理および応用の研究についての発表および情報の提供等を

行うことにより、人間生活学に関する研究の進歩普及を図り、もって学術の発展に寄与す

ることを目的とする。 
（事 業） 
第 4 条  本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。 
    （１）機関紙および出版物の刊行 
    （２）学術集会などの開催 
    （３）その他本会の目的達成のために必要な事業 

 
第３章 会 員 
（会 員） 
 第 5 条  本会の会員は次の通りとする。 
     （１）個人会員  本会の目的に賛同して入会した個人 
     （２）学生会員  本会の目的に賛同して入会した学生 
（入 会） 
 第 6 条  本会の会員になろうとするものは、当該年度の会費を添えて所定の申込書を学会長に提出

しなければならない。 
（会 費） 
 第 7 条  本会の年会費は次の通りとする（会計年度は 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする）。 
     （１）個人会員 2,000 円 
     （２）学生会員  500 円 
（退 会） 
 第 8 条  会員が退会しようとするときは、退会届を学会長に提出しなければならない。 
 
第４章 役員および会議 
（役 員） 
 第 9 条  本会には次の役員をおく。 
      学会長       １名（人間生活学部長） 
      副会長       ２名 
      幹事        ２名 
      監事        ２名 
     ＊顧問（指導助言を必要とした場合、学会長が委嘱） 
（役員の選任） 
 第 10 条 学会長は新潟県立大学人間生活学部長とし、副会長、幹事および監事を学会長が推薦し、総

会で選任する。学会長が必要と認める場合は、総会の議を経て、業務を委嘱する委員（特別

委員）を置くことができる。 
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（役員の職務） 
 第 11 条  学会長は、本会の業務を掌理し、本会を代表する。 
 第 12 条  役員は、この会則に定める事項を行う他、総会の権限に定められた事項以外の事項を決議

し、執行する。 
 第 13 条  監事は本会の業務および財産に関して監査する。 
（役員の任期） 
 第 14 条  役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 
（編集委員） 
 第 15 条  本会に、機関誌等の刊行を行う編集委員をおく。 
   ２ 編集委員は役員会の議を経て学会長が指名する。       
（会 議） 
 第 16 条  本会は、総会、役員会および編集委員会を開催する。 
（総 会） 
 第 17 条  総会は学会長が招集する。 
     （１）総会は、個人会員をもって構成する。 
     （２）総会の議長は、その総会に出席した個人会員の中から選出する。 
     （３）総会の議事は、出席役員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長の決すると

ころによる。 
 第 18 条  総会は以下の事項について議決する。 
     （１）会則の変更 
     （２）事業計画および収支予算並びにその変更 
     （３）事業報告および収支決算 
     （４）役員の選任（会長、副会長、幹事、監事） 
     （５）会費の額 
     （６）その他運営に関する重要事項 
（役員会） 
 第 19 条  役員会は学会長が招集する。 
     （１）役員会の議長は学会長とする。 
     （２）役員会は、役員の３分の２以上の出席がなければ議決することはできない。 
     （３）役員会の議事は、出席役員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長の決する

ところによる。 
（編集委員会） 
 第 20 条  編集委員会は委員長が召集する。 
     （１）編集委員会の委員長は役員会の議を経て学会長が指名する。 
     （２）編集委員会は、委員の３分の２以上の出席がなければ議決することはできない。 
     （３）編集委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長の決

するところによる。 
（顧問） 
 第 21 条  本会には顧問をおくことができる。 
   ２ 顧問は役員会の議を経て学会長が推薦し、総会で選任する。 
 
附 則 
 この会則は、平成 21 年（2009 年）11 月から施行する。 
 この会則は、平成 22 年（2010 年）1 月から改定施行する。 
 この会則は、平成 23 年（2011 年）5 月から改定施行する。 
この会則は、平成 31 年（2019 年）4 月から改定施行する。 

 人間生活学研究 投稿規定 

 
Ⅰ．発  行 

1． 本誌は新潟人間生活学会の学会誌であって、原則として年一回発行する。 
 

Ⅱ．受  理 

1． 本誌は人の生活に関わる分野の学

術（人間生活学）に関する研究論文

または報告（表 1）であって、他の

「学術誌等」に公表または投稿され

ていない論文の投稿を受け付ける

（「学術誌等」に該当しない公表・投

稿先の例は「責任著者確認書」の記

述を参照）。 
2． 論文の種類は責任著者が指定する。

ただし編集委員会から変更を求められる場合がある。 
3． 筆頭著者および責任著者は新潟人間生活学会の会員とする。 
4． 論文の内容が人間生活学の発展に寄与するものであって、「Ⅲ．執筆要領」に沿って体裁が整っ

ており、直ちに印刷できる状態にある場合に受理する。 
5． 採否は編集委員会が決定する。ただし研究論文（査読あり）の採否は査読結果を参考とする。 
6． 査読は別に定める「投稿論文の査読に関する内規」に沿って行う。 
 

Ⅲ．執筆要領 

1． 原稿は日本語または英語（米

国）で記載する。日本語論文

の図表は英語で記載しても良

い。 
2． 原稿一編は 10 ページ程度（14

ページ以内）とする。 
3． 研究論文の構成は原則として

表 2 の通りとし、研研究究論論文文（（査査

読読あありり））でではは AABBSSTTRRAACCTT をを必必須須

とする。投稿者の学術分野に

よってこの構成がなじまない

場合には各学術分野の例によ

り記載し、参考とした学術誌

を 1 冊、投稿時に添付するこ

と。 
4． 報告の構成は指定しないが、

研究論文の構成に準ずるのが

望ましい。 

表1. 投稿論文の種類

内容 査読

1. 研究論文（査読あり）

Peer-reviewed Research Article

2. 研究論文（査読なし）

Reserach Article

3. 報告

Report

種類

研究論文のうち、査
読を求めないもの

独創的な研究論文

研究・調査に関する
資料や実践活動等に
関する報告

なし

あり

なし

表2. 研究論文の基本構成

準ずる項目例 内容

要旨 概ね800字以内。

キーワード 6個以内

はじめに 緒言、目的 研究の背景と目的

方法 対象と方法、
研究方法

データの収集方法、分析方法、倫理
的配慮など

結果 研究等の結果・成績

考察 結果の考察・評価・限界等

結語 結論、
おわりに

結果と考察から導き出された結論
（考察に含めても良い）

謝辞 研究協力者への謝辞、研究への助成
や便宜供与など
（該当するものが無い場合は省略）

文献 参考文献 論文中で引用した文献のリスト。

 ABSTRACT

※

項目

結果と考察

タイトル、著者、所属、本体、キー
ワードを英語で記載し、概ね250語
程度（400語以内）とする。

研究論文（査読あり）
では必須
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5． 原原稿稿のの基基本本フフォォーーママッットト（（Microsoft Word 形形式式））はは本本学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードド

すするる（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
 基本設定は下記の通り（ダウンロード用の基本フォーマットには設定済み）。ただし著著者者のの学学

術術分分野野ににおおいいてて基基本本設設定定にに従従ううここととがが不不適適当当なな場場合合ににはは投投稿稿時時にに編編集集委委員員会会ににそそのの理理由由をを申申しし

出出てて対対応応をを協協議議すするる（その学術分野では全てまたはほとんどの有力誌が 1 段組であるなど）。 

 マージンは上下左右 25mm、フッター（ページ番号）は下端から 10mm に設定する。 
 ページ中央下部にページ番号を挿入する。 
 ページ設定は、1 行 44 文字×44 行とし、要旨は左右 2 字ずつ字下げ（インテンド）する。

本文（表 2 の「はじめに」～「文献」）は 1 行 21 文字×44 行の 2 段組にする。 
 文字列の配置は両端揃えを基本とし、タイトルと著者、および本文中の見出しは中央揃

え、副見出しとキーワードは左揃えとする。 
 日本語フォントは明朝体系の等幅フォント（MS 明朝など）、英数字（アルファベットと

算用数字）のフォントは Times New Roman を基本とする。ただし、見出しと副見出し

は、日本語にはゴシック体系の等幅フォント（MS ゴシックなど）太字、英語には Arial
太字を用いる。 

 フォントのサイズは 10pt を基本とし、タイトルは 14pt（太字）、本文中の見出しと ABS
TRACT のタイトルは 12pt、タイトルページの脚注は 9pt、図表は任意（見やすいサイズ）

とする。 
 著者とキーワードの前後は 1 行空けとし、本文中の見出し（表 2 の「はじめに」～「文

献」の前後は 0.5 行空けとする。 
 著者の所属は、著者の右上に数字を付し、タイトルページの脚注欄（テキストボックス

で作成）に記載する。また、責任著者の右肩に*マークを付け、脚注の欄にメールアドレ

スまたは連絡先住所を記載する。 
 利益相反はタイトルページの脚注欄に記入する。利益相反が無い場合は「利益相反：な

し」（英語論文では Conflict of interest: None declared ）と明記する。 
 本本文文おおよよびび図図表表のの英英数数字字はは半半角角で記載する。 
 日日本本語語文文のの句句読読点点ににはは「「、、  。。」」を用いる。 
 文献番号は引用された順に番号をつけ、引用場所の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。 
 引用文献の記載方法は下記の通りとする。下記に記載のない出版物については、学術誌

での一般的な用法による。記載例は基本フォーマットを参照（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
（一般原則） 

・著者名や編者名は 3 名まで記載し、3 名を超える場合は「、他」「, et al」と記載する。

ローマ字表記の名前は、姓、名の頭文字で記載し、頭文字にピリオドは付けない（例：

Omomo S）。 
・著者名は、日本語など漢字圏の文献では「、」で区切る。英語等ヨーロッパ言語の文献

では「, 」で区切り、and は使わない。 
・雑誌名は通用されている略語で表記し、通用されている略語がない場合には略さずに

表記する。 
・ページは略せる部分を略して表記する（例：× 101-119. ○ 101-19）。 
・英語原稿に日本語文献名の英訳を記載した場合には最後に (in Japanese)を付記する。 

（雑誌の場合） 
1) 著者名．表題．雑誌名 発行年（西暦）; 巻: 頁-頁. 
2) Author(s). Title. Journal Year; Volume: Page-Page. 

（単行本の場合） 
3) 著者名．表題．編者名、編．書名．発行所所在地：出版社、発行年（西暦）; ページ. 
4) Author (s). Title. In: Editor(s), editor(s). Book name. Place of publication: Publisher; 

Year: Page-Page. 

注：引用する章の著者名や表題が明確ではない場合は省略可。 

（ウェブサイトの場合） 
5) 著者名．資料名．URL （参照 ****年**月**日） 
6) Author(s). Title. URL (Accessed month day, year) 

 ABSTRACT の前は 2 行空ける。 
 ABSTRACT はタイトル(Times New Roman 12Ppt)、名前(Times New Roman 10pt)、所属

と責任著者連絡先(Times New Roman 10pt)、本体(概ね 250 前後、400 語以内。Times Ne
w Roman 10pt)、キーワード(見出しは Arial 10pt 太字、キーワードは Times New Roman
 10pt)の順に記載し、タイトル、名前、所属と責任著者連絡先、キーワードの前後は 1 行

空ける。 
 英英語語原原稿稿やや、、日日本本語語原原稿稿のの AABBSSTTRRAACCTT はは著著者者のの責責任任ににおおいいててネネイイテティィブブ・・ススピピーーカカーーののチチ

ェェッッククをを受受けけるる。 
 
6． 研究における倫理的配慮については、「方法（あるいはそれに準ずる）」の項目において必ず下

記のいずれかの記載を行う。 

 倫理委員会等の審査（動物実験を含む）を受けて承認された研究は、その旨と承認機関

の名称、承認番号等を記載する 
 倫理的配慮等について準拠する指針がある場合は、その指針（厚生労働省が策定した医

学研究に関する指針、研究者の所属機関の倫理指針、研究者が所属する職能団体の倫理

指針など）の名称を記載する 
 倫理委員会等の審査が不要である場合は、その理由について記載する 

 
Ⅳ．投  稿 

1． 投稿に必要な様様式式はは学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードドする（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
2． 打打ちち出出しし原原稿稿 22 部部および添添付付書書類類一一式式（表紙、責任著者確認書、著作権委譲・利益相反申告書

の必要事項を記載したもの、左上綴じ）を封筒に入れて投稿する。本学会における著作権の取

り扱いについては別途記載ページを参照のこと。なお別刷りは論文一編あたり 50 部無料、それ

以上必要な場合は有料になる（印刷業者と相談）。 
3． 打打ちち出出しし原原稿稿とと添添付付書書類類一一式式はは学学会会役役員員にに提提出出すするるかか編編集集委委員員長長宛宛にに郵郵送送する。 
4． 併せて、原原稿稿とと添添付付書書類類表表紙紙のの電電子子フファァイイルルをを学学会会ままででメメーールル送信する。 

（郵送先とメールアドレスは投稿規定末尾に記載）。 
5． 原稿の電子ファイルは Microsoft Word 文書の他、文字化けを防ぐため PDF 形式を添付するのが

望ましい。 
 

Ⅴ．校  正 

1． 校正は著者の責任において、初稿、再校を原則とする。 
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5． 原原稿稿のの基基本本フフォォーーママッットト（（Microsoft Word 形形式式））はは本本学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードド
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 ページ設定は、1 行 44 文字×44 行とし、要旨は左右 2 字ずつ字下げ（インテンド）する。

本文（表 2 の「はじめに」～「文献」）は 1 行 21 文字×44 行の 2 段組にする。 
 文字列の配置は両端揃えを基本とし、タイトルと著者、および本文中の見出しは中央揃

え、副見出しとキーワードは左揃えとする。 
 日本語フォントは明朝体系の等幅フォント（MS 明朝など）、英数字（アルファベットと

算用数字）のフォントは Times New Roman を基本とする。ただし、見出しと副見出し
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 著者の所属は、著者の右上に数字を付し、タイトルページの脚注欄（テキストボックス

で作成）に記載する。また、責任著者の右肩に*マークを付け、脚注の欄にメールアドレ

スまたは連絡先住所を記載する。 
 利益相反はタイトルページの脚注欄に記入する。利益相反が無い場合は「利益相反：な

し」（英語論文では Conflict of interest: None declared ）と明記する。 
 本本文文おおよよびび図図表表のの英英数数字字はは半半角角で記載する。 
 日日本本語語文文のの句句読読点点ににはは「「、、  。。」」を用いる。 
 文献番号は引用された順に番号をつけ、引用場所の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。 
 引用文献の記載方法は下記の通りとする。下記に記載のない出版物については、学術誌

での一般的な用法による。記載例は基本フォーマットを参照（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
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・著者名や編者名は 3 名まで記載し、3 名を超える場合は「、他」「, et al」と記載する。

ローマ字表記の名前は、姓、名の頭文字で記載し、頭文字にピリオドは付けない（例：

Omomo S）。 
・著者名は、日本語など漢字圏の文献では「、」で区切る。英語等ヨーロッパ言語の文献

では「, 」で区切り、and は使わない。 
・雑誌名は通用されている略語で表記し、通用されている略語がない場合には略さずに

表記する。 
・ページは略せる部分を略して表記する（例：× 101-119. ○ 101-19）。 
・英語原稿に日本語文献名の英訳を記載した場合には最後に (in Japanese)を付記する。 

（雑誌の場合） 
1) 著者名．表題．雑誌名 発行年（西暦）; 巻: 頁-頁. 
2) Author(s). Title. Journal Year; Volume: Page-Page. 

（単行本の場合） 
3) 著者名．表題．編者名、編．書名．発行所所在地：出版社、発行年（西暦）; ページ. 
4) Author (s). Title. In: Editor(s), editor(s). Book name. Place of publication: Publisher; 

Year: Page-Page. 

注：引用する章の著者名や表題が明確ではない場合は省略可。 

（ウェブサイトの場合） 
5) 著者名．資料名．URL （参照 ****年**月**日） 
6) Author(s). Title. URL (Accessed month day, year) 

 ABSTRACT の前は 2 行空ける。 
 ABSTRACT はタイトル(Times New Roman 12Ppt)、名前(Times New Roman 10pt)、所属

と責任著者連絡先(Times New Roman 10pt)、本体(概ね 250 前後、400 語以内。Times Ne
w Roman 10pt)、キーワード(見出しは Arial 10pt 太字、キーワードは Times New Roman
 10pt)の順に記載し、タイトル、名前、所属と責任著者連絡先、キーワードの前後は 1 行

空ける。 
 英英語語原原稿稿やや、、日日本本語語原原稿稿のの AABBSSTTRRAACCTT はは著著者者のの責責任任ににおおいいててネネイイテティィブブ・・ススピピーーカカーーののチチ

ェェッッククをを受受けけるる。 
 
6． 研究における倫理的配慮については、「方法（あるいはそれに準ずる）」の項目において必ず下

記のいずれかの記載を行う。 

 倫理委員会等の審査（動物実験を含む）を受けて承認された研究は、その旨と承認機関

の名称、承認番号等を記載する 
 倫理的配慮等について準拠する指針がある場合は、その指針（厚生労働省が策定した医

学研究に関する指針、研究者の所属機関の倫理指針、研究者が所属する職能団体の倫理

指針など）の名称を記載する 
 倫理委員会等の審査が不要である場合は、その理由について記載する 

 
Ⅳ．投  稿 

1． 投稿に必要な様様式式はは学学会会ののホホーームムペペーージジかかららダダウウンンロローードドする（http://www.unii.ac.jp/nnsg/）。 
2． 打打ちち出出しし原原稿稿 22 部部および添添付付書書類類一一式式（表紙、責任著者確認書、著作権委譲・利益相反申告書

の必要事項を記載したもの、左上綴じ）を封筒に入れて投稿する。本学会における著作権の取

り扱いについては別途記載ページを参照のこと。なお別刷りは論文一編あたり 50 部無料、それ

以上必要な場合は有料になる（印刷業者と相談）。 
3． 打打ちち出出しし原原稿稿とと添添付付書書類類一一式式はは学学会会役役員員にに提提出出すするるかか編編集集委委員員長長宛宛にに郵郵送送する。 
4． 併せて、原原稿稿とと添添付付書書類類表表紙紙のの電電子子フファァイイルルをを学学会会ままででメメーールル送信する。 

（郵送先とメールアドレスは投稿規定末尾に記載）。 
5． 原稿の電子ファイルは Microsoft Word 文書の他、文字化けを防ぐため PDF 形式を添付するのが

望ましい。 
 

Ⅴ．校  正 

1． 校正は著者の責任において、初稿、再校を原則とする。 
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2． 校正は原則として原稿または印刷の誤りによる語句の訂正にとどめ、大幅な加筆・修正は認め

ない。 
 
附則：本規定は令和 2 年 4 月から施行する。 

原稿の郵送先： 〒950-8680 新潟県新潟市東区海老ヶ瀬 471 
        新潟県立大学人間生活学部 
        人間生活学研究編集委員長 

原稿電子ファイル送信先：nnsg@unii.ac.jp 
 

 

人人間間生生活活学学研研究究原原稿稿のの基基本本フフォォーーママッットト  

タタイイトトルル 明明朝朝 14pt、、中中央央揃揃ええ 
 

人間太郎 1*、生活花子 2、名前欄は中央揃え、明朝 12pt、上下に 1 行開ける 

 
要旨は概ね 800 字以内で記載する。ページ設定は 44 字×44 行。要旨とキーワードは両

端揃え左右 2 字ずつ文字下げ（インテンド）。構造化抄録（目的、方法などの見出しが入る

抄録）の場合は見出しの前で改行し、左揃え。非構造化抄録（見出しが入らない抄録）の

場合は、文頭および各段落の冒頭を１字下げする。要旨の見出しはゴシック 10pt 太字、文

章は明朝 10pt。いずれも等幅フォントを用いる。ただし文中の英数字（アルファベットと

算用数字）は半角で記載し、Times New Roman に設定する。日本文の句読点は「、。」とす

る（本文も同様）。英語論文の場合、原稿全体にわたってフォントは明朝を Times New Roman
に、ゴシックを Arial に読み替える。  

 
キキーーワワーードド：： 上下に 1 行空ける、6 個以内、読点で区切る 

 

ははじじめめにに  

 本文セクションは 2 段組 21 字×44 行に設定。 
本文の見出しは中央揃え、ゴシック 12pt、上

下は段落設定により半行ずつ開ける。 
本文の文章は両端揃え、日本語は明朝 10pt、

英数字は半角で Times New Roman。 
文献番号は引用した順番につける。引用場所

の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。  

方方法法  

  
 
統統計計学学的的分分析析  

副見出しはゴシック 10pt 太字で左揃え。 
なお統計学的分析を行った研究では、副出し

をつけて記載するのが望ましい。 

結結果果  

 図表は英語でも良い。 
図中の文字フォントは指定しないが、図のタ

イトルや説明は明朝（英数字は Times New 

Roman）とする。 
 表は明朝体とTimes New Romanを基本とする。 

考考察察  

「結果と考察」とすることが一般的な研究分

野では両者をまとめても良い。 

結結語語  

 結果と考察を踏まえて得られた論文の結論を

記載する。結語に相当する段落を考察の最後に

記載した場合、本セクションは省略可。 

謝謝辞辞  

 研究への協力や、助成金、資料等の提供があ

った場合に記載する。該当するものがなければ

省略。 

文文献献  

1) 佐藤恵美子、中野恵利子、筒井和美．ゴマ豆

腐の破断特性およびテクスチャーに及ぼす

澱粉の種類の影響．人間生活学研究 2010; 1: 
1-10. 

1 新潟県立大学人間生活学部子ども学科 2 新潟県立大学人間生活学部健康栄養学科 

* 責任著者 連絡先：nnsg@unii.ac.jp 

利益相反：なし  注：脚注の下端は余白に合わせ、行数が足りない場合はテキストボ

ックスを上に拡げること。この注釈ボックスは削除すること。
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2． 校正は原則として原稿または印刷の誤りによる語句の訂正にとどめ、大幅な加筆・修正は認め

ない。 
 
附則：本規定は令和 2 年 4 月から施行する。 

原稿の郵送先： 〒950-8680 新潟県新潟市東区海老ヶ瀬 471 
        新潟県立大学人間生活学部 
        人間生活学研究編集委員長 

原稿電子ファイル送信先：nnsg@unii.ac.jp 
 

 

人人間間生生活活学学研研究究原原稿稿のの基基本本フフォォーーママッットト  

タタイイトトルル 明明朝朝 14pt、、中中央央揃揃ええ 
 

人間太郎 1*、生活花子 2、名前欄は中央揃え、明朝 12pt、上下に 1 行開ける 

 
要旨は概ね 800 字以内で記載する。ページ設定は 44 字×44 行。要旨とキーワードは両

端揃え左右 2 字ずつ文字下げ（インテンド）。構造化抄録（目的、方法などの見出しが入る

抄録）の場合は見出しの前で改行し、左揃え。非構造化抄録（見出しが入らない抄録）の

場合は、文頭および各段落の冒頭を１字下げする。要旨の見出しはゴシック 10pt 太字、文

章は明朝 10pt。いずれも等幅フォントを用いる。ただし文中の英数字（アルファベットと

算用数字）は半角で記載し、Times New Roman に設定する。日本文の句読点は「、。」とす

る（本文も同様）。英語論文の場合、原稿全体にわたってフォントは明朝を Times New Roman
に、ゴシックを Arial に読み替える。  

 
キキーーワワーードド：： 上下に 1 行空ける、6 個以内、読点で区切る 

 

ははじじめめにに  

 本文セクションは 2 段組 21 字×44 行に設定。 
本文の見出しは中央揃え、ゴシック 12pt、上

下は段落設定により半行ずつ開ける。 
本文の文章は両端揃え、日本語は明朝 10pt、

英数字は半角で Times New Roman。 
文献番号は引用した順番につける。引用場所

の右肩に 1)、2-3)、1, 3-4)と番号を付す。  

方方法法  

  
 
統統計計学学的的分分析析  

副見出しはゴシック 10pt 太字で左揃え。 
なお統計学的分析を行った研究では、副出し

をつけて記載するのが望ましい。 

結結果果  

 図表は英語でも良い。 
図中の文字フォントは指定しないが、図のタ

イトルや説明は明朝（英数字は Times New 

Roman）とする。 
 表は明朝体とTimes New Romanを基本とする。 

考考察察  

「結果と考察」とすることが一般的な研究分
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* 責任著者 連絡先：nnsg@unii.ac.jp 
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Consumption of green and roasted teas and the 
risk of stroke incidence: results from the 
Tokamachi-Nakasato cohort study in Japan. Int J 
Epidemiol. 2008; 37: 1030-40. 

4) 人間の発達とその理解．大桃伸一、宮西邦夫、

太田亜里美、他編．人間生活学へのいざない

～豊かなヒューマンライフの創造をめざし

て～．東京：文化書房博文社、2014; 155-60. 

6) White KL. Health Services research and 
epidemiology. In: Holland WW, Olsen J, Florey 
CV, editors. The development of modern 
epidemiology: Personal reports from those who 
are there. Oxford: Oxford University Press, 
2007; 183-96. 

7) 厚生労働省．平成 24 年 国民健康・栄養調

査結果の概要．http://www.mhlw.go.jp/file/04-
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責責任任著著者者確確認認書書  

 
論文名：                                           
 
本論文に責任を持つ著者一名は下記のうち該当する項目にチェックを付けて署名し、「著作権委譲・利

益相反申告書（全著者用）」の全著者分を添えて原稿とともに編集委員会に提出して下さい。 

□ 本論文の記載内容について責任を持ちます。 

□ 本論文の内容は既に「学術誌等」に公表または投稿されていません。 

 付記：・学会発表抄録、学会発表の記録、報告書、商業誌からの依頼原稿（原著とならないもの）、

著書、報道などについては結果や図表の一部が本論文と重複していても差し支えない。 

    ・学術誌等に該当するか判断に迷う場合は下記に記載し、編集委員会の確認を得ること。 

公表・投稿先 
 

 
                                            

 

本論文の著者に記載した者以外に本論文の作成に主要な貢献をした研究者はいますか？（「作成」には

全著者用チェックリストのⅠに該当する項目全てを含みます。） 

□いません 

□いますが、謝辞に記載することで承諾を得ました。 

□いますが、論文に掲載しないことについて承諾を得ました。 

付記：卒業研究等で学生が関与した場合には原則として共著者に入れることが望ましい。 

 
（下記に所属等と氏名を記載して下さい。欄が足りない場合は裏面に記載して下さい。） 

  承諾者の所属等・氏名 

 

 

                                           

 

私（氏名：楷書または印刷）                 は上記について確認しました。 

 

日付 
 

署名                          

 

著著作作権権委委譲譲・・利利益益相相反反申申告告書書（（全全著著者者用用））  

 
論文名：                                           

全ての著者は下記の該当項目にチェックし、署名して責任著者に提出して下さい。 
（1 人 1 枚提出してください。Fax や電子メール添付のスキャン画像でも結構です。） 
（記載スペースが不足する場合は裏面や別紙に記載し、別紙の場合には別紙にも署名して下さい。） 

 
Ⅰ．本論文の作成において貢献したこと全てにチェックしてください。 

（複数人が同一項目にチェックしても差し支えありません。） 

□研究の着想  □研究計画作成  □データの収集  □研究の指導 
□統計学的分析 □結果の解釈  □原稿の執筆（作図・作表を含む） 
□原稿の校閲・改訂への貢献   □資金や物品の調達 

 
Ⅱ．本研究の結果により利益を受ける団体・個人と何らかの利害関係がありますか？ 
（利害関係には資金援助、物品の供与、人的援助などを受けたこと、株や債権を保有していること、

団体構成員との家族関係、および、本論文の論述に影響を与え得るその他の関係を含む。ただし公

的機関［行政、独立行政法人、大学など］や本論文によって営利的利益を受けない団体等からの研

究助成はこれに含まない。） 

□ある □ない  （疑問がある場合には編集委員会に問い合わせること） 

  利害関係がある場合は関係先、および、その内容を下記に記載し、論文の最後にも「利益相反」の

セクションを立てて記載して下さい。 
 
 
 
 
                                         
 
Ⅲ．本論文の著作権を本学会誌に委譲しますか？ 

 □する（リポジトリにも登録されます。）  □できない理由がある。（理由を下記に記載して下さい。） 
 
 
 
 
                                         
 

私（氏名：楷書または印刷）                 は上記について確認しました。 

                日付 

署名 
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本学会における著作権の取り扱いについて 

本学会では論文等の学会誌への掲載にあたり、全著者に対して著作権の委譲を求めています。

その理由は大きく下記の 4 点に集約されます。  

1) 学会誌への掲載やオンライン公開にあたって、内容の変更を伴わないレイアウト等の修正が必

要となった場合に、著者へ確認を求める手続きを省く。 

2) 新潟県立大学学術リポジトリや種々の検索サービス等において論文が公開される場合に、著者

へ の確認なしに学会で公開の可否を判断できるようにする。  

3) 本誌や他誌のレビュー論文等において図表の引用が求められた場合に、学会において判断を 

行えるようにする。  

4) その他、現在想定していない目的のために著作権の行使が必要となった場合に、学会での対応

を可能にする。  

 本学会では本誌掲載論文が広く公開されて活用されることを望んでいます。委譲された著作権は

その目的のために使用されるものであり、下記のような行為を制限する物ではありません。 

 

・印刷された論文の複写物やリポジトリ等で公開された電子ファイルを、非営利的な研究紹介の

ために配付する。 

 

・著者が所属機関のリポジトリ等で公開する。 

 

・著者が研究報告書等に論文の全体または一部を引用する(引用先における二重投稿の規定に抵触

しない場合に限る)。  

 

 本学会が保持する著作権は学会誌やリポジトリにおいて学会が公開する著作物についてのみで

あり、著作の基となったデータについては全ての権利が著者に保持されます。よって、本誌に掲

載された集計結果を異なる形で著者が作図・作表して公表することについては、公表先の二重投

稿規定に反しない限り、これを妨げるものではありません。 

 

 以上のような事情をご勘案いただき、投稿においては著作権を学会に委譲していただきたく、

著者諸氏のご配慮をお願いいたします。また、本学会では本誌の掲載論文を積極的に公開してま

いりたいと考えており、著者諸氏におかれましても、掲載論文の積極的なご活用をお願いいたし

ます。 

 

投投稿稿論論文文のの査査読読にに関関すするる内内規規 

 

 本内規は、「人間生活学研究」投稿要領に基づいて、投稿された研究論文の原稿の査読

に関する審査内規として定める。 

 

第１条 編集委員会は、新潟人間生活学会員と外部の人間生活学研究に携わる者の中から        
投稿論文を審査するにふさわしい者を複数名選出する。 

第２条 編集委員長は、投稿論文の審査にあたり審査者として推薦された者に、審査依頼    

する。 

第３条 各論文は審査者により審査される。 

第４条 審査の基準は、次の４段階に評価される。 

        「採択」 

        「条件付き採択」 
    「要再審査」 

        「不採択」 

第５条  審査者は、上記の評価とともに、審査論文の不備・指摘点を記述し、期日内に 

編集委員会に提出する。 

第６条  編集委員会は、審査結果をふまえ論文の掲載を決定する。なお、「条件付き採択」

と評価された論文は、修正稿の確認を審査者に依頼する場合がある。「要再審査」と

評価された論文は、審査者に再審査を依頼する。投稿者に審査者の指摘点が記述され

た審査用紙を配布し、投稿者は期日までに修正し再度提出する。その際、指摘点をど

のように修正したか各指摘に対する対応の一覧を作成し、論文とともに提出する。 

第７条 編集委員長は、対応の一覧を添付し修正論文の再審査を審査者に依頼をする。 

第８条 編集委員会は、再審査の結果をふまえ、掲載を決定する。 

 

付則 １．審査規定の改定は、編集委員会の議を経て新潟人間生活学会総会において決議 

される。 

      ２．本規定は 2015 年 5 月 1 日より実施する。 
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本学会における著作権の取り扱いについて 

本学会では論文等の学会誌への掲載にあたり、全著者に対して著作権の委譲を求めています。

その理由は大きく下記の 4 点に集約されます。  

1) 学会誌への掲載やオンライン公開にあたって、内容の変更を伴わないレイアウト等の修正が必

要となった場合に、著者へ確認を求める手続きを省く。 

2) 新潟県立大学学術リポジトリや種々の検索サービス等において論文が公開される場合に、著者

へ の確認なしに学会で公開の可否を判断できるようにする。  

3) 本誌や他誌のレビュー論文等において図表の引用が求められた場合に、学会において判断を 

行えるようにする。  

4) その他、現在想定していない目的のために著作権の行使が必要となった場合に、学会での対応

を可能にする。  

 本学会では本誌掲載論文が広く公開されて活用されることを望んでいます。委譲された著作権は

その目的のために使用されるものであり、下記のような行為を制限する物ではありません。 

 

・印刷された論文の複写物やリポジトリ等で公開された電子ファイルを、非営利的な研究紹介の

ために配付する。 

 

・著者が所属機関のリポジトリ等で公開する。 

 

・著者が研究報告書等に論文の全体または一部を引用する(引用先における二重投稿の規定に抵触

しない場合に限る)。  

 

 本学会が保持する著作権は学会誌やリポジトリにおいて学会が公開する著作物についてのみで

あり、著作の基となったデータについては全ての権利が著者に保持されます。よって、本誌に掲

載された集計結果を異なる形で著者が作図・作表して公表することについては、公表先の二重投

稿規定に反しない限り、これを妨げるものではありません。 

 

 以上のような事情をご勘案いただき、投稿においては著作権を学会に委譲していただきたく、

著者諸氏のご配慮をお願いいたします。また、本学会では本誌の掲載論文を積極的に公開してま

いりたいと考えており、著者諸氏におかれましても、掲載論文の積極的なご活用をお願いいたし

ます。 

 

投投稿稿論論文文のの査査読読にに関関すするる内内規規 

 

 本内規は、「人間生活学研究」投稿要領に基づいて、投稿された研究論文の原稿の査読

に関する審査内規として定める。 

 

第１条 編集委員会は、新潟人間生活学会員と外部の人間生活学研究に携わる者の中から        
投稿論文を審査するにふさわしい者を複数名選出する。 

第２条 編集委員長は、投稿論文の審査にあたり審査者として推薦された者に、審査依頼    

する。 

第３条 各論文は審査者により審査される。 

第４条 審査の基準は、次の４段階に評価される。 

        「採択」 

        「条件付き採択」 
    「要再審査」 

        「不採択」 

第５条  審査者は、上記の評価とともに、審査論文の不備・指摘点を記述し、期日内に 

編集委員会に提出する。 

第６条  編集委員会は、審査結果をふまえ論文の掲載を決定する。なお、「条件付き採択」

と評価された論文は、修正稿の確認を審査者に依頼する場合がある。「要再審査」と

評価された論文は、審査者に再審査を依頼する。投稿者に審査者の指摘点が記述され

た審査用紙を配布し、投稿者は期日までに修正し再度提出する。その際、指摘点をど

のように修正したか各指摘に対する対応の一覧を作成し、論文とともに提出する。 

第７条 編集委員長は、対応の一覧を添付し修正論文の再審査を審査者に依頼をする。 

第８条 編集委員会は、再審査の結果をふまえ、掲載を決定する。 

 

付則 １．審査規定の改定は、編集委員会の議を経て新潟人間生活学会総会において決議 

される。 

      ２．本規定は 2015 年 5 月 1 日より実施する。 
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人間生活学研究　第16号　2025

編編  集集  後後  記記  

昨年度につづき人間生活学研究会誌を会員の皆様へお届けすることができ嬉しく

思っております。2024(令和 6)年は、昨年以上に「異例の○○」と発表される気象変

化が激しく起こり、私たちの身近な生活環境や健康への影響を強く感じるところとな

りました。人間生活学分野からの発信は一層求められております。 

人間生活学研究第 16 号には、査読有り論文 2 編、査読なし論文 2 編の論文を掲載

のほかに、第 14 回大会「地域共生社会の実現に向けて」の対談および実践報告の内

容を掲載しております。どうぞお目通しください。お忙しい中、原稿執筆や査読のご

協力、編集作業へのご協力をいただきました皆様に心より御礼申し上げます。  

本誌は人間生活の多様な分野の研究について原稿を受け付けております。会員の皆

様におかれましては、研究報告や教育・実践活動の紹介の場としてぜひ本誌をご活用

ください。積極的なご投稿をお待ちしております。 

今後とも一層ご支援ご鞭撻賜りますよう何卒お願い申し上げます。 

（立山 千草）  
 

編編  集集  委委  員員（五十音順） 
小澤 薫 小池  由佳 
立山 千草（委員長） 辻  友美 
堀川 千嘉     山岸 あづみ 
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